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刊行にあたって

真の意味での地方分権は、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決め
ることのできる活気に満ちた地域社会をつくっていくことを目指しています。
このような大きな流れの中で、住民にもっとも身近な行政機関である市町村に
求められる責任はより大きくなっています。
地方分権の実現に資するために、おおさか市町村職員研修研究センター（愛
称：マッセOSAKA）では、大阪府内市町村職員に対する研修事業や広域的な
行政課題についての調査・研究事業を実施しています。
その研究事業の一環として毎年、各界でご活躍の研究者、先達の方々のご協
力をいただき、市町村行政における諸課題についてのご意見、ご提言を頂戴
しまして、広く各方面への情報発信の場とするための論文集『マッセOSAKA 
研究紀要』を発行しています。
日本が本格的な人口減少・高齢社会に突入することへの対応として、昨年頃
から「地方創生」が提唱されるようになりました。東京への一極集中の是正を
始め、地域のことは自らが決めることをもって本格的な「地方の創生」につな
がる年になるような、新たな時の流れとなって欲しいと願っています。
そこで、第20号を迎える今号では、人口減少社会は不可避なものと考え、そ
の中でどう豊かに暮らすのかをテーマに「人口減少社会を豊かに生きる」を取
り上げることにいたしました。平成28年末、厚生労働省より発表された「平成
28年人口動態統計の年間推計」の中で、統計開始以降で初めて出生数が100万
人を割り、98万１千人と発表されました。今後も出生数の減少が予想される状
況の中で、人口減少対策だけを考えるのではなく、豊かな暮らしや、生き方に
ついて考えるべきであるという視点も含めて、人口減少社会における豊かな暮
らし方について先進的な研究をされている先生方にご執筆いただき、有意義な
成果として刊行することになりました。
最後に、ご多忙にも関わらず、ご執筆いただきました先生方に、この場をお
借りして厚くお礼申し上げるともに、この研究紀要が市町村の施策の一助とな
ることを祈念いたしまして、刊行にあたってのご挨拶といたします。

　　平成29年３月
 公益財団法人大阪府市町村振興協会　　
 おおさか市町村職員研修研究センター　
 所 長 　　齊　藤　　　愼　　
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はじめに～人口減少と一億総活躍社会
　わが国は急速な人口減少時代を迎えている。2016年10月、総務省が公表した
2015年の国勢調査の確定値では、日本の総人口は１億2,709万５千人と、前回
の2010年調査から96万３千人の減少となった。都道府県別ではこの５年間に人
口が増加したのは沖縄県、東京都、埼玉県、愛知県、神奈川県、福岡県、滋賀
県、千葉県の８都県のみで、残る39道府県では減少した。全国1,719市町村を
みても、全体の82.5％に当たる1,419市町村で人口が減っている。
　政府は人口減少時代に向けて「一億総活躍社会」の実現を目指し、「希望を
生み出す強い経済」として「名目GDP600兆円」、「夢をつむぐ子育て支援」と
して「希望出生率1.8」、「安心につながる社会保障」として「介護離職ゼロ」
を目標に掲げている。少子高齢化に歯止めをかけ、50年後に１億人の人口規模
を維持し、年齢・性別・障がいの有無などに関わらず、誰もが活躍できる社会
が、成長と分配の好循環を生み出すことにつながるとしているのだ。
　厚生労働省の人口動態統計の年間推計では、2016年の日本の出生数は98万千
人と、統計をとり始めた1899年以降初めて100万人を下回った。一方、死亡数

人口減少時代に向う日本の針路
～「一億総活躍社会」の実現に向けて～

株式会社ニッセイ基礎研究所　主任研究員　

土堤内　昭雄

どてうち　あきお
　1953年東京都生まれ。1977年京都大学工学部建築系学科卒業後、㈱竹中工務店
入社。1985年マサチューセッツ工科大学大学院高等工学研究プログラム修了。
　1988年ニッセイ基礎研究所入社。2013年東京工業大学大学院博士後期課程（社
会工学専攻）満期退学。
　「少子高齢化・人口減少とまちづくり」、「コミュニティ・NPOと市民社会」、
「男女共同参画とライフデザイン」等に関する調査・研究および講演・執筆を行う。
　厚生労働省社会保障審議会児童部会委員（2008年～2014年）、順天堂大学国際
教養学部非常勤講師（2015年度～）等を務める。著書に『父親が子育てに出会う
時』（筒井書房）、『「人口減少」で読み解く時代』（ぎょうせい）など。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル



第20号

4 　おおさか市町村職員研修研究センター

研究紀要

は129万６千人で、2016年の年間の人口自然減は31万５千人にものぼる。地方
中核市がひとつ消滅するほどの人口減でありながら、日本社会が直面する人口
減少に対する危機意識はまだまだ薄いように思われてならない。
　人口減少の課題は単に人口の減少だけにとどまらない。国立社会保障・人口
問題研究所の「日本の将来推計人口（平成24年１月中位推計）（http://www.
ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401top.html）」をみると、2060年の
日本の総人口は、2010年と比較して4,132万人減少して8,674万人（67.7％）に
なる。15歳から64歳の生産年齢人口は、2010年から3,756万人減少して4,418万
人（54.0％）だ。2060年に日本が迎える人口減少社会は、減少する人口の９割
を生産年齢人口が占めるのだ。その結果、従属人口（15歳未満の年少人口と65
歳以上の老年人口の合計）を生産年齢人口で割った従属人口指数は、57から96
に上昇し、社会的扶養が大幅に拡大する。
　即ち、日本の人口減少は人口構造が現在と相似形で縮小するのではなく、相
対的に生産年齢人口が大きく減り、社会を支える側の人と支えられる側の人の
数がほぼ等しくなる「肩車型」社会へ移行するドラスティックな変化なのであ
る。できれば出生数の増加により、生産年齢人口や労働力人口の増加をもたら
すことが望まれるが、人口構造上からは極めて困難だと言わざるを得ない。し
たがって、日本社会が持続可能であるためには、これからの人口減少対策とし
て「一億総活躍社会」の実現が重要になるのである。
　第１の目標の「名目GDP600兆円」の達成には、「労働生産性」の向上が不
可欠だ。日本の人口ピラミッドをみると、今後の人口増加が期待できないのは
明らかであるからだ。一定の経済成長を目指すためには、労働力人口の確保と
同時に、時間当たりの労働生産性の向上を図らねばならない。将来的には、人
工知能（以下AIとする）などの発達により生産性は大幅に改善するだろうが、
同時に、われわれの働き方や労働市場は大きな影響を受けるだろう。
　第２の目標の「希望出生率1.8」の実現に向けては、仕事と子育てが両立す
る「共働き社会」をつくり、女性の就労を後押しすることが重要だ。共働き世
帯は、経済的に自立した夫と妻が対等に形成する世帯がある一方、男性の収入
低下に伴って夫と妻の収入の合算でなんとか家計を維持する補完型の共働き世
帯が増えている。今や男女の働き方は大きく変わり、共働き世帯は専業主婦世
帯の1.6倍にのぼり、「共働き社会」へと大きく変容しつつある。
　第３の目標の「介護離職ゼロ」に向けては、「仕事と介護の両立」の促進が
求められる。将来の労働力人口の減少は、個別企業にとっては人材不足リスク
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につながる。企業が多様な人材を確保するためには、ワーク・ライフ・バラン
スの実現により、「介護離職」や「育児離職」を防止し、現有勢力の就業人口
を少しでも減らさないことが重要だ。しかし、「介護離職」を防ぐための「仕
事と介護の両立」を図る取り組みはまだ緒に就いたばかりである。
　このように、「一億総活躍社会」の実現に向けた「生産性向上」、「共働き社
会」、「介護離職ゼロ」の実現のためには、「働き方改革」が重要課題であるこ
とがわかる。本稿では、今後の労働力人口や就業者数の推移を踏まえ、人口
減少時代に向う日本が、持続可能であるために「一億総活躍社会」の実現に向
けて取り組むべき「労働生産性の向上」、「共働き社会の形成」、「介護離職の防
止」と未来の「働き方」について考えてみたい。

図表１　日本の将来推計人口

　（注）指数は右目盛、総人口指数と生産年齢人口指数は2010年を100とする
　（資料）国立社会保障･人口問題研究所
　　　　　｢日本の将来推計人口（平成24年１月推計)｣より作成

１．労働力人口の動向
⑴　減少する労働力人口
　総務省「労働力調査（http://www.stat.go.jp/data/roudou/）」の長期時系列
データによると、労働力人口ⅰ）は1998年の6,793万人をピークに低下、2015年
には6,598万人と200万人近く減少している。一方、高齢化が進展して65歳以上
の老年人口が増加するなか、非労働力人口ⅱ）が増加傾向にあり、2000年以降

ⅰ） 「労働力人口」は15歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの
ⅱ） 「非労働力人口」は15歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」以外の者で、通学者、家
事従事者、高齢者など
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は4,000万人を超えて、2015年は4,473万人にのぼっている。
　労働力人口比率ⅲ）は、2009年以降は６割を下回り、2015年には59.6％とな
り、非労働力人口比率は４割を超えた状態が続いている。つまり15歳以上の人
の５人に２人は、通学者や家事従事者、高齢者などの非労働力なのである。近
年では、それ以外にもメンタルヘルスの問題や社会的孤立から無業者となる人
が増えており、社会的孤立無業者（SNEP）とよばれる人は162万人にのぼる
と推計されている。
　また、就業者数ⅳ）は1997年の6,557万人をピークに減少傾向で、2015年は
6,376万人と180万人あまり減少している。就業率は1999年以降、６割を下回っ
ており、2015年は57.6％になっている。今後、少子化による人口減少が続き、
子育て期の女性や高齢者の労働参加が進まなければ、労働力人口比率や就業率
はますます低下するだろう。
　一方、完全失業者数ⅴ）は2002年に359万人、完全失業率は5.4％に達したが、
以降は減少・増加を繰り返し、2015年は222万人、完全失業率も3.4％に低下し
た。しかし、産業構造や経済状況の変化から生じる人材のミスマッチが拡大す
れば、完全失業者数の増加および完全失業率の上昇が再び起こる可能性もある。

図表２　労働力人口（比率）と非労働力人口（比率）の推移

　　　（資料）総務省「労働力調査」より作成

ⅲ） 「労働力人口比率」は15歳以上の人口に占める「労働力人口」の割合
ⅳ） 「就業者」は「従業者」と「休業者」を合わせたもので、「就業率」は15歳以上の人口に占める
「就業者」の割合

ⅴ） 「完全失業者」は次の３つの条件を満たす者（①仕事がなくて調査期間中に少しも仕事をしな
かった、②仕事があればすぐ就くことができる、③調査期間中に仕事を探す活動や事業を始める
準備をしていた）
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⑵　就業者数の将来推計
　厚生労働省「平成27年度雇用政策研究会報告書（http://www.mhlw.go.jp/
stf/houdou/0000105744.html）」（平成27年12月１日）では、「経済成長と労
働参加が適切に進まないケース」（ケース１）と「進むケース」（ケース２）
に分けて、2020年および2030年の就業者数の推計を行っている。ケース１は、
「復興需要を見込んで2020年まで一定程度の経済成長率を想定するが、2021年
以降は経済成長率はゼロ、かつ労働市場への参加が2014年の性・年齢階級別の
労働力率固定の場合」とし、ケース２は、「日本再興戦略を踏まえた高成長が
実現し、かつ労働市場への参加が進む場合」としている。
　2014年の就業者数の実績値に対して、ケース１では2020年に305万人減少、
2030年には790万人減少する一方、ケース２では2020年に30万人増加、2030年
に182万人の減少となっている。ケース２ではケース１に比べて2030年の就業
者数の減少を600万人程度緩和できるが、そのうち６割近くは女性の寄与であ
り、今後の就業者数の動向は女性の労働参加が鍵になることがわかる。いずれ
のケースでも、2030年には大幅な就業者数の減少が見込まれる。

　　　　　　　　図表５　就業者数の将来推計値（2020年、2030年） 単位：万人
2014年
実績値

2020年 2030年
ケース１ ケース２ ケース１ ケース２

男性 3,621 3,435（－186) 3,582（－39) 3,167（－454) 3,427（－194)
女性 2,729 2,611（－118) 2,799（＋70) 2,394（－335) 2,742（＋13)　
全体 6,351 6,046（－305) 6,381（＋30) 5,561（－790) 6,169（－182)
（注）四捨五入により男性と女性の合計は、全体値の表記とは一部一致しない
（資料）厚生労働省「平成27年度雇用政策研究会報告書」より作成

図表３　就業人口と就業率の推移 図表４　完全失業者(率)の推移

（資料）総務省「労働力調査」より作成 （資料）総務省「労働力調査」より作成
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２．労働生産性の向上
⑴　日本の労働生産性
　経済成長は就業人口と労働生産性に規定される。労働力人口や就業者数の減
少が不可避であるなら、経済成長を維持するには労働生産性の向上が不可欠
だ。「労働生産性の国際比較 2016年版（http://www.jpcnet.jp/intl_compari　
son/）」（日本生産性本部）によると、2015年の日本の労働生産性は「一人当
たり74,315ドル（783万円／購買力平価換算）」、「時間当たり42.1ドル（4,439
円）」だ。OECD加盟35か国中22位と20位で、いずれも米国の約６割の水準に
とどまっている。
　日本の名目労働生産性を対米国指数でみると、「一人当たり生産性」、「時間
当たり生産性」ともに2001年度から６ポイントほど差が拡大している。特に、
日本の卸売・小売業など第三次産業の生産性は低く、より付加価値の高い産業
構造への転換が求められる。日本の労働生産性が米国並みに改善されれば、就
業人口減少の影響を大幅に緩和することができるからだ。

図表６　日本の労働生産性の推移

(資料）日本生産性本部「労働生産性の国際比較2016年版」より作成

⑵　生産性向上に向けて
　労働生産性の向上のためには、抜本的な「働き方改革」が必要だ。2016
年８月の厚生労働省の懇談会の報告書「『働き方の未来2035』～一人ひとり
が輝くために～（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-
Seisakutoukatsukan/0000133449.pdf#search=%27%E5%83%8D%E3%81%8D%
E6%96%B9%E3%81%AE%E6%9C%AA%E6%9D%A52035%27）」には、2035
年に向けた「働き方改革」を示す興味深い提言がされている。特に、AIを中
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心とした技術革新は、労働力人口減少の緩和や生産性の向上に寄与すると同時
に、働く時間や場所などさまざまな制約を解消し、全ての人が自由で自律的な
働き方ができるようになるチャンスだとしている。
　今後は、兼業や副業を原則として認める企業も増え、人々の能力を一層活
用するための環境整備も進むだろう。わが国は労働時間を延長して「一人当
たり」の労働生産性を高めるのではなく、「時間当たり」の労働生産性を向上
させる「働き方改革」を実現することで人口減少時代を乗り越えなくてはなら
ない。

３．共働き社会の形成
⑴　仕事と子育ての両立
　1960年代以降、日本の高度経済成長期には、工業化に伴う雇用労働の増加と
職住分離が起こり、家事・育児などの無償労働を主に女性が担う性別分業によ
る近代家族が主流となった。しかし、近年では、女性の高学歴化や産業のサー
ビス化、ICTの発達による多様な働き方の拡大が女性の社会参加を促し、「共
働き」というライフスタイルが拡がっている。その結果、1990年代後半から共
働き世帯数は専業主婦世帯数を上回り、2015年には専業主婦世帯の1.6倍に当
たる1,114万世帯になった。
　労働力人口が減少するなかで女性の就労促進は不可欠だ。近年では女性の労
働参加率が高い国ほど出生率も高いという傾向がみられるが、わが国では実際
に子育てしている女性が、安心して仕事ができる保育所などの就労環境は十分
とは言えない。仕事と子育ての両立が難しい状況下では、出産を機に離職する
女性も多く、出産による機会損失を恐れて結婚自体を躊躇する人もいる。
　日本の高度経済成長期の「働く夫＋専業主婦」という男性片働きモデルの時
代は終焉した。日本において女性就労の促進が出生率を高め、少子化の歯止め
になるためには、男女がともに仕事と子育てを両立できる環境整備を行い、男
性の働き方改革と家事・育児などのケア労働に対する意識改革を進め、仕事と
子育てをともに担う新たな「共働き社会」を構築することが必要だ。世帯収入
の多寡に関わらず、妻が就労することで夫の家計負担を、夫が主体的に家事を
担うことで妻の家事負担を軽減する、「夫と妻」双方の仕事と子育てが両立す
る「共働き社会」である。
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図表７　共働き世帯数等の推移

　　　　（資料）総務省「労働力調査」等より作成

⑵　共働き社会に向けて
　2015年の雇用者は5,284万人、そのうち非正規雇用者は1,980万人と全体の
37.5％を占めており、年々上昇している。一方、非正規雇用者のなかで「不本
意非正規（正社員として働く機会がなく、非正規雇用で働いている者）」の割
合は16.9％で、年代別では25～34歳の子育て世代が26.5％と最も多くなってい
る。お金のかかる子育て期に安定した正規雇用を望むものの、子育てをしなが
らフルタイムで働くことが難しい「共働き世帯」が多いことの証拠だろう。
　2015年の非正規雇用者は、女性全体では55.6％、有配偶女性に限ると62.9％
にのぼる。共働き世帯の増加は、妻がフルタイムで働く共働き世帯が増えてい
るのではなく、パート雇用など短時間勤務の就業者が増えたことによるものだ。
つまり多くの妻が非正規雇用者で、主たる稼ぎ手である夫の家計補助的な位置
づけにありながら、妻の収入の比重が相対的に大きくなっているのだ。
　近年、共働き世帯が増えるなかで、税制改革の論議で俎

そじょう

上によくあがるのが
配偶者控除の見直しだ。政府は本格的な人口減少時代の労働力を確保するため
に女性の活躍を推進し、その就労を後押ししている。しかし、パートやアルバ
イトなどで働く女性が、配偶者控除の「103万円の壁」という年収要件があるた
めに、就労時間を自己抑制しているケースがよくみられるのだ。
　2017年度税制改正に向けては、配偶者控除の全面廃止、共働き世帯にも適用
する「夫婦控除」の新設、パート主婦世帯の減税枠の拡大が検討された。その
結果、政府与党の税制改正大綱では、パート主婦の年収要件を150万円に引き
上げ、減税分の税収をカバーするために、夫の年収が1,220万円を超えると適
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用外にすることが決まった。しかし、本来の一億総活躍社会が目指す「女性の
活躍」には、男女が経済的に対等な関係の女性就労を促進し、「働き方」に中
立的な個人単位課税が必要ではないだろうか。
　夫婦が共働きになると、従来の家事・育児・介護などの家庭における無償労
働をどのように負担するのかが大きな課題になる。外部サービスの利用には相
応のコストがかかり、それに見合う収入が必要だ。また、育児や介護といった
ケア労働は、労働集約的で非効率な面もあり、膨大な需要を満たすだけのサー
ビスをすべて供給することは難しく、完全に外部化することはできないだろう。
　今後、AIなどの活用により大幅に労働生産性が向上すれば、男女が有償労
働の時間に替えて、より多くの無償労働の時間を共有することが可能になる
だろう。一億総活躍社会では、多くの人が有償労働において活躍するとともに、
ケア労働などの無償労働においても一定の役割を担うことが必要だ。

４．介護離職の防止
⑴　大介護時代の到来
　団塊世代が65歳に到達し高齢化率はますます高まっている。９年後の2025年
にこれらの人たちが75歳以上の後期高齢者の仲間入りをすると、日本はまさ
に“大介護時代”を迎える。平成28年９月現在、公的介護保険の65歳以上の被
保険者は約3,400万人、そのうち要介護・要支援認定者は615万人、うち男性が
188万人で女性が427万人だ。高齢者全体の要介護割合は18.1％、75歳以上の後
期高齢者では32.4％だ。長男長女時代となった今日、夫婦の４人の老親が75歳
以上であれば、子ども世代にとっては少なくとも親のひとりは介護が必要な状
況なのである。少子化時代は家族介護の負担が大きくなる時代でもあり、介護
離職をせざるを得ない人も増えているのである。
　厚生労働省「平成25年国民生活基礎調査の概況（http://www.mhlw.go.jp/
toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa13/）」によると、要介護者の３人に２人は
主に同居家族に介護されている。近年では同居する主な介護者のうち「子の配
偶者」（主に要介護者の息子の妻）が大幅に減少しているが、それは専業主婦
世帯が減り、40～50歳代の働く女性が増えているからだ。仕事を持つ妻は夫の
親の介護まで手が回らず、多くの中高年男性が親や配偶者の介護に直面し始め
ている。
　同居または別居する家族の主な介護者の多くは女性だが、近年では男性比率
が上昇している。それは男性の生涯未婚率が２割を超え、老親を抱えた無配偶
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男性が増えているためだ。年齢別では男女ともに50～60歳代が全体の５～６割
を占め、仕事を持っている中高年介護者が多くなっている。また、「一人暮ら
し」高齢者が増えた結果、別居家族による介護も増加し、2020年には高齢者世
帯の４割近くが「一人暮らし」になるため、ますますその傾向が強まると思わ
れる。

　総務省「平成24年就業構造基本調査（www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/
pdf/kgaiyou.pdf）」（平成25年７月12日）によると、15歳以上人口で介護をし
ている人は557万人、うち男性が200万人で36.0％、女性が357万人で64.0％
だ。そのうち有業者は291万人で52.2％を占め、男性は131万人（男性介護者の
65.3％）、女性は160万人（女性介護者の44.9％）となっている。
　また、過去５年間（平成19年10月～24年９月）に介護・看護のために離職し
た人は、48万７千人で、女性が８割を占めている。年毎にみると、平成19年
８万９千人、平成20年８万２千人、平成21年９万９千人、平成22年８万４千人、
平成23年10万千人となっている。平成23年の離職者10万千人のうち、男性は
２万人、女性は８万千人で、現在の就業状態が無業である者は男性１万６千人、
女性６万７千人、合計すると８万３千人となり、いったん離職すると８割以上
の人が無業状態になっている。

⑵　介護離職防止に向けて
　介護の発生時期は予測がつかない。一人ひとりが常に介護に備えるため自ら
のワーク・ライフ・バランスを考えねばならない。要介護度が４や５になると

図表８　要介護認定者数の推移 図表９　性別・就業状態別介護者数数

（ 資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告
年報」より作成
http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/
osirase/jigyo/14/index.html

（ 資料）総務省「平成24年就業構造基本調
査」より作成
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介護時間が終日となる割合が過半数を超え、介護離職のリスクが一気に高まる
ので要介護者の介護レベルを要支援や要介護１か２程度でとどめることが重要
だ。そのためには、普段から介護予防に努めるとともに、介護が必要になった
場合、介護保険サービス等がすぐに利用できるように事前準備をしておくこと
が重要である。介護の空白期間が生じると介護度が急速に進むからだ。
　また、介護は子育てと違い、将来の状況が見えづらい。介護者が介護で疲弊
しないように介護保険サービスや、介護者の休息のためのレスパイトケアを
上手に活用し、相談相手をつくるなど介護を一人で抱え込まないことも重要だ。
厚生労働省作成「仕事と介護の両立モデル～介護離職を防ぐために（http://
www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateik 
yoku/0000123113.pdf）」（平成26年３月発行）などを参考に、介護に関するノ
ウハウを身につけておくと役に立つ。
　一方、企業は介護離職防止に向けて、従業員の介護実態の把握が必要だ。公
的介護保険制度をはじめ介護情報を従業員に周知することや、介護休業の分
割取得等の企業福祉制度および柔軟な働き方を実現する就業環境の整備、組織
づくり、人事マネジメントの向上などが求められる。人口減少時代の企業経営
にとって介護離職防止への取り組みは、大災害やテロ、感染症などの緊急事
態に遭遇した企業が事業継続のために策定する事業継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan）の一環として捉えるべきではないだろうか。

５．「一億総活躍社会」に向けて
⑴　多様で柔軟な働き方
　これまで企業活動は、性別役割分業を前提にした時間制約の少ない男性社員
を中心に展開されてきた。家事や育児、介護などは専業主婦の妻に任せ、夫は
体力が続く限り働くことができた。以前「24時間戦えますか」という栄養ドリ
ンク剤のコマーシャルもあったが、「24時間働ける人」だけが社員として一人
前とされ、時間制約のある働き方しかできない人は同じ労働市場には参入でき
なかった。
　近年では老々介護が増加し、老親や配偶者の介護のために出張や残業などが
制約され、最終的に離職に追い込まれる中高年管理職もいる。仕事と介護など
の両立が困難な管理職に対して、不当な降格や配置転換を行うなどの「ケアハ
ラスメント」が起こる一方、組織の中枢を占める管理職が離職する影響は企業
にとっても深刻になっている。
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　また、がんと診断される人は年間約100万人にものぼり、これまでは治療に
専念するために離職する人が多かった。しかし、近年ではがん患者が診断から
５年後に生存している割合（５年相対生存率）がほぼ６割に達し、厚生労働省
の試算（2008年）ではがん治療をしながら就業を続ける人は32万５千人にのぼ
る。そのなかには、治療や体調不良のために就労時間に制約が生じ、それを理
由に不当な扱いを受ける人もいるという。
　このように今日企業で働く人のなかには、女性の妊娠・出産や子育てをはじ
め、親や配偶者の介護、本人自身や家族の病気療養など、「自他のケア」のた
めに時間制約を抱えて働く人が増えている。政府の成長戦略として「女性の活
躍」が推進されているが、企業が人口減少時代に人材を確保するためには、男
女を問わず育児・介護・療養など「自他のケア」をしながら一定の制約のなか
での多様で柔軟な働き方が不可欠なのである。

⑵　生産性を高める社会環境
　日本が直面している人口減少問題には、労働力の数だけではなく、労働力の
生産性という、もう１つの重要な側面がある。一億総活躍国民会議の緊急対
策には、「子育てや介護と仕事が両立しやすくなることなどにより、様々な人
材が参加することで、社会に多様性が生まれる。それが労働参加率の向上だけ
でなく、イノベーションを通じて生産性の向上を促し、経済の好循環を強化す
る」とある。即ち、社会保障という安全ネットが整備された社会では、国民が
安心して働くことができるが故に、生産性の高い社会が構築されるというのだ。
　これまで人口減少社会への対応は、人口を増やすことに注力してきた。しか
し、これからの対応策としては、人々の能力を十分発揮できる社会づくりが重
要だ。サーカスの綱渡りに例えるなら、安全ネットがない場合、演技者は転落
リスクを考えて８割程度の能力しか発揮できないかもしれないが、安全ネット
があれば、全ての能力を、あるいはそれ以上の能力を発揮するかもしれない。
　社会保障という安全ネットの整備によって国民の就業率と生産性が１割上昇
すれば、たとえ人口が１割減少してもGDPは維持され、一人当たりGDPとい
う生産性は向上する。「介護離職」や「育児離職」の心配ない社会とは、国民
が将来への不安を感じないような生活保障に支えられた、誰もが存分に自らの
能力を発揮できる“個を活かす”社会に他ならない。今後、国には人口減少時
代の多様な働き方が可能となる社会環境の整備と国民の多様性を育む新たな教
育政策の実現が、企業には従業員がさまざまな制約のなかでも働きやすい組
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織・体制づくりと人材マネジメントが求められるだろう。

⑶　長寿時代のライフデザイン
　リンダ・グラットン、アンドリュー・スコット著『ライフシフト～100年時
代の人生戦略』（東洋経済新報社、2016年）では、人々は長寿になり一層長い
年数働かなければならなくなると指摘している。今後、長寿化時代の働き方は
どうなるのだろうか。これまでのように就学期間が終わって新卒採用され、定
年を迎えるまで終身雇用が保障される「働き方」は少なくなるだろう。
　長寿化により就業期間が50年以上にも及ぶ一方、同じ産業や企業がそれほど
長期にわたり存続するとは限らない。また、以前のOA化やICT化が示すよう
に、われわれが持つ職業スキルも生涯にわたり通用するわけではない。職業
能力を高めるためには、キャリアをいったん中断することも必要になるだろう。
今後、ロボットやAIの普及に伴い、常に職業スキル向上のための自己投資が
必要になるとともに、新たなスキルを活かす付加価値の高い産業分野への労働
移動が重要だ。
　長寿時代には誰もが加齢による体力・知力の衰えを経験する。長生きリスク
を乗り越えて幸せに生きるには、新たな自己投資による多くの有形・無形の
「資産」づくりを行い、心身ともに加齢状態に則した適切な働き方が必要だ。
また、親や配偶者の介護、病気の治療などによるさまざまな制約が生じるため、
時間や場所に縛られない柔軟な働き方が求められる。今、高齢先進国である日
本にとって、本当に「長寿化」を喜べる社会を実現できるかどうかが問われて
いる。

おわりに～人口減少を超える未来の「働き方」
　日本は少子高齢化の進展から本格的な「人口減少」と「長寿化」の時代を迎
えている。人口減少により将来の労働力人口の減少は疑う余地はないが、それ
は即ち労働力不足を意味するのだろうか。また、長寿化により一層長い年数働
かねばならない時代に、AIなどの技術イノベーションは、われわれの「働き
方」にどのような変化をもたらすのだろうか。
　2013年にオックスフォード大学のオズボーン氏等が発表した論文『雇用の
未来（THE FUTURE OF EMPLOYMENT:HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS 
TO COMPUTERISATION？）』によると、今後10～20年程度で、アメリカ
の雇用者の約半分は、AIやコンピューターによって仕事が代替されるリスク
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が高いという。Amazonは、AIを活用したレジのないコンビニ店舗『Amazon 
Go』を2017年早々に開設するという。やがてレジ係がいない無人化したスー
パーマーケットが主流となる時代が来るかもしれない。
　最近のAIの発達は、グーグルの「アルファ碁」がプロ棋士に勝ったり、本
格的な小説を創作したり、人間本来の創造的領域にまで及んでいる。ロボット
がルーチン的な仕事しかできなかった時代から、AIやビッグデータを活用し、
知的な仕事を代替する時代が確実に迫っている。これまで人間以外には困難と
考えられてきた既存の多くの仕事もAIやロボットに代替されるかもしれない。
　人口減少時代の経済成長のためには、AIやロボットによる労働の代替化は
不可欠だ。しかし、それらが知的分野を含む社会の広い範囲に及ぶと、仕事に
就ける人が限定され、失業者が増加し、所得格差の拡大が一段と進むのではな
いだろうか。また、AIやロボットが人間の労働を代替できる分野が限られて
も、その代替によって雇用や所得を奪われる人たちの消費が低迷すれば、他分
野の雇用の減少につながることも想定される。
　昨年６月、政府は名目GDP600兆円に向けた成長戦略「日本再興戦略2016
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf
#search=%27%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%86%8D%E8%88%88%E6%88%
A6%E7%95%A52016%27）」を公表した。そのなかで、AIやロボットの活用に
よる「生産性革命」をひとつの課題に掲げ、第４次産業革命の実現に伴う新た
な有望成長分野の創出を打ち出した。同戦略には、「技術や産業の変革に合わ
せて、人材育成や労働市場、働き方を積極的に変革していかなければ、雇用機
会は失われ、雇用所得は減少し、中間層が崩壊して二極化が極端に進んでしま
う」と書かれている。
　今後は、新たな成長分野を創造するとともに、生産性の高い分野への労働移
動を促進し、AIを活用した産業構造への転換を進めなければならない。それ
が遅れれば、たとえ働く意欲や能力を有していても、労働市場で仕事に就けず
に所得を得られない中間層が出現する可能性があるからだ。
　少子高齢化がもたらす「人口減少」と「長寿化」は、われわれの今後の「働
き方」に大きな影響を与えるだろう。少子高齢社会では、多くの人は子育
て、介護、病気療養などさまざまな条件のもとで働くことになるが、AIやロ
ボットは、勤務時間や勤務場所の制約からある程度われわれを解放してくれる。
AIが労働力人口減少の歯止めとなり、長寿化社会の柔軟かつ多様な働き方の
実現に寄与することが期待される一方で、人間はAIによって「仕事を奪われ
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る」のか、それとも「仕事から解放される」のか、その未来は不確実だ。人口
減少を超える未来の「働き方」は、われわれの従来の労働観を根底から揺さぶ
り、『人間は何のために働くのか？』という根源的な問いを投げかけることに
なるかもしれない。
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２．「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―

１．少子化の進行と人口減少
　2016年10月26日、総務省から「平成27年国勢調査」結果が公表された。わが
国の人口は、2015年10月１日現在で１億2,709万人と、５年前の2010年と比較
をして、96万人、0.8％の減少であった。1920年の調査開始以来、国勢調査史
上初めての人口減少が確認された。毎年、日本で生まれる子どもの数が大きく
減少していることが、人口減少の要因である。また、人口の少子高齢化の進行
も顕著であり、15歳未満人口の割合は12.6％と世界で最も低く、65歳以上人口
の割合（高齢化率）は26.6％と、世界で最も高い水準となった。
　2016年５月５日の子どもの日にあわせて総務省が発表した15歳未満の子ども
の数（2016年４月１日現在）は1,605万人と、前年に比べて15万人減少、1950
年以降で過去最低を記録した。総人口に占める割合も12.6％と、1975年から42
年連続で低下し、過去最低であった。
　こうした出生数の低下により子どもの数が少なくなる現象を「少子化」と呼
ぶようになったのは、1990年代のことである。
　図１は、我が国の出生数と合計特殊出生率の年次推移を示したものである。

「これから」の家族政策
―少子化対策からの転換―

増田社会保障研究所　代表（前 岡山県立大学 教授）　

増　田　雅　暢
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　1954年埼玉県生まれ。1976年東京大学教養学部教養学科卒。保健福祉学博士。
1981年厚生省（現・厚生労働省）入省。社会保障政策の企画立案、各種制度運営
を担当。介護保険制度の創設業務や厚生白書の作成業務を担当。内閣府において
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我が国の年間の出生数には、２つの山がある。ひとつは第１次ベビーブーム期
（1947～49年）であり、約270万人であった。この世代は、「団塊の世代」と呼
ばれた。ふたつは第２次ベビーブーム期（1971～74年）であり、約210万人で
あった。この世代を「団塊ジュニア」という。
　1975年には200万人を割り込み、その後は毎年減少し続け、1984年には150万
人を下回った。1991年以降は増加と減少を繰り返しながら、穏やかな減少傾向
となった。2015年の出生数は約100万人となり、2016年の出生数は初めて100万
人を割り込み、98万１千人の見込みとなっている。
　合計特殊出生率ⅰの推移をみると、第１次ベビーブーム期は4.3を超えてい
たが、1950年以降急速に低下した。その後、第２次ベビーブーム期を含め、ほ
ぼ2.1台で推移したが、1975年に2.0を下回ってから再び低下傾向となり、人口
が減少することとなる人口置換水準の約2.1を下回って推移するようになった。
1989年には、それまで最低であった1966年（丙

ひのえうま

午の年ⅱ）の数値を下回る1.57

図１　出生数及び合計特殊出生率の年次推移　

 （出典）内閣府『平成28年版少子化社会対策白書』

ⅰ  合計特殊出生率とは、その年次の15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の
女性が、仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを産むと仮定したときの子ども数に相
当する。

ⅱ  丙午とは、干支の一つで、60年に１回該当する。丙午の年に生まれた女性は気性が激しいという
迷信から、この年に子どもを産むのを避けた夫婦が多いと考えられた。
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２．「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―

を記録した。このことが判明した1990年には、「1.57ショック」と呼ばれ、少
子化傾向が初めて社会の注目を集めるようになった。
　「1.57ショック」を契機に、1990年代中頃から政府は少子化対策に取り組
むが、出生率の低下傾向は続き、2005年には過去最低の1.26まで落ち込んだ。
2006年以降、上昇傾向となったものの、2015年には1.45と、今なお低い水準に
とどまっている。

２．少子化対策の経緯
　1990年の「1.57ショック」を契機に、政府は、出生率の低下と子どもの数
が減少傾向にある「少子化」を問題として認識し、その対策の検討を始めた。
最初の対策が、1994年策定の「エンゼルプラン」であった。これは、厚生省
（現・厚生労働省）が中心として取りまとめたもので、エンゼルプランを実施
するために「緊急保育対策等５か年事業」を策定し、保育の量的拡大や低年齢
児保育の充実等の対策が講じられた。
　その後、1999年には、「少子化対策推進基本方針」が定められ、従来のエン
ゼルプランと緊急保育対策等５か年事業を見直した「新エンゼルプラン」が策
定された。2003年には、少子化社会対策基本法が制定された。同法により、内
閣府に、総理を会長とし、全閣僚によって構成される少子化社会対策会議が設
置されたほか、内閣府に少子化社会対策専任の事務スタッフが置かれた。また、
他の業務と兼務ではあるが、内閣府に少子化対策の特命担当大臣が置かれるこ
ととなった。
　2004年６月、少子化社会対策基本法に基づき「少子化社会対策大綱」が策定
され、閣議決定された。同年12月には、大綱に盛り込まれた施策の効果的な
推進を図るための計画「子ども・子育て応援プラン」が策定された。これは、
2005年度から2009年度までの５か年の計画であり、従来の新エンゼルプランに
代わるものであった。これにより、1990年代後半の厚生省中心の政策取りまと
めから、内閣主導型の政策取りまとめへと、少子化対策の政策立案に変化が見
られた。
　2006年６月には、予想以上の少子化の進行に対応するために、少子化社会
対策会議において、「新しい少子化対策について」が決定された。2007年12月
には、少子化社会対策会議において「子どもと家族を応援する日本」重点戦
略が取りまとめられた。重点戦略に基づき、2007年12月、「仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）憲章」が、政労使の代表等から構成される仕事
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と生活の調和推進官民トップ会議において決定された。
　2010年１月、少子化社会対策基本法に基づく新たな大綱が閣議決定された。
これは「子ども・子育てビジョン」と呼ばれた。少子化社会対策会議の下に
「子ども・子育て新システム検討会議」が発足し、子ども・子育て新システム
に対する検討が始められた。その成果は、2012年８月、子ども・子育て支援法
等、子ども・子育て関連３法の成立として結実した。これらの法律に基づく
「子ども・子育て支援新制度」は、全市町村において、2015年度から実施され
ている。
　2013年６月には、少子化社会対策会議において、「少子化危機突破のための
緊急対策」が決定された。2015年３月には、新たな「少子化社会対策大綱」が
閣議決定された。
　また、保育所入所の待機児童の解消を図る「待機児童ゼロ作戦」は、2002年
９月に始められた。保育所等の増設を図り、入所待機児童数を減少させること
が目的であった。しかし、保育所の入所定数が増加しても、待機児童数は減少
することがなかった。2008年２月には、さらに保育施策を質・量ともに充実強
化するための「新待機児童ゼロ作戦」が発表された。2013年４月には、「待機
児童解消加速化プラン」が策定され、2015年度から2017年度までを「取組加速
期間」と位置づけ、保育の受け皿を拡大し、待機児童の解消を目指すこととさ
れた。
　一方、企業が、従業員の子育て支援や、仕事と育児の両立支援を促進してい
くために、2003年、次世代育成支援対策推進法が制定された。同法に基づき、
従業員数が一定規模以上の事業者は、行動計画を策定し、職員の子育て中の短
時間就労や、育児休業の取得促進等の支援策を講じることとされた。同法は10
年間の時限立法であったが、法の有効期間をさらに10年間延長して2025年３月
末までとする法改正が行われた。
　このように、1990年代半ばから2016年の現在に至るまで、少子化対策に関す
る計画の策定・実施やその計画の見直し、新たな対策の取りまとめなどが、何
度も講じられた。

３．少子化対策の現状
　少子化対策の内容を分類すると、「子育て支援」、「結婚・出産支援」、「働き
方改革」、「経済的支援」、「意識改革」に大別できる。
　「子育て支援」の代表的なものとして、保育所の定員増や、低年齢児保育の
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２．「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―

拡充等の保育所の整備促進がある。これについては、1990年代半ばの「緊急
保育対策等５か年事業」以来、一貫して進められてきており、保育所定員数は、
1995年４月の約192万人から、2015年４月の約226万人と、34万人増となった。
次に、「小１の壁ⅲ」の打破のために、放課後児童クラブの増設がある。2006
年５月では約１万5,900か所であったが、2015年７月には約２万2,600か所と大
幅に増加した。また、子育て家庭等の負担感・不安感を軽減するため、育児不
安に対する相談・援助や、親子が気軽に集うことのできる場の提供などを行う
「地域子育て支援拠点事業」がある。
　「結婚・出産支援」としては、まず、未婚化の進行が少子化の主な原因に
なっていることに鑑み、結婚の前提となる経済的基盤の安定を図るための若者
の雇用の安定化対策がある。次に、地方自治体等による男女の出会いの場の創
出や、出会う機会の促進策がある。さらに、2015年４月から、結婚費用や育児
費用等を支援するために、両親や祖父母等から子・孫等に資金を一括して贈与
する場合の非課税措置が創設されている（４年間の措置）。また、出産支援と
しては、医療保険による出産一時金の支給、妊娠時の健康診断の費用の無料化
や不妊治療費用の補助などがある。
　「働き方改革」としては、仕事と育児の両立支援、言い換えれば、ワーク・
ライフ・バランスの推進である。具体的には、長時間労働の是正や年次有給休
暇の取得促進、育児期間中の短時間就労や育児休業の取得促進などである。育
児休業については、1991年に法制化され、その後、育児休業取得期間の延長や
育児休業給付金の引上げ等の措置が講じられている。次世代育成支援対策推進
法に基づき、適切な行動計画を策定・実施し、その目標を達成するなど一定の
要件を満たした企業は、厚生労働大臣の認定を受け、認定マークⅳを使用する
ことができる。
　「経済的支援」としては、子育ての経済的負担の緩和や教育費負担の軽減が
ある。具体的には、児童手当や児童扶養手当の支給、保育所費・幼稚園費の軽
減、高校授業料の無償化や大学生等に対する奨学金制度などがあげられる。

ⅲ  小学校就学前には保育所があるが、小学校入学後は子どもをあずける場所がなくなり、働く母親
にとって離職を考えざるを得なくなる状況をいう。放課後児童クラブとは、労働等により親が昼
間家庭にいない小学生に対して、放課後適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を図る
事業である。

ⅳ  この認定マークの愛称は「くるみん」という。2014年の次世代育成支援対策推進法の改正により、
くるみん認定を受けた企業のうち、さらに高い取り組みを行った企業を認定する特例認定制度が
創設され、愛称「プラチナくるみん」という認定マークを使用することができる。
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　「意識改革」としては、家族・地域の絆の再生や、社会全体で子どもを大切
にし、子育て家庭を支援するという機運を高めるために、「家族の日」や「家
族の週間」ⅴの制定や、それにともなう行事の実施がある。また、「マタニティ
マーク」や「ベビーカーマーク」ⅵの普及啓発活動がある。

４．少子化対策の課題
　前述したとおり、1990年代半ばから、政府は数々の少子化対策の計画を策
定・実施してきた。それにもかかわらず、出生率の低下傾向が続いた。ようや
く2006年から上昇傾向にあるとはいえども、1.4台という低水準にとどまって
いる。出生数の減少、子どもの数の減少という少子化に歯止めがかかっていな
い。欧米諸国の中では、出生率を高率で維持している国があり、その差が際
立っているⅶ。日本において、これまでの少子化対策が効果を発揮していない
原因は、どこにあるのだろうか。
　第１に、政府の少子化対策への取り組みが遅かったことがあげられる。1990
年代においては、「第２次ベビーブ―ム」世代の子どもたちの誕生、すなわち
「第３次ベビーブーム」が2000年前後には到来するだろうと考えられていた。
そのため、政府全体の政策の中で、少子化対策の位置づけは高いものではな
かった。厚生省（現・厚生労働省）の施策が中心であったが、予算面での拡充
が図られなかった。政策的な位置づけが高くなってきたのは、2000年代前半に
少子化担当の特命担当大臣が置かれてから以降のことであった。ただし、当初
は他の主要大臣との兼務であり、2005年10月末に就任した猪口邦子少子化担当
大臣が、少子化対策専任の初めての大臣と呼べるものであった。しかし、猪口
大臣も１年で代わり、その後も担当大臣はおおむね１年、なかには半年足らず
で代わるという状態であった。その上、後述する通り、政府の組織機構の問題
から、なかなか十分な取り組みを進めることが困難であった。
　第２に、政策実施の不十分さを挙げることができる。その典型例が、「待機
児童ゼロ作戦」である。小泉内閣時代の2002年に手掛けられながら、毎年４

ⅴ  2007（平成19）年度から、「家族の日」は11月の第３日曜日、「家族の週間」はその前後各１週間
と定められ、政府や地方自治体によるイベントが行われている。

ⅵ  「マタニティマーク」とは、女性が妊娠中であることを示すマークで、妊産婦に対する気遣いや、
妊産婦にやさしい環境づくりを目指すもの。「ベビーカーマーク」とは、ベビーカー使用者が安心
して利用できる場所や設備を示すためのマークで、事業者が、駅や車両、建築物等に掲示する。

ⅶ  『平成27年版少子化社会対策白書』によれば、2013年の数値で、アメリカ1.86、フランス1.99、
スウェーデン1.89、イギリス1.83となっている。
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２．「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―

月には全国で待機児童が約２万人存在するという状況を解決できずに、現在に
至っている。すでに、2017年で16年目を迎えている。保育所定員の増加策が講
じられてきたが、財政的な制約等から、その年における必要十分な数を整備で
きなかった。また、保育所が増えると、潜在的な保育ニーズが顕在化するため、
待機児童が減少することはなかった。その結果、毎年４月には２万人台の待機
児童数を数えた。2015年度から子ども子育て新制度を実施しても、大都市部に
おける保育所利用の困難さには変化が生じなかった。2016年、「保育園落ちた
日本死ね！！！」の匿名ブログが社会的な反響を引き起こし、国会でも取り上げ
られ、政府はあらためて緊急対策を講じることとなった。
　待機児童問題の実態をみると、東京23区をはじめ政令指定都市等の都市部の
問題であることがわかる。たとえば、2014年の場合、待機児童がいる市区町村
は全体の約20％であり、そのうち待機児童が50人以上の市区町村は98自治体で
ある。首都圏、近畿圏の７都府県、政令指定都市および中核市という都市部の
待機児童が全体の約８割を占める。したがって、こうした都市部において重点
的に待機児童対策に取り組むことが肝要である。また、待機児童を年齢別にみ
ると、０歳から２歳までの低年齢児が全体の約７割を占めている。さらに、児
童福祉法では、保育が必要な家庭に適切な保育サービスを提供することは、地
方自治体の責務である。
　こうした状況から、「待機児童ゼロ」を実現するためには、保育所定員増の
ための国の財政支援の拡充はもちろんであるが、待機児童を抱える地方自治体
は、その年内にゼロにするという方針のもとに、さまざまな手段を講じるべき
であるⅷ。従来の社会福祉法人中心の保育所整備に加え、民間企業による保育
所経営の誘導や、事業所内保育の推進、いわゆる保育ママによる家庭的保育の
推進等が手段として考えられる。保育所定員増という政策だけではなく、育児
休業取得促進により、親による家庭保育を進め、低年齢児保育の需要抑制を図
るなど、多様な対策を総合的に展開すべきであると考える。「家族の宝」であ
り「社会の宝」でもある新生児の誕生を迎えた夫婦が、「保活」ⅸと呼ばれるよ

ⅷ  近年、横浜市の林文子市長、東京都の小池百合子知事というように、女性の首長が、待機児童ゼ
ロに向けての対策に本格的に取り組んでいることは評価できる。特に、横浜市では、民間企業の
保育所整備の推進等の手法により待機児童を大幅に減少させた。

ⅸ  「保活」とは、毎年春に行われる地方自治体の保育所入所申し込みにおいて、保護者が、必ず自
分の子どもが入所できるようにさまざまな工夫を凝らしたり、奔走したりすることをいう。東京
23区などの大都市部で、ゼロ歳児や１歳児の保育所入所が困難なことが多いことから、使われだ
した言葉である。
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うな保育所探しに忙殺され、疲労するような事態がなくなるようにしていきた
いものである。
　育児休業の取得促進についてみると、女性の場合は８割を超える取得率であ
るが、男性の取得率が極めて低い。政府は、男性の育児休業取得率の目標値
を13％（2020年）に設定しているが、実際には2.65％（2015年度）と、遅々と
して進んでいない。北欧にみられる男性だけの育児休業期間の設定（パパ・
クォータ制度）や育児休業給付金の引上げなど、抜本的な対策が必要である。
さらに、就業者の３割（女性の場合は５割）を占める非正規労働者は、基本的
に育児休業制度の適用外とされており、その改善策も必要である。
　第３に、若者や子育て世帯のニーズに的確に応えることがなく政策が展開さ
れてきた点である。1990年代から、少子化問題に関して政府は各種の調査を実
施してきたが、少子化対策として常に上位の要望に入っていたものが、子育て
費用や教育費の負担軽減という経済的支援策であった。
　しかし、経済的支援策の代表である児童手当は、1990年代では軽微な改善策
しか講じられなかった。ようやく2007年度のいわゆる乳幼児加算（３歳未満児
の手当の引上げ）の実施や、2009年度の子ども手当の実施を経て、2012年度か
ら「中学生修了まで支給、３歳未満児月1.5万円、３歳以上児月１万円」を基
本とする児童手当制度となった。2006年度以前の児童手当が「小学校修了まで
支給、第１子・第２子月0.5万円、第３子以降１万円」であったことに比較を
すると、対象者の範囲、給付額ともに拡大している。
　教育費の負担軽減策である大学等奨学金事業であるが、利用者は約140万人
（2014年度）と、多くの大学生等が奨学金を得て学生生活を送っている。しか
し、貸与制であるために、卒業後の返済が大きな負担となっている。奨学金と
いっても、実際にはローン（利子付きの貸付金）である。せっかく奨学金によ
り大学を卒業できても、その後の返済が負担となり、人生が意図した通り進ま
なくなってしまうようでは、奨学金の意味がない。返済の減免制度や、給付型
の奨学金制度の創設が望まれてきた。ようやく、2017年度から給付型奨学金制
度の導入が行われる方向で、平成29年度予算案に実施に必要な予算が盛り込ま
れた。
　第４に、社会的な意識改革の面でも不十分な点である。その典型例として、
地域住民の反対のために保育所建設を断念する事例が生じている。こうした事
例に対しては、関係の市町村の調整能力も問われるところである。また、親に
よる児童虐待も後を絶たない。子育てに対して、地方自治体や児童相談所の積
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極的な関与が求められる。
　結局、第２次ベビーブーム世代が出産・子育てを行う時期と想定された1990
年代後半から2010年頃までの間に、子育て支援、結婚・出産支援、働き方改
革、経済的支援、意識改革に関する政策を、より集中的・重点的に行うべきで
あったが、その不徹底・不十分さが低出生率という結果を招いたと考えられる。
2012年の「社会保障・税の一体改革」において、消費税率アップによる税収増
の中から年約７千億円を少子化対策に充てるとしたこととし、遅ればせながら、
財源面での対応がなされた。
　少子化の進行は人口減少につながり、経済社会の活力の維持という点でも桎

しっ

梏
こく

となってきた。そこで、安倍内閣では、「ニッポン１億総活躍プラン」（2016
年５月発表）の中に、希望出生率1.8を目標とし、2017年度末までに待機児童
ゼロ、企業内保育所や小規模保育所等を活用した保育の受け皿50万人分の確保、
保育士の給与改善等の措置を掲げた。少子化の進行や人口減少に危機感をもち、
出生率の向上、人口の維持（半世紀後に１億人）を図るという政策の方向性は
妥当であるので、目標の実現に向けて施策の一層の推進を期待する。

５．家族政策への視点の変更が必要
　「子どもは社会の希望であり、未来の力である。次代を担う生命がたくまし
く育ち、自立した責任感のある大人となっていく社会への変貌は、すべてに優
先されるべき時代の要請となっている。（略）少子化の流れを変えるための施
策を強力に推進する。」と、2004年６月４日閣議決定の少子化社会対策大綱に
記されているが、前述した通り、実際には少子化対策が「強力に推進」された
わけではなかった。
　内閣府において少子化対策を担当した筆者の経験に即して考えてみると、そ
もそも「少子化対策」という呼び方自体が、国会議員や国民の間で無用な反発
や誤解を招き、そのことが少子化対策の施策の拡充に対して社会全体の合意を
得にくい状況があったと言うことができる。「無用な反発や誤解」の例は、次
のようなものであった。
　①少子化対策とは、女性や子どもだけの問題である
　② 少子化対策として出産を強制することは、戦前の「産めよ、増やせよ」と
いわれた時代に逆戻りであり、女性の自由を阻害するものである

　1990年代から2000年代前半においては、「保育所は親の育児責任の放棄であ
る」、「児童手当の拡充は、ばらまき福祉である」、「男性は育児よりも仕事に専
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念すべきである」といった言葉が、国会議員の間でも語られることが多かった。
こうしたことが、少子化対策の充実が遅れた要因の一つでもあった。
　日本で講じられている少子化対策の多くは、西欧諸国では「家族政策」
（ファミリーポリシー）と呼ばれる政策分野に入るものである。家族政策とい
う言葉は、日本の行政分野では定着していないが、筆者は、「家族機能（家族
により構成される世帯の生活維持や、家庭内における育児、教育等に関する機
能）を維持していくために、家族や家庭内の問題を未然に防いだり、あるいは
解決したりすることを目的として、家計や生活面において、社会的に家族を支
援する政策」と定義するⅹ。家族政策の範囲や内容は、日本で行われている政
策をもとに整理すると、次のとおりである。
　① 出産や子育て等の家族の生活面を支援する分野（母子保健、保育サービ
ス、就学前教育（幼稚園）、放課後児童クラブ、ひとり親世帯に対する支
援、育児休業など）

　② 家計の経済的支援に関する分野（出産育児一時金、妊娠時の健診費用の支
援、育児休業給付金、保育所費・幼稚園費の負担軽減、児童手当、児童扶
養手当、就学援助、奨学金など）

　③ 家族法に関する分野や意識改革・啓発等に関する分野（結婚、離婚、養子
縁組、里親、家族の日・家族の週間など）

　こうした家族政策という視点に立った方が、子どもや子どもを持つ家族に対
する支援策を幅広い観点から立案できるととともに、前述した「少子化対策」
という呼び方に対する無用な誤解や反発を避けることができるのではないかと
考えられる。少子化対策という名称で政策を展開すると、子どもが乳幼児期の
ときの政策に限定されがちになるが、家族政策という名称で政策を展開する方
が、政策の範囲が広がり、対象者も広がりを見せることができる。これにより、
多くの国民が関係者となり、政策への関心と協力を得られやすくなるⅺ。
　たとえば、経済的支援策の代表である児童手当であるが、西欧諸国では、一
般に家族手当（ファミリー・ベニフィット）と呼ぶ。実際に、給付対象範囲は
日本よりも広い。フランスでは20歳未満まで、スウェーデンでは19歳まで（学

ⅹ  増田雅暢著『これでいいのか少子化対策－政策過程からみる今後の課題』（ミネルヴァ書房、
2008）の第５章「少子化対策から家族政策へ」を参照。

ⅺ  日本で「家族政策」という言葉が使われてこなかった理由として、前掲書では、①家族に対して
ではなく、特定の要援護者に対する対策として社会福祉制度が発展してきたこと、②戦前の家族
制度と戦後の家族観の対立からくる影響、③育児は親の責任であるという考え方の強さ、の３点
があげられている。
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２．「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―

生の場合）、ドイツでは27歳未満まで（学生の場合）というように、「児童」
（15歳まで）の範囲を超えて、親から扶養される大学生の時期まで給付対象と
されている。家族政策の中における家族手当であるから、児童（15歳以下の子
供）に限定されない。
　国立社会保障・人口問題研究所が、国際基準に基づき、政策分野別の社会支
出の構成割合を主要国間で比較したところ、「家族」分野の社会支出ⅻの割合
は、日本は5.4％であるの対して、イギリス16.7％、スウェーデン13.1％、フ
ランス9.2％と高い。これらの国は、合計特殊出生率でも、日本よりは高い。

表２　社会支出の中で「家族」分野の支出割合の国際比較（2013年度)
 （単位％）

日本 イギリス スウェーデン フランス ドイツ
5.4 16.7 13.1 9.2 8.5

（出典）国立社会保障・人口問題研究所

　このように、日本の場合、「家族」分野の社会支出の割合が低い。一方、年
金、医療、介護等の政策を通じて、高齢者関係の社会支出の割合が高い。これ
を、日本の社会保障給付費（社会保障制度を通じて１年間に国民に給付される
現金またはサービスの総額）でみると、高齢者関係給付費は全体の68％（76兆
円）を占めるのに対して、児童・家族関係給付費は全体の5.0％（5.6兆円）に
過ぎない（2014年度）。
　1990年代前半に少子化対策の必要性が叫ばれながら、政策的に不十分なまま
で推移してきた背景として、こうした社会保障給付費の配分、すなわち、高齢
化の進行に伴い高齢者施策への重点配分が行われる一方、児童・家族関係への
配分は遅れがちになったことがあげられる。
　児童・家族関係への社会保障給付費の割合が低迷してきた要因として、政府
の組織体制が不十分であったことも指摘できる。内閣府に少子化担当大臣が
置かれたものの、他の多くの業務との兼任であり、さらに長くても１年程度で
交代する。担当職員は、各省からの寄せ集めで長い間10名程度で推移してきた。
少子化対策の企画立案、推進にあたっては、実質的には、厚生労働省や文部科

ⅻ  「家族」分野の社会支出とは、児童手当や保育サービスなど、家族を支援するために支払われる現
金給付および現物給付（サービス）をいう。



30 　おおさか市町村職員研修研究センター

第20号研究紀要

学省などの事業担当官庁の権限が強かったし、現在でも、中心となっている。
しかし、厚生労働省では、少子化対策よりも、年金、医療、介護等の行政課題
のほうが優先順位は高い。このため、児童手当や保育サービス等の施策の拡充
が遅れがちであった。
　したがって、人口減少社会に突入した日本の今後において、人口減少の進行
を緩和し、出生率の回復を図り、出生率1.8、人口１億人という目標を達成す
るためには、次のような政策展開を提案したい。
　① 「少子化対策」という視点よりは、子育てや子育て家庭に対する社会的支
援を行う「家族政策」の視点から、政策の推進を図るべきである。出生率
の回復だけでなく、家族機能の維持、家族基盤の強化を図ることも目的と
すべきである。

　② 少子化対策あるいは家族政策を一元的に担当・推進する行政組織を確立す
る。現在の少子化担当大臣を専任の大臣とする。ここに、厚生労働省や
文部科学省等の関係組織や予算を移す。「子ども家庭省」あるいは「家族
省」という名称とする。

　なお、②については、10年間の特例措置というように時限付きでもよいだろ
う。いずれにせよ、政策目標、組織体制を明確にしたうえで、政府を挙げて取
り組んでいくべきである。

（参考文献）
内閣府編『平成28年版少子化社会対策白書』（内閣府ホームページ）
　http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/
増 田雅暢『これでいいのか少子化対策－政策過程からみる今後の課題』（ミネ
ルヴァ書房、2008）
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

１．少子化対策と父親支援
　1989年に合計特殊出生率が「1.57」となり、1966年の丙午を下回った。我が
国の少子化の進行が強く印象付けられた事象であり、その現状を社会全体で共
有を行い、その後の少子化対策が本格的な議論となった。ここに日本の少子化
対策が、現実味を帯びスタートしたといえる。
　1994年に政府は、我が国初の少子化対策プランとなる「エンゼルプラン」を
実施した。そして矢継ぎ早に５年後の1999年には「重点的に推進すべき少子化
対策の具体的実施計画について」により策定された、「新エンゼルプラン」を
実施している。しかし政府の様々な取り組みがなされている間にも、少子化の
進行はとどまるところがなく、合計特殊出生率は低下を続けた。前述二つのプ
ランはその実施にあたり、法的な根拠を持たないものであり、その実行力や社
会への発信力など実施当初から疑問視されているところもあった。
　これらの反省を受けて、その後策定された政府による2004年に成立した少子
化対策の「子ども・子育て応援プラン」においては、まずもって法的根拠の
整備を行った。2003年に成立した「次世代育成支援対策推進法」と「少子化社
会対策基本法」である。これらの成立により、我が国において少子化対策が本

「これから」の男性の育児参画
～父親の役割を考える～

大阪教育大学　教育学部　准教授　

小　崎　恭　弘

こざき　やすひろ
　1997年武庫川女子大学大学院臨床教育学研究科修了。2009年関西学院大学大学
院人間福祉研究科後期博士課程満期退学。1991年西宮市役所初の男性保母として
採用・市役所退職後、神戸常盤大学を経て、現職。専門は「保育学」「児童福祉」
「子育て支援」三人の男の子それぞれに育児休暇を取得。それらの体験をもとに
「父親の育児支援」研究を始める。
　NPO法人ファザーリング・ジャパン関西顧問。兵庫県子ども子育て会議委員。
兵庫県男女共同参画委員。『育休父さん成長日誌』朝日新聞社。『ワークライフバラ
ンス入門』ミネルヴァ書房。『パパぢから検定』小学館。『パパルール』合同出版。
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格的に法的根拠をもち、実行されるようになった。その流れを受け2010年には
「子ども・子育てビジョン」が成立し実施された。
　そして2015年には、これまで子育て支援をより強化した「子ども・子育て支
援新制度」が、法的根拠、消費税からの恒久的財源の確保とともに、スタート
した。少子化、人口減少の対策が、我が国における重要政策として明確に位置
付けられるようになった。
　そのような社会全体の流れを受けて、少子化対策はその対象者の範囲を拡大
していった。「エンゼルプラン」「新エンゼルプラン」などの少子化対策の当
初は、「母親・女性」のみをその対象としていた。子育てを極小的なものとと
らえ、その主担当としての「母親・女性支援」を色濃く打ち出し、保育政策等
の充実においてその打開を図ろうとした。これらのプランにおいて、父親は子
育ての担い手としての想定がなく、具体的な政策などにその影を見ることがで
きない。しかしそのような取り組みも少子化の解消にはつながらず、さらなる
支援の充実として対象者の拡大が図られた。
　我が国の少子化に関わる計画に「父親」が明記されたのは、2002年の厚生労
働省が出した「少子化対策プラスワン」（資料１）において初めてである。そ
してそれを契機としてその後の「子ども・子育て応援プラン」（資料２）にお
いては、父親のみならず、広く子育てを社会全体で支えていく視点が盛り込ま
れるようになった。

（資料１）〇「少子化対策プラスワン」における父親支援の内容
男性を含めた働き方の見直し、多様な働き方の実現
・子育て期間における残業時間の縮減
・子どもが生まれたら父親誰もが最低５日間の休暇の取得
・短時間正社員制度の普及
　仕事と子育ての両立の推進
・ 育児休業取得率（男性10％、女性80％）、子どもの看護休暇制度の普及
率（10％）、小学校就学の始期までの勤務時間短縮等の措置の普及率
（25％）として、具体的目標を設定
・目標達成に向け、様々な促進策を展開
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

（資料２）〇「子ども・子育て応援プラン」における父親支援の内容
・男性の子育て参加促進に向けた企業等における取り組みの推進
・希望する者すべてが安心して育児休業等を取得
　 育児休業取得率　男性10％、女性80％、小学校修学始期までの勤務時間
短縮等の措置の普及率25％
・男性も家庭でしっかりと子どもに向き合う時間が持てる
　育児期の男性の育児等の時間が他の先進国並みに
・男性の子育て参加促進に向けた取り組みの推進
　 企業トップを含めた職場の意識改革、管理職や従業員への研修の実施、
育児休業取得者が出た場合の雇用管理ルールの明確化等の取り組みを推
進する
・ファミリー・フレンドリー企業の普及促進

　国の政策レベルにおいては、かなり早い段階から父親支援の視点が盛り込ま
れていることが理解できる。しかし実際の子育てにおいては父親の姿は、ほと
んど見られることはない。社会全体を見渡せば「母親＝子育て、父親＝仕事」
というこれまでの性別役割分業に基づく公式が強固に存在している。これらの
社会的な文化や人々の意識の変革なしには、父親の子育てが本当の意味で実施
されるのは、まだまだ難しい状況なのである。
　このように少子化対策のプランにおいては、その時代や社会状況の在り様を
受けて、その対象者も変化し、またプラン自体の意味合いも変化していること
がうかがえる。その変遷を以下のようにまとめた。（図１）(1)

図１．子育てプランにみる主たる対象とその意義 

•母親支援　保育政策が中心的なプラン

•女性支援　社会的な課題の明確化

•父親支援　企業を含めた社会政策

•家族支援　社会全体のバランスを意識

エンゼルプラン

新エンゼルプラン

子ども・子育て
応援プラン

子ども子育て
ビジョン
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２．男性育児の変遷
⑴　これまでの父親像
　従来我が国における父親像を代表する用語として「地震・雷・火事・おや
じ」があった。これは、いわゆる世間で恐ろしいものを順番に例えて並べたも
のであり、諸説あるとされるが「父親＝怖いもの・恐ろしいもの」という事で
定着している。また同時に「威厳・厳格・権威」なども追想される。いわゆる
儒教思想に基づく父権制のもと「家父長制度」が色濃く残っている戦前におい
ては、一家の長、家長としての父親が社会的にその位置づけがなされていた。
父親には、一家の財産権、家族の支配権、殺生与奪権など、すべての権利が集
約され保持されていた。それらが父親の家族内の地位を強固なものとしており、
「威厳ある父親」が社会的に成立をしていた。
　その後戦後になり、我が国においても民主的政策推進において、この「家父
長制度」の分解と家族内の民主化がなされた。例えば日本国憲法第24条などに
それらを見ることができる。
日本国憲法第24条
　１ ．婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有するこ

とを基本として、相互の協力により、維持されなければならない。
　２ ．配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に

関するその他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等
に立脚して、制定されなければならない。

　このように制度的には、男性、女性とも平等であり、婚姻に限らずすべての
権利において男女同権が認められるようになった。しかし実際には、戦後とそ
の後に続く高度経済成長においては、父親が育児をするという社会的な条件や
文化は、全く整えられてはいなかった。その大きな理由が「専業主婦」の存在
である。
　高度経済成長期において我が国では、多くの良質な労働力が必要とされた。
多くの場合その労働力の基本は「男性」であった。「働く男性像」が強固に作
られた時代であり、その労働力の再生産を家庭内において行うものが専業主婦
とされた。ここに「家庭を守る女性像」が構築された。この時代において「働
く＝男性、家事、育児をする＝女性」という強固な公式が完成した。いわゆる
「固定的性別役割分業」の確立である。
　ここにこの時代ならではのダブルスタンダードがみられる。憲法をはじめと
する理念的には、完全に平等思想を導入しているが、実際の社会の生活にお
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

いては、性別によりさまざまな規範や制度上の区別が存在しており、平等の思
想からはほど遠いものであった。ただし、そのこと自体を非難するわけではな
い。この様な時代の変革期において、ある程度の社会規範や時代としてのモデ
ルの存在は、国家の総動力を挙げての自国の発展における必要事項である。社
会全体の大きな方向性に合わせて、人員や労働力、社会体制の大きな流れを作
り、国力や国家的な政策推進において、一つの方向性を定め集中的な力の発揮
が求められた時代であったともいえる。
　個々の家族や夫婦の生活において、様々な葛藤や軋轢はあったと考えられる
が、社会全体での「幸せモデル」が単一的に存在しており、その振る舞いや行
動規範の生活を行っていれば、とりあえずの幸せは得られていたであろう。生
き方の規定された息苦しさはあったかもしれないが、明確な行動規範が存在し
ていた、ある意味において幸せな時代であったといえる。
　そのような社会においては、父親が育児をすること自体が想定されておらず
「父親の育児支援」などの発想は全くもって存在していない。父親を対象とし
た育児に関する書籍も、ほとんど見られることもない。俵萠子著「パパこっち
を向いて～父親のための育児論～」(2)が著されたのは 1965年であり、また日本
の育児書として絶大な人気を誇った「スポック博士の育児書」（The Common 
Sense Book of Baby and Child Care）シリーズで、「スポック博士の父親学」(3)

が発刊されたのは1979年である。そもそもこの時代は子育て自体が家庭内、家
族内において限定的に行われる営みであり、積極的な行政や地域社会の関与な
どはなく、子育て支援という発想や概念自体が存在していない。父親の育児が
社会的に要請されるには、もうしばらく時間を待たなくてはならない。

⑵　イクメンの登場
　1980年代に入り、日本は空前の好景気に見舞われ、いわゆる「バブル期」に
突入した。社会全体が財テクや消費活動中心の経済体制におかれ、人々の生活
様式が大きく変化した時期である。そのような社会の狂騒のなかで、男性はよ
り仕事にのめりこみ、家庭や子育てを顧みることができない状況に陥った。当
時流行した栄養ドリンクの宣伝のキャッチコピーが「24時間戦えますか？ビジ
ネスマン！」というものであり、家庭における父親不在が、社会的な背景の中
で作り上げられたといえる。そのような社会状況において、母親や子育てが社
会的に疎外され取り残された。それらは「母親による子殺し」「育児不安、ノ
イローゼ」「ベビーホテル事件」などとして、社会的問題として顕著化された。
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この様な社会の反省や国際的な男女共同参画の動きなどもあり、これまで親と
しての位置づけが全くなされていなかった父親に、一部注目が浴びるように
なった。

　その端的な例が芸能人を起用したポスターの
活用（資料３）である。1999年に厚生省（現：
厚生労働省）は、当時絶大な人気を誇っていた
歌手の安室奈美恵の夫（当時）であるSAMを起
用し、「育児をしない男を、父とは呼ばない。」
というキャッチコピーで父親の育児を呼びかけ
た。この取り組みは、国内で賛否両論を巻き起
こした。「父親が育児をすることは当然の事で
あり、そのことができない社会の問題を顕著化
した」という肯定的な意見もあれば、一方では
「育児は家庭内の営みであり、国家などが介入
すべきものではない」という意見なども見られ

た。しかしどちらであれ、「父親育児」というこれまでになかった概念を提示
し、一般社会においてこれらの議論の土壌を作ったことに関しては、この取り
組みは父親の育児を考える上で一つのエポックメーキングであった。
　このように母親の過度な育児の負担感や、それに伴う児童虐待等の子どもた
ちへの育ちの危機感などが相まって、少しずつであるが父親育児への関心が高
まりはじめた。その流れを受けて、2006年には日本ではじめての父親による父
親支援のNPO法人が設立された。「NPO法人ファザーリング・ジャパン」であ
る。これは父親自身の当事者活動・運動であり、これまで育児の主体とされて
いなかった父親たちの自主的・主体的な活動という点において、そのインパク
トは大きい。
　ファザーリング・ジャパンはHP(5)において、以下のように団体の目的
（ミッション）を定めている。
「 Fathering Japanは、父親支援事業による『Fathering』の理解・浸透こそが、
『よい父親』ではなく『笑っている父親』を増やし、ひいてはそれが働き方
の見直し、企業の意識改革、社会不安の解消、次世代の育成に繋がり、10年
後・20年後の日本社会に大きな変革をもたらすということを信じ、これを目
的（ミッション）としてさまざまな事業を展開していく、ソーシャル・ビジ
ネス・プロジェクトです」

資料３．厚生省の啓発ポスター

厚生労働省HPより(4)
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　そしてこれらの活動などが社会的に関心を集め、育児に積極的な男性を指
す言葉として、「イクメン」という言葉が誕生した。2010年末に発表された
「ユーキャン新語・流行語大賞」のトップテンに選出された。
　受賞の理由として「近年この国でも子育てを楽しむオトコたちが増大してき
た。誰が呼んだか、これを『イケメン』に引っかけた。その表現こそが流行り
のポイント。父親たちを意識した育児用品、いわばイクメン応援グッズも店頭
を賑わせている。政府は2017年までに『育休の男性取得率10％』を目標に掲げ
ているが、まだまだ多難な現実が道をふさいでいる」としている。
　ここに至り社会全体で父親育児という言葉が共有化され、これまで存在しな
かった「父親育児」という概念がようやく形成されはじめたといえる。このイ
クメンの登場は単に「父親が積極的に育児に関わるようになった社会事象」と
いう、単純な側面だけのとらえではその本質を見誤ってしまう。このイクメン
の誕生には、これまで概観したような歴史的、社会的な文脈の上での、時代の
要請であり必然的な出現であったといえる。換言すれば、社会における生き方
モデルの崩壊であり、その自由度が増した社会における家族の生き残り戦略の
一端とみるべきであり、同時に男性の生き方の多様性と主体的な自己主張の表
れであるといえる。

３．父親育児が求められる社会の背景
　現代社会のように父親の育児がこれほど注目を浴び、また必要とされる時代
はなかった。父親の育児がこの様に必要とされる背景としては、社会全体の変
革が挙げられるが、それは以下の７点に集約される。
　⑴　少子高齢化社会の危機感
　⑵　母親を中心とした「育てる側」の不安とその抑止
　⑶　子どもの育つ環境の劣悪さとその不安への対応
　⑷　男女共同参画社会の到来
　⑸　企業の経営戦略と人材戦略
　⑹　共働き家庭の増加に伴う家庭内のバランスの維持
　⑺　男性自身の家族志向

⑴　少子高齢化社会の危機感
　少子高齢化の状況が予想以上進展しており、その大きな変化の直接的影響が
男性に及ぶようになってきた。この事象は主として二つの領域への視点として
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とらえることができる。
　一つは自らの今後の将来設計に関わる、年金や医療などの社会保障における
変化である。自らの老後の生活への不安といえる。高齢化はその年金負担の社
会的増大、個人の負担金の増額を引き起こしている。同時に少子化は、世代間
の負担バランスの不平等感を招いている。そもそも年金自体の制度設計がこの
急激な少子化に対応できるか、という根本的な議論にもなっている。その結果、
年金の支給年齢の引き上げ、支給額の引き下げが起き、そして社会保障費負担
の増大など、この国の将来設計自体の根本的な見直しが迫られている。つまり
父親の将来の不安要因の増大が起きている。このことに対する意識が、少子化
を強く印象付けている。
　そしてもう一つ変化は、企業人や社会人として働いている男性が、その業務
や仕事において急激な少子化への対応に迫られている。これは別の言い方をす
れば「縮小するパイ（人口）への対応」といえる。2015年は前年より29.9万人
の人口減少が起きており、この数値は過去最高であり、人口減少社会の到来を
告げている。2005年の国勢調査の結果を受けて「１年前の推計人口に比べ２万
人の減少、我が国の人口は減少局面に入りつつあると見られる」と総務省統計
局は発表を行った。この事により我が国における人口減少化が本格的に始まっ
た。その後加速度的に人口減少が進んでいる。
　この事は企業の経営計画や経営戦略の変化という事象を生み出している。具
体的には、購買者数や購買層の変化への対応、企業活動を支える人材・労働力
の不足、企業文化や熟練工の技術などの伝統継承の困難さなどである。この様
な企業戦略の変化は、企業内で働く多くの男性の関心事として取り扱われるよ
うになってきた。そのことが男性の育児や少子化に対する、関心事項となって
きたのである。

⑵　母親を中心とした「育てる側」の不安とその抑止
　子育ての多くを母親が一人で担っているのが、現在の我が国における状況
である。例えば、「共働き世帯の６歳未満の子どもを持つ父親と母親の育児時
間」をみると、父親の家事関連時間が39分であり、うち育児時間は12分である。
それに対して、母親の家事関連時間は４時間53分であり、うち育児は45分と
なっている。(6)

　その様な過度なアンバランスさは、子育てや家事を一方的に母親に押し付け
ている。この子育ての過重な負担が、母親の子育てに対する諸問題の大きな要
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因となっている。それは、子育てに対する不安やストレスとして認識されてい
る。つまり、育児不安や育児ノイローゼという状況である。またそれらから派
生し、児童虐待となる大きな一因ともなっている。厚生労働省の発表によると、
図２にあるように2015年度に全国の児童相談所での相談対応件数は過去最高の
10万3260件である。(7)

　そしてその虐待の加害者は2014年度では、「実母」が52.4％と最も多くを占
めている。また被虐待児の子どもの年齢は０歳－３歳が19.7％、３歳－就学前
が23.8％と就学前の幼き児童が、半数を超える。(8)

　この事だけを取り上げて「母親失格」や「母性の欠落」といったような母親
批判を行う事は、問題の本質を見誤った見解である。現代社会において、子育
ての中心は母親であり、母親以外は子育てをしていない状況である。先の数値
からもわかるように、１日12分の関わりしかしていない男性を「父親」として
よいのであろうか。このこと自体に疑問を感じる。とはいえ、父親だけの問題
や努力不足という事ではない。その意識や想いがあっても、それが実践できな
いという社会のシステムや構造、文化的な問題があると考える。
　このような子育ての環境の悪化という社会背景が、父親たちの意識を子育て
に向かわせたのである。児童虐待の「被害者としての子ども」「加害者として
の母親」その間に立つ存在として、子どもと母親を守り家族をつくるという意
識が、父親としての新しい役割として位置づけられている。それだけ子育て自
体が、大変苦しく困難な時代に突入したといえる。その環境の中で、父親が子
育てや母親の育児に対して、敏感に反応しているのである。

　図２．児童相談所における児童虐待相談件数の推移(9)
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⑶　子どもの育つ環境の劣悪さとその不安への対応　
　先ほどは「育てる環境」としたが、同じレベルで子ども自身が「育つ環境」
の劣悪さが、現代社会において危惧されている。図３は近年の少年非行の件
数の推移である。検挙人員数や人口比においても、少年事件は減少傾向にある。
また殺人、強盗などの凶悪犯も全体的には減少傾向にある。しかし少年に関わ
る事件などが、減少しているという感覚は持ちにくいものがある。その理由と
しては、少年犯罪の数ではなく内容が凄惨であったり、残虐であったり、人々
や社会の印象に残るようなものとなっているからである。
　また少年犯罪は、加害者だけの問題ではなく同時に少年が被害者となること
や、また少年が直接巻き込まれてしまう事もあり、数の増減以上に社会的な影
響を大きく与えることにつながる。
　我が子の安全な環境や育ちは、親であれは当然に願い望むものである。し
かし残念ながら、我が子だけの安全というものは存在しない。我が子が安全な環
境や地域は、その他の子どもや住民にとっても安全な地域や社会であるといえる。
子どもたちが巻き込まれる可能性のある少年犯罪の印象が、父親を我が子の安
全の担保のために、皮肉にも子どもや地域社会に目を向けさせているといえる。

　図３．刑法少年の推移(10)
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⑷　男女共同参画社会の到来
　1999年に成立した男女共同参画社会基本法はその目的において、
「 第一条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に
対応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共
同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国
民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合
的かつ計画的に推進することを目的とする。」
としており、国、地方自治体、そして国民の責務について明記している。
　また定義では
「一　男女共同参画社会の形成
　 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分
野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経
済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担う
べき社会を形成することをいう。」とある。
　この法律が施行され十数年が経ち社会のあらゆる分野において、男女共同参
画の理念が浸透してきた。いわゆる男性らしさ、女性らしさといわれる「固定
的性別役割分業」の緩和が起きた。男性保育士や男性看護師は増え続け、電車
やタクシーの女性運転手なども増えてきた。もちろん職業領域だけでなく、男
女共同名簿の導入や高等学校の家庭科の男女共修など、教育分野などにもその
影響は起きている。またそのような社会の転換の中で、人々の意識も確実に変
化し、これまで女性の領域とされてきた、子育てなどにも父親たちが積極的に
関わりを求め、また実際の育児に携わるようになってきた。
　以前男性は「風呂、飯、寝る」という三語で、家庭生活ができていたといわ
れている。現在の男女同権や共同参画の理念、あるいはパートナーシップを基
盤においた夫婦関係からは想像ができないものである。つまり現代において夫
婦関係性の公平な意識づけやフラットな役割分担の在り様が、男性の子育てを
推進する大きな一つの力となったといえる。この事は、男女がその性別により
生き方や存在を左右されるのではなく、性別も含めた個人のパーソナリティー
や個性をより発揮した多様で豊かな生き方が、社会的にようやく認められるよ
うになってきたといえる。もちろんすべての場面や領域でそのようになったわ
けではないが、社会の男女共同参画意識の変化は近年大きなものがあり、父親
の育児をより強固に推進する一つの原動力となっている。
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⑸　企業の経営戦略と人材戦略
　現在進行している人口減少はそのまま労働人口の減少につながり、企業活動
の根幹をなす「人材」が足りないという状況が起きている。看護師や保育士な
どの専門職の人材不足が大きく話題になっているが、そればかりではなく働く
人自体の減少が続いている。またそれと同時に、昨今「ブラック企業」などと
揶揄されるように、企業における働き方が大きく注目を浴びている。その背景
には、これまでの日本における特に男性労働者の働き方が劣悪すぎ、そのこと
にまつわる問題の大きさが存在する。長時間労働、長時間通勤をはじめとする
滅私奉公的な企業での働き方や、過労死やうつ自殺とされるような命を投げ
出してまで働き続ける姿勢などが、ようやく社会の様々な場面で問題視され始
めた。
　これら労働を取り巻く諸問題に対して、企業側も様々な対応策を打ち出して
いる。ダイバーシティ・マネージメントや働き方の改革である。そしてその
一つの大きな柱が、ワーク・ライフ・バランス（WLB）の推進である。WLB
とは一般的に「仕事と生活の調和」とされており、働くことと生活することの
バランスを意識し、調和の取れた生き方を志向する理念や実践を表す。政府は
2007年には、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」「仕事
と生活の調和推進のための行動指針」をそれぞれ打ち出し、その推進に努めて
いる。
　ただし企業は単に社員の福利厚生のために、このような方針を打ち出してい
るのではない。人口減少社会において、労働者の減少は避けられない状況であ
る。そのような中において企業が生き残るためには、限られた人員の中でより
効率的な働き方が求められる。また同時に優秀な人材の確保が重要になってく
る。そのような人材戦略において、WLBは一つの大きな方向性であり、多様
で優秀な人材を働き方の改革という視点で、意識的に集めようとしているので
ある。つまりWLBの推進は企業のこれからの永続的な活動を行うための経営
戦略であるといえる。この企業のWLBの志向は、そこで働く父親自身を家族
や子育てを含めた、企業人以外の生き方への転換を行ったといえる。
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⑹　共働き家庭の増加に伴う家庭内のバランスの維持

　図４．専業主婦世帯、共働き世帯の推移(11)

　図４は専業主婦世帯と共働き世帯の推移を表したものである。昭和50年代に
は、専業主婦家庭数が共働き家庭数の約２倍存在している。いわゆる「男性
片働きモデル」であり、それを支える専業主婦という定型モデルが存在してい
た。その後共働き家庭が増加し、平成の前半においてほぼ同数となり、現在は
共働き家庭が専業主婦家庭の1.5倍程度になっている。現在の一つの家族モデ
ルは「共に働き、共に育てる」というものであるといえる。もちろん働き方は
正規雇用・非正規雇用、自営業・企業雇用など、様々な形態があり一様ではな
い。それでも「共働き」というライフスタイルが社会の中で多くを占めている
ことが、この図からうかがえる。
　共働き家庭においては、家計収入に対する女性の割合がある一定数を占める
ことになり、「労働」という領域が決して男性のみの専売特許であることには
ならない。専業主婦が多く存在していた時代は、男性が労働領域のほとんどを
占めていた。その代わり女性が「家事・育児」という家庭内労働を担っており、
生活の中での住み分けが明確に行われ、そしてそのことで家庭経営が潤滑にな
されていた。個々には様々な問題が存在していたと考えられるが、それが社会
全体の単一モデルであった。他のモデルがほとんどなく、社会全体の共通モデ
ルが存在していた。
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　しかし現在の共働き家庭の増加は、その明確な家庭内役割分業の存在を許さ
なくなった。稼ぐ女性の存在は、育てる男性を喚起した。そして実際に家庭内
の家事・育児領域に、男性の進出が見られるようになってきた。一つの特徴的
な事象が、男性の料理であり、また「イクメン」、いわゆる男性の育児である。
　例えば保育所の送り迎えなどでも、以前は朝夕ともにほとんどが母親であっ
た。しかし昨今は朝の送りは父親が行うことが多く、また夕方のお迎えも父親
の姿が見られる。特に保育所は共働き家庭が多い事もあり、子育てに関わる父
親の姿は顕著に見られる。
　母親の労働領域への進出は、家庭内の稼ぎ役割の分割を引き起こし、それに
伴い家庭内家事・育児の分割も引き起こした。「労働・家事・育児＝夫婦」と
いう新たな公式の誕生である。またこれらを支える社会的な背景として「雇用
の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機
会均等法）」や「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 （女性活躍
推進法）」などの成立や推進という事が挙げられる。社会全体で、女性を中心
とした労働力の確保と、それに向けた社会システムや文化の構築がなされてお
り、その事が夫婦間のこれまでの役割分担の解体につながり、それが父親の家
庭進出を求めたという事がいえる。

⑺　男性自身の家族志向への変化
　いわゆるバブルの時期において、男性は働くことのみに集中し家庭を顧みな
い事が多くあった。長時間労働が当然であり、滅私奉公、社畜などと揶揄さ
れていた。しかしその時代においては、それが当然のことであり、またそのこ
とにより得られる利益も多くあった。給与の上昇や、会社での地位の向上など、
日本の経済や社会が明るい未来を信じており、邁進できた時代、希望にあふれ
る時代であったといえる。それを支えたのが、いわゆる終身雇用、年功序列な
どの日本型雇用システムであり、右肩上がりの経済発展、好景気であった。
　そのような時代もバブルの崩壊とともに、長い不景気、失われた10年などと
いわれる経済活動の停滞時期に突入する。経済活動の悪化は、これまでの男性
の労働環境での優位、社会的な優位の存在を脅かし始めた。企業は残業にかか
るコストや管理者のポストなど、これまで男性の多くが占めていた領域の引き
締めや廃止を行った。これらがリストラ（再構築）として、男性の優位であっ
た地位を一気に崩壊させた。
　このことが男性の家庭回帰という現象の一因となった。従来男性の幸福は会
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

社の中にすべて存在していた。給与や社会的な地位であり、仲間ややりがい、
達成感などであった。しかしそのようなものの多くが、会社組織からリストラ
という名の下に消失していった。会社という存在場所を失った男性が、ようや
く自らの生き方や存在、あるいはパートナーや家族、子どもといった、生活や
日常というものに意識を持ち始めたといえる。「失って初めて大切なものに気
づく」、映画のセリフのような現象が、父親を家庭に戻す大きな要因となった
といえる。このこと自体は人の生き方として大変重要な気づきであり、夫婦や
家族、また子育てという、人としての営みへの男性の回帰であるといえる。反
対に高度成長期以降多くの男性は、この人としての営みに無関心であり、関わ
りを持ってこなかったし、これなかった。現在このように父親たちが夫婦関係
や子育てについての関心を持つことは、本来的には当然なことである。その当
然なことができなかった、これまでの時代的な反省がここにきてなされている
とも考えられる。

４．父親支援の意義と父親の役割
⑴　父親の役割
　このような社会の大きな変革の中で、父親の役割とはどのようなものが求め
られるのであろうか。父親とは、子どもが生まれて、初めて存在できるもので
ある。したがって子どもとの関係性の中でしか、存在ができないものといえる。
現在の混迷する社会において、その子どもを育てる「子育て」自体が大きく変
容し多様化している。そのような時代や社会における父親の役割は、以前と比
べて子育てにとってより重要なものとなっているのである。
　もちろん子どもの育ちは様々な要因によって変化するものであり、父親だけ
がいくら努力したからといって、思うように子どもが育つわけではない。また
子どもたちにもそれぞれの個性や思いがあり、同じ体験や環境であってもその
育ちや影響は決して一様ではなく、その後の成長は違うものである。しかしそ
の様に100％思い通りに子育てはできなくても、子どもは大きく親の思いと環
境に影響を受けながら成長をする。その環境を作る父親の役割は、子どもたち
にとってとても大きいものだといえる。以下、父親の役割について３点の視点
から考えたい。

①子どもを育てる役割
　子どもを育てることは多くの手間や労力、時間がかかる。また最低限の知識
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や技術なども必要である。そして日常の生活は、けっして子育てだけで成り
立っているわけではない。掃除や洗濯、整理や買い物などの暮らし自体を整え
る必要がある。また子どもが生まれると地域が一気に身近になり、近所付き合
いや検診や予防接種などで、否応なしに地域の方と関わり、コミュニケーショ
ンをとる必要に駆られる。このように少し考えるだけでも、父親たちはこれま
での自分の生活や趣味、仕事中心であった生活の大転換が求められる。特に多
くの男性は、成育歴の中において幼き子どもと触れ合ったり、関わったりした
経験がほとんどないので、子ども自体の存在や関わり方に戸惑い、困惑する事
が多い。
　しかしそのような戸惑いの中で子どもを育てることは、大変大きな意義があ
る。子どもを育てるという営みは「無制限の他者の受け入れ」という行為であ
る。これは親になり、子育てをして初めて実感する。いわゆる「幼子」という、
無力で何もできない存在を自らが育てるという責任のもとに引き受ける行為で
ある。
　「子を持って知る親の恩」ということわざが日本には古くから存在するが、
その責任と覚悟の上で、人の生活が脈々と受け継がれてきている。子育ては、
極小的に見れば極めて個人的な活動であるが、視点を大きく広げると、我々
人間が生物として古来よりつなげてきた命のバトンのリレーである。当然のこ
とのように感じているが、大人であり父親である私たちも、そのように生まれ
育ってきているのである。そのような大きな視点に立てば、子育ての営みがど
れほど尊く偉大なものであるかを感じられる。残念ながら、多くの父親や男性
はその営みに対する畏敬を忘れ、自ら関係性を絶ってしまっているように感じ
る。次世代を育てるという行為は、生を受けているものの大きな使命であり、
この社会の継続的な活動の根幹をなすものである。あまりに大きく速く変革す
る社会において、子育ての価値がゆがめられ、貶

おとし

められていると感じる。その
価値の維持と向上無くしては、現在の少子化の解消や子どもの豊かな育ちは確
保されない。これまで無関係とされていた父親の育児の積極的な関わりは、子
育ての価値観自体の変化に繋がる。その果たす役割は、父親が想像する以上に
大きなものである。

②子どもに社会を伝える役割
　子どもを育てるという役割は、直接的なお世話（ケア）の役割が中心であり、
子どもの身体と心情を大きく育てていく役割だといえる。そしてそれと同じぐ
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

らい重要な事が、子どもの社会性を育む活動と役割である。
　特に多くの父親達が、何かしらの仕事についている事が多く、社会との接点
が大きい。仕事は人と社会を繋ぐ場所であり、ツールでもある。人々は単に稼
ぐだけでなく、仕事を通じて、社会の一部の責任を担い、それぞれの役割を果
たしている。そしてそれぞれの社会にはそれぞれの文化や理論やルールがあり、
家庭の中とは違う対応が求められる。この家庭内とは違う社会に所属し、それ
らの文化に父親達がうまく対応している。父親は異文化の理解と、家庭とは違
うその場における立ち振る舞いやルールを受け入れている。その日常の仕事に
関わっている体験が子ども達に大きく影響を与える。つまり家庭とは違う社会
の存在を感じとらせ、自分達の家庭とは違う社会があるという事を様々な場面
を通じて伝える存在である。家庭を内とした場合、それ以外の外を伝えるとい
うことである。
　子育ての最終目標は「親離れ・子離れ」であり、子どもが自立して一人で生
きていくことのできる存在になるということである。それはそのまま、子ども
たちが親元を離れ社会で生きていくということである。その社会を最もよく理
解し、生きているのが父親であり、その社会という存在の在り様や儀礼を伝え
ることができるのは、父親の大きな役割であるといえる。子どもの社会化を進
めていく大人の役割である。

③母親を支える役割
　３つ目の役割は、パートナーである母親をしっかりと支えることである。も
ちろんこれは当然のことなのであるが、この当然、当たり前のことができてい
ない父親が多い。これまで高度成長期にみられた「父親は仕事、母親は家事・
育児」の公式・文化は、社会の様々な変化の中で以前ほど強固なものではなく
なってきている。共働き家庭の増加、男女共同参画意識の醸造、個人主義の台
頭など様々な要因はあるが、以前より父親が子育てに関わりやすい環境や風土
はできているといえる。
　しかし残念ながら、そのような父親の育児環境の整備は、名目上進んでいる
だけである。イクメンブームと言われるように、育児に積極的な父親たちも増
えているイメージは大きくある。しかしそれでも実際の育児の場になると、ほ
とんど進んでいるとはいえない。
　そしてここにまた新しい問題が存在する。それは「イクメン」という言葉と
実際の育児の乖離が起きてしまい、父親も母親もそのイメージとのギャップに
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思い悩むということである。父親は育児がしたいと思ってもできないことに悩
み、罪の意識を感じる。母親は、父親の育児を大きく期待するが、してもらえ
ないことに対して失望感を感じ、時に怒りや悲しみとなり子育てや夫婦関係を
悲観する。特に母親は多くの場合、子育てに長く強く関わっており、その悲観
が時として母親達を追い詰めていく。
　子育てに悩んでいる母親、わが子に手を上げてしまう母親、子どもと向き合
うのが怖いと感じる母親など、これまで本当に多くの母親達の子育ての苦しみ
を聞いてきた。これらの母親達に共通するのは「孤独」である。孤独にも二つ
あり「誰も子育てを助けてくれない」という実際レベルの孤独と、「誰も私の
事を認めてくれない」という精神レベルの孤独である。この母親の思いや孤独
を父親がどのように受け止め、そして関わり、対応するかは子どもの育ちや母
親のメンタルヘルス、そして夫婦の関係性に大変重要である。
　しかし残念ながら、多くの父親達はそのことに気がついていない、あるいは
見ないようにしている。そうではなく、父親が率先して夫婦の在り様を真剣に
意識して、考えるタイミングが来ているように思う。結婚すれば、夫婦になる
のではなく、結婚してその後の様々な営みや苦楽の共同経験を経て、夫婦に
なっていくものである。そのために子育ても含めた家族の営みを父親が意識を
して、仕事だけでない、家族や子育てを認める生き方が求められる。

⑵　行政課題解決の道標の父親支援
　これまで述べた社会的な変化の中で「父親の育児」という、新しくて古い問
題が生まれた。また社会的に関心を持たれるようになった。その状況において
行政が、市民ニーズも相まって支援を行うようになった。したがって、父親の
育児を行政が支援し始めたのは近年のことである。子育て支援が社会全体の課
題となり、様々な分野やレベル領域で子育て支援についての予算が付き、取り
組みがなされた。その範囲の拡大の一つに父親が含まれてきたといえる。また
子育て支援の対策が充実していく中で、活動のあり方やプログラムがほぼ飽和
化していき、新しい視点や取り組みができなくなった。また他の自治体との差
別化も見られなくなり、どこでも同じような形の子育て支援となっている。そ
のような中において、新しい子育て支援の顧客として父親が注目されるように
なった。このような背景のもとで、子育て支援、男女共同参画、ワーク・ライ
フ・バランス、社会教育など、様々な担当部署が父親へのアプローチを始めた
といえる。
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３．「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～

　このことは、父親支援に取り組んでいる立場からすると、大きく評価に値す
る。なぜなら、これまで対象とされてこなかった父親を子育ての場に誘導する
取り組みは、これまでとは違う効果や影響が社会に現れると考えられるからで
ある。それは単に父親が育児をするということだけでなく、行政が抱えている
様々な行政課題を解決する一つの遠因となると考えている。紙面の都合上詳細
は省くが、以下のような多岐にわたる行政課題解決の糸口やその方向性が父親
支援には内在されている。
　①児童虐待の抑止、防止
　②男性の過労死、メンタルヘルスの問題の軽減
　③母親の育児不安や産後うつの軽減
　④若年層の結婚や子育ての意識化のアプローチ
　⑤子どもの健全な家庭生活の育ちの確保
　⑥ワーク・ライフ・バランスの推進
　⑦家庭生活の充実と安定
　⑧男性の地域活動、社会参加の促進　新しい市民活動の可能性

　これらの解決は、担当部署の何か単一の取り組みだけで行えるものではない。
問題発生の要因も様々なものがあり、決して一要因で語られるものではない。
従って、解決に向けては様々な関わりやアプローチが必要であり、それらが複
合的に合わさる形で緩やかに解決の方向性が見えてくるものである。
　そのような視点での父親支援の取り組みは、決して父親という単一の社会的
存在だけを支えるものではない。これまで子育ての場に存在していなかった新
しい存在としての父親を軸に、子育て支援の主体的対象として父親を捉える活
動である。これまでの子育て支援のロジックの大転換であり、その影響は大変
大きく意義深いものになると考えられる。自治体においては、今後もより積極
的な形での父親支援に取り組んでほしいと切に願う。

【引用文献・HP】
１．少子化対策と父親支援
⑴ 　小崎恭弘・増井秀樹「子育てにおける父親支援の移り変わりとその意義―
少子化社会におけるプランの変遷―」生活文化研究52冊　大阪教育大学家政
学研究会　2015
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２．男性育児の変遷
⑵　俵萠子「パパこっちを向いて～父親のための育児論～」1965　佼成出版社
⑶ 　ベンシャミン・スポック著　池上千寿子訳「スポック博士の父親学」1979
　ごま書房
⑷ 　厚生労働省HP　http://www1.mhlw.go.jp/topics/profile_1/koyou.html　
2016．８．15．
⑸ 　NPO法人ファザーリング・ジャパンHP　http://fathering.jp/　2016．８．
10．

３．父親育児が求められる社会の背景
⑹　総務省報道資料　平成23年度社会生活基本調査
　　http://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/pdf/houdou2.pdf
⑺　厚生労働省HP　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000132381.html
⑻　厚生労働省HP
　　 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujido
ukateikyoku/0000108127.pdf

⑼　厚生労働省HP 
　　 http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-Koyoukintou 
jidoukateikyoku-Soumuka/0000132366.pdf

⑽　警察庁HP　平成26年中の少年非行情勢より
　　https://www.npa.go.jp/safetylife/syonen/hikoujousei/H26.pdf
⑾　内閣府男女共同参画局HP　共働き等世帯数の推移
　　 http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h26/zentai/html/
zuhyo/zuhyo01-02-08.html

４．父親支援の意義と父親の役割

【参考文献】
・ 石井クンツ昌子『「育メン」現象の社会学　育児・子育て参加への希望を叶
えるために』ミネルヴァ書房　2013
・ 小崎恭弘「子育て支援における父親支援プログラムの取り組み～全国子育て
支援センターアンケート調査の結果より～」子ども家庭福祉学第11号　2011
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４．「これから」の教育支援 ～未来への投資～

１．はじめに
　2015年の「国際数学・理科教育動向調査」（TIMSS）の結果が文部科学省の
国立教育政策研究所から発表された（国立教育政策研究所2016）。日本は４教
科の平均得点が過去最高であり、また順位も５位以内となり、前回調査と比べ
て平均得点が小学校算数以外で10点以上上昇したことが報告されている。さら
に、2007年より実施されている全国学力テストにおいても同様な上昇傾向が示
されている（文部科学省2016）。「脱ゆとり」や授業時間数を向上させたことで
学力の改善傾向にあるのではないだろうか。しかし、その一方で、児童・生徒
の学習意欲や関心は国際平均より低く、今後「授業の進め方に工夫が必要」で
あるとも指摘している。
　文部科学省（1996）は、次代の教育において育むべき重要な力として「生き
る力」１を掲げ、学習指導要領の改訂を経てもなお、「生きる力」に関する理念

「これから」の教育支援
～未来への投資～

環太平洋大学　学長　

大　橋　節　子

おおはし　せつこ
　1954年神戸市生まれ。2016年甲南女子大学大学院人文科学総合研究科 心理・教
育学専攻 博士後期課程修了（博士）人間科学。2013年４月に環太平洋大学附属国
際科学・教育研究所 主席研究員、同大学次世代教育学部長に就任、2016年４月よ
り同大学 第４代学長。2013年10月より日本子ども学会理事。2015年４月より国立
大学法人お茶の水女子大学経営協議会委員。
　専門分野／不登校、保幼小連携、教育経営、子育て・能力開発
　学校法人創志学園　副理事長、社会福祉法人元気の泉　理事長（元気の泉保
育園［宇和島市］、大倉山元気の泉保育園［横浜市］の２園を運営）、国際大学
IPUNew Zealand　副理事長。
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１　 (a）知識を一方的に教え込むのでなく，子ども達が，自学・自考する教育で知・徳・体のバラン
スのとれた、豊かな人間性とたくましい体を育んでいく。(b）生涯学習社会を見据え、学校にお
いての教育を完結と考えず、どのような社会の変化にも対応できる「生きる力」基礎的な資質の
育成を重視する。
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は変化しないと述べている。しかしながら、今回の動向調査においても、子ど
も達の学習意欲、関心、自主性の向上を伴った「生きる力」が育まれたとは言
い難い。その上一段と、不登校やいじめの問題も深刻化している。
　近年では、ペーパーテストで測ることができる「認知能力」に対し、“学
力”として測れない「非認知能力」、たとえば、協調性や忍耐力、計画性、心
身の健康など、“生きるためのスキル”として社会へ出た際に重要となる力に
注目が集まっている。しかし、非認知能力はどのような教育で育成されるのか
は明確とは言えない。
　よって本論では、非認知能力の育成をテーマにし、子ども達が主体性を持ち、
豊かな人間性を育むための教育手法について考察する。

２．教育の現状と課題
　2015年度の学校基本調査「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関す
る調査」において、不登校児童生徒数は約126,000人に達し、2013年度から３
年連続で増加した。小中学生の在籍者数が過去最低を記録する一方、不登校児
童生徒は微減傾向から一転し、増加に転じた（文部科学省2016）。
　我が国において、不登校は60年以上もの間、様々な研究や調査が繰り返し行
われており、家庭・学校・個人・社会など不登校の要因を追及する観点で論じ
られてきた。近年では、不登校は単一の要因でなく、多様化や複合化が進んで
いるとされる。
　不登校が日本社会で話題になった1950年代後半、日本社会は高度経済成長の
真っただ中にあり、学校に行くことは社会的成功としての価値を持っていた。
そのような時代に、「学校に行けない」子ども達の存在は社会の大きな関心を
集めた。当初は、人数的にもまれな現象で、神経症的な症状を抱える子どもが
多く「学校恐怖症」と名付けられ、治療の対象とされた。しかし1990年代半ば
から、不登校の数は増加の一途をたどり、重要な教育課題として議論されるよ
うになった。2002年の文部科学省の報告で、不登校は138,000人を超えてピー
クに達し、一気に社会問題として扱われるようになり、2000年代以降には、数
の増加だけでなく、不登校に括られる中身（質）の多様化が指摘された。こう
した現状を受け、東京都教育委員会（2016）は、不登校を心の問題としてとら
えるのでなく、「社会的自立の問題」や「進路の問題」と見ることの重要性を
指摘し、不登校について特定の原因を考えるのではなく、「どの子どもにも起
こりうる」現象としてとらえるべきと再認識するべきとした。



53おおさか市町村職員研修研究センター　

１

２

３

４

５

６

７

公
募
論
文

参
考
資
料

４．「これから」の教育支援 ～未来への投資～

　現在、不登校など子ども達を取り巻く「家庭・学校・本人・ネット社会」な
どの背景事情は以下のように議論されている。

⑴　家庭をめぐる背景事情
　不登校の研究が始められた1930年代後半から、不登校の原因は、母子の分
離不安、つまり親から離れることへの恐怖（phobia）、または怖れ（fear）で
あるとみなされ、学校そのものが恐怖の対象ではないとされた（稲村、1994）。
この時点では、家庭とりわけ、母親と子どもとの分離不安が、子ども達が学校
にいけない主な原因であるという考え方が一般的だった。　
　さらに日本が経済成長を遂げる中、急激な家庭環境、社会情勢の変化がその
問題に拍車をかけたといえよう。世代間交流による生活体験の機会の減少や、
親の無責任な放任や過保護・過干渉、地域社会の連帯の弱体化といった環境下
で育つ子ども達には、社会性や自己責任の未熟という発達上の課題が生じやす
いとの指摘もある。
　最近では、「子どもの貧困」が大きな社会問題として取り上げられている
（厚生労働省2013）。経済的理由を背景に、家庭環境の大きな変化が子ども達
の日常生活をも脅かしていると言え、家庭や学校単位の支援だけでは解決に
至っていない。さらに「虐待（身体的・心理的・性的・ネグレクト）」の深刻
化も問題である。ちなみに、児童相談所への児童虐待の相談件数は、増加の一
途を辿り、2015年には103,260件と、虐待問題がクローズアップされた2000年
の17,725件と比較しても約６倍となり、統計調査が始まった1990年度の件数
1,101件の90倍以上にもなっている。一般的に心理的虐待やネグレクトは低年
齢児に多く、年齢が上がるにつれ身体的虐待や性的虐待が増えている。この虐
待の背景には、親自身が虐待されていたりDVの被害者であったりという、「負
の連鎖」と呼ばれる複雑なケースも多いとされている。また、精神的障害や発
達障害を抱えた子どもの「育てにくさ」が引き金となり、虐待にいたるケース
も見受けられるようになった。

⑵　学校をめぐる背景事情
　日本の教育では、大学・短大などの高等教育機関への進学率が高く、教育水
準の高さが評価されている。しかしその反面、偏差値教育、学歴偏重、画一的
な教育、詰め込み教育など課題も多く、その時々に社会情勢を考慮して教育改
革が推し進められてきた。



54 　おおさか市町村職員研修研究センター

第20号研究紀要

　筆者は教師から学び、友から学び、先輩から学び後輩へ伝え、そういった経
験が積み重なって、自立から自律へと向かう場が学校であり、社会生活への助
走がそれらの活動であるため、その点からも学校での活動は重要だと考えてい
る。しかし近年、教職員から、学校の多様な業務に追われ子どもとの時間が十
分に取れないという声があがっている。国立教育政策研究所（2014）が発表し
た、OECDの国際教員指導環境調査（2013）の結果によると日本の教職員の１
週間当たりの勤務時間は参加国中最長であることがわかった。
　いじめによる自殺、体罰問題、子ども同士による殺傷事件、学内における暴
力行為の低学年化などで、教職員は疲弊しているとされる。近年では「モンス
ターペアレント」と呼ばれる保護者からのプレッシャーなども重なり、「教師
の不登校」の発現もみられ、教師や支援職員の不足を指摘する声があがって
いる。

⑶　不登校個人をめぐる背景事情
　不登校の原因のなかで最も多いとされるのが個人的要因であり、文部科学省
（2014）では「病気による欠席、あそび・非行、無気力、不安など情緒的混乱、
意図的な拒否、これらに該当しない、本人に係る問題」による学校欠席を個人
的要因としている。
　激変する社会構造の背景で、最近の子ども達の心理学的特性として、①内面
的幼児性、自己中心傾向、心身の脆弱、不満耐性、自立心・克己心の欠如、②
四無主義（無気力・無感動・無関心・無責任）、③依存的、受身的、自発性や
主体性がない、指示待ち人間、マニュアル型、④自己確立の遅れ、モラトリア
ル人間、発達課題の未達成、といった傾向が見受けられるようになり、これら
の心理特性が社会的疎外感や学校不適応につながっているという指摘が行われ
ている（山崎、2014）。

⑷　現代のネット社会に代表される背景事情
　インターネットゲームの普及や、スマートフォンなど情報機器の劇的な増加
が生活習慣の乱れや不登校原因論の中心になりつつあるとも言える。子安・仲
（2014）は、「ケイタイやゲーム依存」が人に向き合う力やコミュニケーショ
ン能力を低下させ、日本全体の問題に発展していると述べた。不登校の子ども
達の中には、ネットやゲームの世界に浸り、昼夜逆転の生活に陥っているもの
も少なくない。昨今の現状を見ると、不登校とネットやゲームとが無縁ではな
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いことがうかがえる。
　このように、社会の価値観や社会情勢など、人間全体を取り巻く環境の変化
による不登校が増えているだけでなく、不登校の低年齢化や学級崩壊など日常
的な教育現場での問題が近年、社会全体の問題として大きく取り上げられてい
る。このように子ども達を取り巻く「多様化・複合化」が加速するなか、これ
ら問題の解決は極めて困難と言えるであろう。

３．非認知能力（社会的情動スキル）を育てる重要性
　文部科学省（2011）は、「学習指導要領」改訂の際に、「知・徳・体」のバラ
ンスのとれた力として「生きる力」の重要性を述べ、まさに近年のように変
化の激しい今後の社会を生きるために、「ゆとり」でも「詰め込み」でもない
「確かな学力」「豊かな人間性」「健康・体力」を身に付けることが必要であ
ると補足している。先に述べたように、日本は世界でも教育への関心が高く、
識字率や就学率も高いことが知られている。しかし、子ども達の自己肯定感
や自尊感情は諸外国との比較においても低いとされており、いくつかの国際比
較研究データからも自己評価が相対的に低いという状況が明らかにされている
（内閣府2014）。
　青少年の意識や行動の現状として、「行動する前にあきらめてしまう」「失
敗経験等による徒労感、絶望感から抜け出せない」「改めて挑戦しようとする
意欲をもって行動できない」などの点が問題視されることも多い。こうした
現状に対し、「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指
導要領等の改善について（答申）」（2008年１月中央教育審議会）では、「自分
への信頼感や自信などの自尊感情や他者への思いやりなどの道徳性を養う」
必要性が述べられた（文部科学省2008）。国語をはじめ言語に関する能力の重
視や体験活動の充実により、他者、社会、自然・環境とかかわる中で、自分
への自信をもたせるべきであるとの提言がなされている（伊藤2014）。特に最
近では、生涯を支える学びとして、幼児期における非認知スキルの獲得やそ
の育成方法に注目が集まっており、幼児教育を主体的学びの土台として、小
学校への学びのつながりを意識する教育が重要であるとされている（無藤・
古賀2016）。
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４．子どもの学力低下問題への対応から豊かな人間性の育成にむけて
　2000年初めて日本が参加したPISA調査２の世界ランキングはマスコミで大き
く取り上げられた。しかし、2003年日本のランキングは急落し、「PISAショッ
ク」の言葉が生まれた。それを期に2007年、文部科学省が小学６年生と中学３
年生全員を対象とした「全国学力・学習状況調査」を43年ぶりに実施したとこ
ろ、2012年PISA調査の日本ランキングは回復した。今回も国際教育到達度評
価学会（本部・オランダ）の発表において、小学４年と中学２年数学・理科の
平均点が上昇したことが評価されている（国立教育研究所2016）。教員の意識
が高まり、授業の工夫がなされているとの報告もある。ただし、依然として、
児童・生徒の学習意欲や関心は国際平均より低く、今後さらに「授業の進め方
に工夫が必要」との指摘も行われている。よって、今回のテーマである「これ
から」の教育の支援（未来への投資）の具体的な手立てとして、異年齢交流に
よる「まなびのアトリエ」についての提案を行う。
　「まなびのアトリエ」は、幼児教育・学校教育の実践教育者、発達臨床の専
門家、大学研究者で構成された委員会を主管部署３として、2011年より開発・
実践を繰り返してきた。５歳からの学びを視野に入れ、９歳までの子どもの発
達段階に応じて、「からだ・こころ・あたま」をバランス良く育むという、新
しい次世代育成メソッドとして提案を行った。

２　 OECDが進めているPISA（Programme for International Student Assessment）と呼ばれる経済
協力開発機構（OECD）による国際的な生徒の学習到達度調査。15歳児を対象に読解力、数学的
リテラシー、科学的リテラシーの三分野について、３年ごとに調査が実施されている。2000年に
は，OECD加盟国28か国を含む32か国、約26万5,000人の生徒が参加。

３　
大 橋 　 博 こども教育支援財団理事長
内 田 伸 子 お茶の水女子大学大学院教授、文部科学省科学技術審議会委員、日本学術会議会員
大 橋 節 子 総合教育研究財団理事長
松 木 正 子 お茶の水女子大学附属小学校教諭
中 原 忠 男 IPU・環太平洋大学副学長、日本数学教育学会会長
神 戸 佳 子 お茶の水女子大学附属小学校教諭
室　伏　きみ子 お茶の水女子大学大学院教授、文部科学省科学技術学術審議会委員、日本学術会議会員
増 田 伸 江 お茶の水女子大学附属小学校教諭
榊 原 洋 一 お茶の水女子大学教授、小児科医、NHK中央放送番組審議会副委員長
郡 司 明 子 お茶の水女子大学附属小学校教諭
沢 井 佳 子 チャイルド・ラボ所長
増 田 哲 也 こども教育支援財団専務理事

 （2011年当時の肩書）
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５．「まなびのアトリエ」の目指す教育とは
⑴　「まなびのアトリエ」の教育基本理念

学びの喜びが
わかる学び

家庭力

学校が
楽しくなる
学び

即効性より
底力

図１「まなびのアトリエ」の教育基本理念

⑵　「まなびのアトリエ」で育てたい子ども像
　－ 『50の文字を「覚える」よりも100の「なんだろう？」』と考える子どもを
育てたい－

　①簡単にあきらめない子ども
　②知的好奇心にあふれた子ども
　③自発的・自立的・自律的に研究できる子ども
　④夢（将来展望や未来への希求）を持てる子ども
　⑤自己肯定感・自尊感情に裏づけられた活力ある子ども

⑶　「まなびのアトリエ」教育方針十か条
　①「からだ・こころ・あたま」をバランスよく育む三位一体の学びの実践
　② 社会的構成主義の視点に立った、少人数クラスでの交流型・互恵学習の
実践

　③ 学び方を学び、知り方を知ることを通して自分を高める喜びを与える活動
の実践

　④ 学びをふりかえり、次の一歩につなげる力をつける活動の実践
　⑤ 子どもたちが夢を持ち、夢を実現するための自学力（自調・自考）を身に
つけさせる実践
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　⑥ 「理性」と「感性」を連携し、協働の実現を目標においた学びの実践
　⑦ 「視る」「看る」「診る」というプロセスを重視した学びの実践
　⑧ 「基礎基本力」と「活用力」がバランスよく組み合わされる学びの実践
　⑨ 友達や先生との次の出会いがいつも楽しくなる学びの実践
　⑩ 大人と子どもが共に学ぶ姿勢を育む、教育・共育・協育の実践

６． 学びを支える「まなびのレシピ」「次世代育成メソッド」「異年齢交流ク
ラス」

＜対象学年＞小１・２年生の２学年異年齢クラス
＜クラス定員＞15名～20名
＜参加者数＞ 合計78名（内訳：小１男子12名、女子11名／小２男子32名、女子

12名）
＜期　　間＞2011年～継続中
＜地　　域＞兵庫県下14か所
⑴　まなびのレシピ
　「まなびのレシピ（以下、レシピ）」は、どこでも、だれでも、いつでも指
導者が、子どもの状況に応じて提供できることを前提にデザインされた。例
えば、若く経験のない教員も、レシピを目安にある程度まで安定感のある味が
出せ、また自分の指導に自信がつけばレシピにプラスαできるよう設計された。
また、固定化した日常的なカリキュラムではなく、子どもの状況に応じて適宜
変化を加えられる、つまり味付けを変えても学習目標が達成されるような指導
案となっている。

⑵　次世代育成メソッド
　「まなびのアトリエ（以下、アトリエ）」において実施する「次世代育成メ
ソッド」は、「ことば」「すうがく」「サイエンス」「アート」の４領域を通し、
「感じる力」「伝える力」「考える力」「思いやる力」「自立して自律する力」
「生きる力」を育てることを目標とした。４領域それぞれの学びで目指すもの
とねらいは以下の通りである。
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表１　「まなびのアトリエ」の４領域で目指すものとねらい

領　　　域 目指すもの ね　ら　い

「ことば」
―理解･表現･交流―

語彙の豊かさは将来の学力を支え
る大事な力であり、ことばは関わ
り合う手段だけでなく考える力の
中心である。豊かな言葉を育む指
導者との交流・仲間との交流を通
して豊かなことばを育む。
 （内田　伸子）

なにげなく使っている「ことば」
の決まりや使い方などを楽しく遊
んでいるうちに身につけるように
する。座学にとどまらず、声に出
して動き、友だちと協力し、話し
合う多様な学びで、「ことば」を
学ぶ楽しさを知り、自ら学習に向
かうようになる。 （松本　正子）

「すうがく」
―かず・かたち―

算数教育において５歳から９歳ま
での年代は分水嶺的な重要な時
期である。この期における、数感
覚・図形感覚を刺激する具体物の
操作や体験を通した学び、そして
考えたことを表現する学びにより、
次の抽象的な思考段階の基盤を
しっかり築くようにする。
 （中原　忠男）

「不思議だなあ」「何か秘密があ
るのかな」「なぜだろう」という
疑問や課題を見つける力をつける。
考えたいことが見つかれば、納得
がいくまで考え、やってみるよう
にする。失敗してもあきらめずに
乗り越え、次の成長につなげる。
考える根っこには自分の感覚があ
る。操作することや体験すること
で得た感覚を身につけ、思考に結
びつけ考える基盤づくりにする。
 （神戸　佳子）

「サイエンス」
―じっけん・ 
 はっけん―

より良い未来のために主体的に考
え、科学的根拠を持って判断行動
できる力。探求の技能を磨き、自
然の普遍性と巧みさを感じ取る力。
自然の事物現象を謙虚に受け止め、
事実から学ぼうとする力（本や映
像などの情報だけを鵜呑みにせず、
自分の目で、体で感じ、そこから
疑問を持って、規則性に気づいた
り、自分で考えたりすること）を
育む。 （室伏　きみ子）

五感で感じ取り、よく観察し、工
作に使い、実験することにより、
自然に親しみつつ自然の美しさ・
雄大さ・精密さに気づく。科学実
験から、自然現象に疑問を抱いた
り、仮説を立てたり、解決方法を
考える過程において、子どもの
論理的科学的思考の発達を促す。
 （増田　伸江）

「アート」
―表現・ 
 からだあそび―

人が“私らしく”あろうとする時、
その拠り所は、他者とは異なる
「私」ならではの感じ方、すなわ
ち身体感覚。人は、無意識にも身
体を働かせて意思決定につなげる。
同型的な創造活動を通して、他者
との間で「私」らしく表現する。
 （榊原　洋一）

身体丸ごと仲間や素材と関わり
あって、つくりだす喜びや見る楽
しさを感じる。形、色、質などを
もとにした造形あそびや、身体感
覚の活性化を促す「からだあそ
び」を通し、想像力を働かせ創造
性を育む。からだ全体で発信して
いく経験の積み重ねにより、豊か
な表現者を育てる。
 （郡司　明子）

 （　）は提案者、敬称略
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⑶　異年齢交流クラスでの実施
　幼児期から小学３年生頃までは発達の個人差が大きい時期である。したがっ
て個人差の存在を無視した指導は、成長の無理強いにつながりかねない。大
人のものさしでなく、子どものものさしにあわせるために、異年齢混在クラス
編成を基本とした。このクラス編成を通して、「交流を通しての学び」の効果、
すなわち、年齢を越えて一つのクラスに集うことで、思いやる心を育て、伝え
る力を伸ばし、解き方を教え合い、学ぶ力を育むという効果が期待できると考
えたからである。

７．「まなびのアトリエ」実践活動における変化
⑴　レシピの工夫―学びのポイントの意識付け
　「ことば」と「すうがく」のカリキュラムにおいては、年を経ても約６割は同
一内容を扱ったがレシピの内容は、「学びのポイント」を意識し身につくようカ
リキュラム開発することとした。当初繰り返し行われるスパイラル学習４に対し
て、子ども達から「また？」といった否定的な発言が聞かれたが、同一内容で
あっても学びの切り口やカリキュラムの提供の手法を変化（レシピごとの目標や
子どもの言動より得た新たな注意点・授業運営方法などの加筆）させ、学びのね
らいを明確にすることで、子ども達からは「今回はどのような方法で取り組む
の？」と視点を変えて興味を示したり、家庭に持ち帰って課題の続きを行ったり
する「自発的・自立的そして自律的」な姿勢が見受けられるようになった。

⑵　教師の指導アプローチに関する変更点と意識の変化
　初年度は教師自身が「～しなければならない」という発想で「アトリエ」へ
の指導を行うことが多かった。次世代育成メソッドが初めての試みであり、手
探り状態であったこと、また教師自身がレシピや育てたい子ども像について具
体的なイメージを持つことが難しかったことが考えられる。その結果、授業で
「レシピを最後まで、やり遂げなければならない」「子どもにワークシートを
全て記入させなければならない」という旧来の指導観念にとらわれる教師が多
く、アトリエ研修で行ったコーチングスキル５を活かす機会が非常に少なかっ

４　 同じ題材を何度も用いて，学習する内容のレベルを上げながら理解を深化させる学習法。
５　 自分で考えて行動する能力を，コーチと呼ばれる相談役との対話の中から引き出す自己改善技術。
ここでは「傾聴」「質問」「承認」を中心としたコミュニケーション技法を用いて子どものやる気
や能力を引き出し「自立」を支援する，教育分野で用いられるコーチングのことを指す。
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た。しかし、レシピを実施する回数や年数を重ねるうちに、子どもに対する姿
勢が変わり、「指導」よりも「観察」や「助言（提案）」が重要であることが認
識できた。そのため「～してみたらどうなるだろう」という見守る姿勢が教師
に浸透していった。さらに授業を通して、子どもの短所よりも長所への気付
き・発見が多くなり、子どもへの助言の内容が「〇〇してみたらどうなるのだ
ろう？」という、気づきを促す前向きなアドバイスへと変化した。

⑶　教師の「指導に対する意識」の変化による「アトリエ」自体の変化
　「アトリエ」も年数を重ね、知識習得のみの学習ではなく、様々な場面にお
いて対応が可能な力、つまり「生きる力」を子ども達に身につけることを第一
義に、以下の項目を「指導のねらい」に含め、教師間での共有を図った。
　① 「アトリエ」の授業におけるルール及びモラル（大きな声で騒がない・走
らない、ベルが鳴ったら教師の方を向く、自分と友達を傷つけない）の確
認と徹底を行う。

　　→ 「子ども」であるため、建物内を走ったり興奮のあまり大きな声を出し
たりすることがあるが、「アトリエのルールは？」と問いかけるとすぐ
に言動が落ち着くようになった。

　　→ 休憩時間の過ごし方として読書を提案したところ、積極的・自発的に読
書を行うようになった。

　　→ 友達がルールに気づいていない場合には、他者を促す言動を子ども達自
身が自発的に行ったり、ルールが守れるまでじっと待ったりする様子も
見られるようになった。

　② タイマー使用によって「時間」を意識し、時間配分を考えて活動を行う。
　　→ 制限時間と残り時間を意識し、活動のスピードを自分で調整することが

できるようになった。
　　→ 時間に余裕がある場合には、後片付けや困っている友達の活動を援助す

る姿が見られるようになった。
　③道具の使用方法と注意事項を常に確認し徹底する。
　　→ 使用頻度の高い道具については、子ども達の間でお互いに意識・注意を

しあう様子がしばしば見られるようになった。
　　→ 危険度の高い道具を使用する際には、子ども自身が注意力を高め、落ち

着いて注意事項を守って活動に臨むようになった。
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⑷　「受け身の意識」から「自発的な意識」へと変化した子ども達
　初期の頃は、教師に「わからないから教えて」という、いわゆる『指示待
ち』の意識が強かったり、困難なことに遭遇したり、経験値がない場合は、
「できない」と自分の能力を否定する発言が多かった。しかし、徐々に「やっ
てみよう」という積極性や自らやり遂げたことによる達成感と自信が時間の経
過と共に育まれるようになった。特に、創造性を発揮できる学習では、周囲の
視線を意識せず、自らの世界観を言葉で表すことが自然にできるようになった。
また、最初の頃には友達に対し無意識に攻撃的な言葉を発する様子がしばしば
見受けられたが、学習による自信の獲得に伴い、意見交流を行い互いの違いを
認め合うようになった。さらに、友達が困難に出会った時や自信を失いかけた
時には、「大丈夫」「『できない』というと幸せな気持ちになれないよ」と、子
ども同士で励ましあえるようになった。こうして、図２のように子どもの意識
や言動に段階的な変化を見ることができた。

図２　「まなびのアトリエ」を通して見られた子どもの段階的変化

⑸　「アトリエ」での子どもと保護者の関係における変化
　当初、子どもがいる前で、「うちの子は〇〇ができないから駄目だ」と言う
保護者が見られた。しかし、教師から保護者に、授業中の子どもの様子を褒め
たり、毎回の異なった成長点を一緒に振り返ることで、保護者から子どもへの
否定的な発言が減った。
　そこで、「アトリエ」に通ってどのような変化が子ども達に見られたかにつ
いて振り返りを行った。
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　＜対　　象＞　２年間アトリエに通った児童の保護者27名
　＜対象期間＞　2014年３月末～2015年２月末
　＜内　　容＞　「2015まなびのアトリエ保護者アンケート」

８．結果
　得られたアンケートの自由記述のコメントをデータ化し、全体的な傾向の
把握のために、樋口耕一氏が開発した解析ソフト（KH Coder）を使用し、形
態素の使用頻度に基づいて関係性が示される「共起ネットワーク」を出力し
た。「共起ネットワーク」では、使用頻度の高い形態素の円が大きく示される
だけでなく、つながりの深い形態素は実線で結ばれる。さらに、さまざまな要
素との関わりの深い形態素は赤や緑といった色で示される。本論文ではすべ
てモノトーンで示しているが、実際に赤で記された形態素は「アトリエ」「家
族」「気持ち」「思う」「意識」「作る」の６種であった。次に、図を参照しつ
つ、「学びのアトリエ」の効果について検討を進める。

図３　保護者の意識の可視化
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　図３の中にいくつかの関係性が見受けられるが、それぞれの群が中央の「気
持ち」で繋がれているように見受けられる。非認知能力の基礎ともいうべき特
質が中心に位置づけられているのは大変興味深い。実際に使用されたコメント
を見てみると、「人の気持ちを考え、理解することができるようになった」「あ
りがとうという感謝の気持ちを家族に伝えられるようになった」というコミュ
ニケーション力の成長を感じたコメントが多く、共感性が高まっている状況が
読み取れる。次に３種の群について順に考察を行う。まず、右上に「集中」の
グループがある。非常に大きな円となっていることから、多数の保護者によっ
て使用されたことがわかる。周辺に「聞く」「答える」「本」「興味」が配置さ
れていることから、読書への集中を通して、ことばを使った意思疎通が図られ
ている様子が伺える。「集中力」が物事に取り組む際の基礎であることを考え
ると、無藤・古賀（2016）による「粘り強い姿勢」はもちろんのこと、「まな
びのアトリエ」が目指す「即効性よりも底力」が具現化されていることがわかる。
　「集中」の真下には「意識」を中心とした群が存在している。周辺には、
「学校」「知識」「生活」「得る」「勉強」「遊ぶ」「制作」「作る」「苦手」「取
り組む」といった形態素が配置されている。「ものづくり」を起点とした「学
校」という環境の中で、「遊び（体験的活動）」を通して苦手分野への取り組み
が促され、知識が獲得されていく様子が伺える。コメントを見ると、「学校で
図工がある日が憂

ゆう

鬱
うつ

ではなくなった」「学校やアトリエで得た知識を日常生活
と結び付けて考えられるようになった」といったものが多く、「アトリエ」で
形成された習慣が学校生活の中で生かされている状況が読み取れる。私たちが
目指した教育基本理念のうちの「学びの喜び」や「学校の楽しさ」が子どもた
ちに体感されていることがわかる。
　最後に、左中央には「アトリエ」「家族」を中心とした群が見られる。周辺
には、「妹」「人」「相手」「子ども」「年下」といった対象者をはじめとして、
「教える」「話す」「伝える」「主張」「書く」といったコミュニケーションス
キルが配置され、さらに「優しい」「丁寧」といった情緒面での「成長」を伺
わせることばが出現している。無藤・古賀（2016）で示された「仲間との協
調」が異年齢クラスの中で実現されている状況が読み取れる。コメントを見
ると、「年下に優しく接するようになった」「妹と喧嘩しても我慢できるように
なった」「主張ばかりでなく相手の話も聞けるようになった」といったものが
多く、教師・保護者・子どもによる共育を通して、相手への思いやりといった
感性が磨かれていることがわかる。
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　以上、「まなびのアトリエ」を通して非認知能力を伸ばすことは可能であり、
非認知能力を伸ばすための実現可能な手法が存在することが確認された。ま
た、「学びの喜び」「学校が楽しくなる」「底力」を育む上で、家庭がその土台
となることもコメントに反映されていた。さらに、学校や、家庭などにおいて、
教師・保護者・子どもによる相互的な育み合いにおいて、対話が鍵となること
が示されたと言える。

９．今後の課題と目標
　「誰にでもいつでもできるレシピ」を目的として開発されたカリキュラムで
はあるが、成否の要因としては、教材よりも教師力が大きな比重を占める。こ
れまでも担当教師にはカリキュラム研修とともにコーチング研修を行ってきた
が、更なる教育効果を残すうえで、非認知能力（人間力）に特化した新たな研
修を加えることが必要であると考えられる。また、このメソッドの効果測定を
精
せい

緻
ち

化させることも必要である。今回は保護者からの主観的な意見が中心と
なったが、次は第三者の評価尺度を使用し、量的・質的の両面から教育効果の
測定を行いたい。さらには、子ども自身が成長を実感できる行事やその力を活
用する機会を設けたいと考える。認知能力と非認知能力の関わりについて議論
を尽くすことが先決的な課題である。
　小１プロブレムや９歳の壁を乗り越えるための保幼・小の接続の学びが求め
られる現状において、「学ぶ喜びがわかる学び」「学ぶことが楽しくなる学び」
「即効性より底力」といった教育理念を実現するうえで、今後、さらに「家庭
力」の向上に成果を発揮できる「まなびのアトリエ」となるよう研究と実践を
重ねたい。

10．さいごに
　昨今、子どもたちへの教育の投資に関する時期や程度、親の学歴や収入によ
る子どもの将来への影響といった点での議論が活発になっている。しかし、さ
まざまな著書において、最終的な結論は子ども一人ひとりへの関わり方や愛情
のかけ方が重要である事が記されている。一対一対応を通して、現在の自分を
輝かせることで、自信がなかった子ども達の過去の彩が変わり、未来が拓ける
と考える。周りから「できないことに」レッテルを貼られながらも、「できる
ことに気づき」学校に行けない・行かない子ども達が自分の鍵で未来の扉を開
いたことから筆者が学んだことである。そのためにも、子ども達の興味や関心
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を引き出し、「意欲あふれる日々」と「生きる力」を結びつけることが不可欠
である。愛情のある、血の通った教育を今後も我が使命としたい。
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文部科学省．（2008）．「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校
の学習指導要領等の改善について（答申）」．
文部科学省．（2011）．現行学習指導要領・生きる力．
文部科学省．（2014）．平成25年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題
に関する調査について」．
文部科学省．（2016）．平成27 年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問
題に関する調査について」．
文部科学省．（2016）．平成28年度　全国学力・学習状況調査調査結果のポイン
ト．
無藤隆、 古賀松香．（2016）．実践事例から学ぶ保育内容　社会情動的スキル
を育む「保育内容 人間関係」乳幼児期から小学校へつなぐ非認知能力とは．
北大路書房．
内閣府．（2014）．平成25年度　我が国と諸外国の若者の意識に関する調査．
東京都教育委員会．（2016）．不登校・中途退学対策検討委員会報告書～一人ひ
とりの児童・生徒の育ちを学校・社会で支え、そして自立へ～．
山崎晃資．（2014）．「子どもの精神医学」を学ぶ．児童心理．金子書房．2.（臨
時増刊）1-11．
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67～68おおさか市町村職員研修研究センター　

■まなびのアトリエ　１学期カリキュラム表
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■まなびのアトリエ　２学期カリキュラム表
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71～72おおさか市町村職員研修研究センター　

■まなびのアトリエ　３学期カリキュラム表
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４．「これから」の教育支援 ～未来への投資～
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５．「これから」の婚活支援 ～若者の恋愛観からみる～

　2015年10月、私は「恋愛しない若者たち」（ディスカヴァー・トゥエンティ
ワン）という本を書いた。「この本をぜひ、ディスカヴァーから出したい」と
私から企画を持ち込んだのは、同社が2008年、山田昌弘氏と白河桃子氏による
「『婚活』時代」を大ヒットさせた出版社だったからだ。おかげさまで、発売
から１か月ほどで５刷５万部超えを記録するベストセラーとなった。
　同社の干場弓子社長は、私がこれまでに出会った中で間違いなく１、２を争
う出版センスの持ち主だ。企画を見て、まず彼女は次の点を指摘した。「20代
の若者の７割に恋人がおらず、その４割が『恋愛は面倒』だと言っている。で
も彼らの８～９割は『いつかは結婚したい』と考えている。牛窪さん、これは
大きな『矛盾』ですよね」。
　確かに現在、交際相手がいない20代は、女性で60％、男性では76％にも及ぶ
（2014年／リクルートマーケティングパートナーズⅰ）。別の調査で「20歳」
の時点だけ切り取るとさらに少なく、女性７割強、男性８割弱にいま、彼氏・
彼女がいない（2015年／楽天オーネットⅱ）。

「これから」の婚活支援
～若者の恋愛観からみる～

マーケティングライター　

牛　窪　　　恵

うしくぼ　めぐみ
　1968年東京生まれ。日大芸術学部 映画学科（脚本）卒業後、大手出版社に入社。
５年間の編集及びPR担当の経験を経て、フリーライターとして独立。2001年４月、
マーケティングを中心に行う有限会社インフィニティを設立。
　財務省「財政制度等審議会」専門委員、内閣府「経済財政諮問会議」政策コメ
ンテーター、経済産業省「消費者理解に基づく消費経済市場の活性化研究会」メ
ンバーなどを務める。
　著書には『恋愛しない若者たち』（ディスカヴァー・トゥエンティワン）、『男が
知らない「おひとりさま」マーケット』（日本経済新聞出版社）など多数。
　テレビ朝日「ワイド！ スクランブル」、NHK「所さん！ 大変ですよ」、フジテ
レビ「ホンマでっか！？ TV」ほかでコメンテーターなどを務める。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
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　さらに2015年夏、多くの大人達に衝撃を与えたのは、20代の未婚かつ恋人が
いない男女に「恋人が欲しいですか」と聞いた、内閣府の調査（少子化社会
対策白書ⅲ）への回答だ。ここで「恋人が欲しくない」と答えた割合が、男性
で39.7％、女性では41.1％にものぼった。理由として多かったのは「恋愛が面
倒」だ。

　反面、干場社長が「矛盾」と指摘したとおり、恋人がいない、恋愛が面倒だ
と捉える若者も、複数の調査で８～９割が「いつかは結婚したい」と考えてい
る。20代の多くは恋愛に憧れがない一方で、こと結婚には肯定的なのだ。それ
にも関わらず、その圧倒的多数がイメージするのは「恋愛結婚」。だから婚活
の場で「なんとなくいいな」と思う異性と連絡先を交換しても（恋愛に発展し
ないから）、結局は結婚に至りにくい。
　事実、婚活サイトやアプリ、婚活パーティなど、いわゆる「婚活サービス」



91おおさか市町村職員研修研究センター　

１

２

３

４

５

６

７

公
募
論
文

参
考
資
料

５．「これから」の婚活支援 ～若者の恋愛観からみる～

の利用が婚姻にまで発展したケースは、8.3％とまだ１割にも満たない状況だ
（2016年／リクルートマーケティングパートナーズ「婚活実態調査」ⅳ）。
　私は現40代後半のバブル世代。大学時代に、恋愛を美化するトレンディドラ
マが一世を風靡し、恋人とのデートが最もプライオリティの高いイベントだっ
た。国の第三者機関の経年調査でも、当時、バブル予兆期～最盛期の1982年、
1987年には、「交際相手なし」（18～34歳未婚）が女性の35％、男性の43％しか
いなかった。逆に、６～７割の男女に彼氏・彼女がいたわけで、いまとは格段
の差だ（2015年／国立社会保障・人口問題研究所ⅴ）。
　さらに15年前の旧オーネットによる調査（2000年）を見ると、恋人がいない
男女のうち「欲しくない」派は、男女ともに約１割しかいなかった。裏を返せ
ば、わずかこの15年間で、男性だけでなく女性でも、恋愛消極派が３割も増え
た計算になる。

　「結婚はしたい、でも恋愛は面倒」、そう捉える彼らの真意はいかなるもの
かと取材に入ったのは2015年春のことだ。まず聞こえてきたのは次のような声
だった。
「恋愛って、なんか恥ずかしい。『ネタ』っぽい」
「デートって疲れる。お金や時間を考えると、コスパ（コストパフォーマンス。
費用対効果）に合わない」
「恋人？　別に要らない。ほかに楽しいこと、いくらでもありますから」
　さらには、こんな驚くべき声まで飛び出した。
「結婚すれば、面倒な恋愛から解放される。早く結婚しちゃいたい」
　彼らにとって、恋愛はしないだけでなく「無視したい」もの。多くは「恋愛
スルー」を望んでいるようだ。また、一部は恋愛嫌い。昨今は消費の世界でも、
「嫌消費」との言葉が流布しているが、恋愛も例外ではない。とくにここ数年
は、女子にまで、恋愛が「ブラック扱い」されてもいるのだ。
　私は身震いさえ感じた。
――このまま恋愛スルーな20代が増えれば、ますます結婚しない・できない若
者が世にあふれてしまうのでは……？
　恋愛する・しないは、個人の自由だ。ただ問題は、これだけ恋愛に低体温の
若者が増えても、彼らの圧倒的多数が「いずれ結婚するつもり」と、将来的な
結婚を希望すること。その割には「恋愛が面倒」であり、他方で「恋愛結婚」
以外のイメージは浮かんでいない。となると、何らかの後押しや発想転換なく
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して、彼らが結婚にたどり着くのは難しい。
　やがて、若者や有識者の方々への取材、さらには過去の恋愛史や日本経済、
家族関係を振り返るなかで、若者の恋愛意欲における転換点が1990年代半ば
～2000年代にあったことが判明。私はこれを、「恋愛（ラブ）レボリューショ
ン」と位置づけることにした。
　すなわち、
　１、超情報化社会と性の「コンビニ」化
　２、男女平等社会と男女不平等恋愛
　３、親ラブ現象（親子仲良し）と恋愛意欲の封じ込め
　４、恋愛不良債権の露呈とリスク回避
　５、バブル崩壊と長引く不況による、恋愛格差社会
の５つである。以下に、その５項目別に詳細を見ていこう。

１、超情報化社会と性の「コンビニ」化
　1990年代前半、恋愛に変化の兆しをもたらしたツールといえば、ポケットベ
ルだろう。
　男女が離れていても「アイシテル」などパーソナルに連絡を取り合えるよう
になり、恋人達の距離は一挙に縮まった。私のような現40代後半のバブル世代
は、子ども時代には自宅に１台のダイヤル式電話しかなかった世代だから、ポ
ケベルを手にしたときは「画期的な発明だ！」と感動したものだ。
　ところが現20代は、デジタルネイティブ。多くは子どもの頃から、自分専用
の子機はもちろん、携帯電話やネット環境にも囲まれて育った。幼い頃から、
電話やメールで好きな異性にいつでも直接連絡を取れるのが「当たり前」だっ
たのだ。
　利便性が高まれば、「会えそうで会えない」「繋がりそうで繋がれない」と
いった、恋愛特有のときめきは削がれる。マーケティング上「ロミオとジュリ
エット効果」とも呼ぶ、いわゆる「枷

かせ

」がなくなるからだ。
　そのうえ20代の若者取材では、こんな声も次々とあがった。
「中学生の頃、（携帯電話の）ヘンなボタンをクリックしたら、いきなり女性
の裸体が次々出てきた。いやらしいポーズばっかで、吐き気がした」
「小学生のとき、父親のパソコンでインターネットを見てたら、性行為の画像
が現れてビックリした。表情が気持ち悪くて、なんかコワいと思っちゃった」
　そう、現20代男女が小中学生の頃、急速に発達したのがネット上のアダルト
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サイト。これにより、まず「アダルト画像（静止画）」がパソコン経由で家庭
内に侵入。彼らが高校・大学生になる頃、今度は動画のアダルトサイトも続々
と登場した。
　その後は携帯電話やスマホの進化に伴い、いつでもどこでも、が定番化。か
つてレンタルビデオの「成人コーナー」ののれんをくぐらなければ手に入らな
かったアダルト動画が、いまやコンビニ感覚で楽しめる。いわば、性の「コン
ビニ化」だ。反面、性的神秘のチラリズムは失われたのだろう。
　和光大学・現代人間学部で、若者の自立や自我発達の研究・指導を行う准教
授の高坂康雅氏は、「何でもネットで情報を得られる社会に育った若者は、そ
れですべてが分かった気になる『既視感』が強い」と言う。まるでハワイに一
度も行ったことがない若者が、ネット動画やテレビでハワイのクリアな映像や
情報を見て「どうせハワイってこんなところでしょ」と行った気になるのと同
じように。
　同時に、初めて目にする画像や動画が「気持ち悪い」「怖い」との印象を与
えてしまえば、憧れも弱まる。そのせいもあるだろう。いまや20代女性の３
人に１人以上、同男性でも５人に１人以上が、それぞれ「セックスに関心がな
い」あるいは「嫌悪している」と答える。この「性的無関心プラス嫌悪」派は、
2008年時の20代（子どもの頃まだネット環境が十分でなかった男女）に比べ、
わずか６年で１割以上も増えた計算だ（2014年／日本家族計画協会ⅵ）。
　一方、中央大学文学部教授、山田昌弘氏は「近年、男性は『性欲』への幻想
が、女性は『恋愛』への幻想が低下した」と見ていた。男女ともどんどん現
実主義になり、結果的にロマンチックな気分の行き場がバーチャルに向かっ
ているとのこと。確かに昨今、ゲームやバーチャルアイドル（初音ミクほか）、
AKB48のように「会いに行けるアイドル」まで登場した結果、そこで手軽に
恋愛欲求が満たされ、リアルな恋愛は「面倒」で「疲れる」「重い」ものへと
変質したのだろう。

２、男女平等社会と男女不平等恋愛
　取材初期の段階で、名古屋の建設会社に勤めるマサノリ（24歳）はこう言った。
「女の人って、付き合うと『告白ぐらい、男子からしてよ』とか『（デート
の）お店決めるのは、男の役目でしょ』って言う。なんでだよって、納得いか
ないんスよね」
　一方、男勝りなスポーツインストラクターのイズミ（24歳）は、「男に媚
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売ってまで出世したいとは思わない」と言いながらも、「私みたいに『男っぽ
い女子』は、相変わらず損する世の中ですよね」と苦笑した。彼女が勤務する
ジムの会員の７割は男性で、人気コーチは明らかに「女っぽい」女性。結局は、
生徒からの人気が勤務評価につながるから、髪を伸ばして化粧すれば少し評価
が上がるかもしれない。でも、そこまではしたくないという。
　そんなマサノリとイズミは、奇しくも同じ台詞を口にした。「だって『男女
平等』の世の中なんだから」。
　振り返ると、日本で家庭科の男女共学など、いわゆる男女平等教育が根付い
たのは、1980年代後半、団塊ジュニア（現40～45歳）の中高生時代からだ。職
場でも、「男女雇用機会均等法」が改正された1990年代後半以降は、男女平等
の採用・配属が徹底された。ゆえに現20代～30代半ばの男女にとっては、学校
でも職場でも「男女平等が当たり前」なのだ。
　だから普段は平等感覚の、男友達と女友達でいる。でもいざ恋愛、交際とな
ると、突如として「男が支払うべき」「告白すべき」など、男らしさを要求さ
れる。他方、女性のほうは「女らしくすべき」という無言のプレッシャーも受
ける。この点が、若者にとって「気持ち悪い」「納得できない」のだろう。
　ただ彼ら自身、その矛盾に気づきながらも、大胆な発想転換までは至ってい
ない。あるリサーチ会社のＲ＆Ｄが2014年に行った調査でも、「あなたが好ま
しいと思う女性は？」との問いに対して、20～26歳の独身男性が支持したトッ
プ３は、１位：「優しい／包容力がある」（61％）、２位：「家事能力が高い」
（58％）、３位：「見た目が良い」（54％）など、いずれも旧来型の「女らし
さ」を支持する声だった。
　他方の女性でも、別の調査で「自分より収入の少ない男性は恋愛対象にな
らない」と答えた22～34歳がなんと６割超（62％）（2015年／マイナビウーマ
ンⅶ）。
　表面上は「恋愛や結婚相手は、性格が合う人がいい」「優しければもう何も
いらない」などと言う反面、女性は結婚どころか恋愛でもいまだに男性の年収
を強く意識している。女性の高学歴化と社会進出に伴い、日本でも若い男女の
年収はほぼ同額か、むしろ逆転現象さえ起きているにも関わらず、である。
　これでは、男性はより一層「不平等感」を募らせるだろう。加えて、振られ
るリスクさえある告白についても、「男性からすべき」が今日でも圧倒的多数
を占める。ガラスハートの草食系男子が、「ならば、別に付き合わなくてもい
いや」となるのも、もっともなことだ。
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３、親ラブ現象（親子仲良し）と恋愛意欲の封じ込め
　「近年、親と10、20代男女の密着ぶりが顕著。高校生や大学生の一部が、ま
だ親と一緒にお風呂に入っている」と教えてくれたのは、「尾木ママ」こと、
法政大学文学部教授の尾木直樹氏だ。
　衝撃的なデータもある。中学生までに「初めての射精（精通）」を体験する
男性は、1981年には約８割だったが、1999年に約５割、2011年には36％にまで
減少。性を嫌悪する20代男性も年々増え、いまや同男性の４人に１人が、セッ
クスを「汚らわしい」とのニュアンスで見ている。また、男子高生のセックス
経験率を見ると、母親が「専業主婦（おそらく共働き母より息子と密着）」の
場合、2005年（23％）をピークに経験率が急落し、2011年には８％にまで激減。
この下げ幅は、共働き母をもつ男性や女子高生の数値と比べ、格段に大きい
（2011年／日本性教育協会）。
　なぜ共働きより専業主婦家庭のほうが、息子のセックス経験率が低いのか。
共にいる時間が長い分、目が届きやすいせいもあるだろう。ただそれだけとは
思えない。尾木氏は、専業主婦を中心とする「親子密着」が、結果的に子の性
的欲求を封じ込める一因にもなっているのでは、と指摘する。
　親子入浴については、私も以前、あるビジネス誌の記者から似た話を聞いた。
記者が取材で、有名私立男子中学２年生のクラスを訪れると、「いまもお母さ
んとお風呂に入っている」と（顔を伏せて）手を挙げた男子が、クラスの半分
もいたというのだ。
　そんな母親は大抵、「うちの息子、親離れできなくて」と笑みを浮かべて話
す。では、思春期の息子の側はどうかと聞くと、言いにくそうに次のような答
えが返ってきた。
「だって、『（一緒に）入らない』なんて言うと、お母さんが淋しがるから」
「せっかくの愛情をはねつけるみたいで、イヤとは言いにくい」
　私はハッとした。以前、精神科医で医学博士でもある斎藤環氏に教えられた
言葉を思い出したからだ。それは、「現代の若者は親にしがみついているので
はなく、気を遣って甘えているのだ」との見地。
　物心ついてからずっと不況の時代に育った彼らは、「親だけは自分を裏切ら
ない」「親が最後の砦」と考えている。だからこそ、親子関係を険悪なものに
はできない。ただ、そうした過剰な配慮が、結果的に「男性性」を封じ込める
要因になっている可能性はある。息子にとって、自分が異性に不

ふ

埒
らち

な欲望を抱
くことが「母親への裏切りになる」との思いもあるからだ。
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　他方、取材では20代女性から、「恋愛や結婚相手は、親が気に入らないとム
リ」との声が多数聞かれた。既に20～30代夫婦では、結婚、出産後に親と「近
居（近接居住）」の若者が65％前後にのぼるが、その最大の理由は、共働きが
増え、子育てに少なからず親の援助を得る必要があるからである。
　そう、彼らは若干20代にして、自分の生き残りのカギは「親ラブ（親子仲良
し）」にあると本能的に感じている。だからこそ、親との関係性を悪くはでき
ない。でもそれが、結果的に彼らを恋愛から遠ざけている可能性も、否定はで
きないのだ。

４、恋愛不良債権の露呈とリスク回避
　1990年代に入り、エイズ（HIV感染症）や様々な性病が大きく取りざたされ
るようになると、恋愛市場では少しずつ「リスク」と呼べるものが噴出し始め
た。
　たとえば、1989年に新語・流行語大賞「新語部門」金賞を受賞した「セク
ハラ（セクシャルハラスメント）」以降、「パワハラ（パワーハラスメント）」、
「ストーカー」、「DV（デートDV）」、「リベンジポルノ」など。
　バブル期（1991年）には、大ヒットドラマ「101回目のプロポーズ」（フジ
テレビ系）の主人公（武田鉄矢）がヒロイン（浅野温子）に告白しフラれた後
も諦めきれず、何度もデートを申し込み、「僕は死にましぇん」とダンプカー
の前に立ちはだかるが、いまとなっては明らかに異常行為、ストーカー扱いさ
れる可能性も否めない。
　ちなみに、ストーカー犯罪の認知件数は、分かっているだけで年間約
２万２千件（2015年／警視庁ⅷ）。当然だが、警察に訴え出なければカウント
されない。陰にその何倍も、苦しむ女性がいるものと推測できる。こうした一
連の恋愛リスクは、被害者本人はもちろん、身近な知人や友人、家族、あるい
は報道等でその事実を知った一般男女にも「怖い」と伝わるのが特徴だ。
　たとえば、桶川のストーカー事件。自分とほぼ同年代（被害当時21歳）の女
性が、街で偶然出会った男性と交際を始めただけなのに、やがて相手がストー
カーへと様変わりし、日中の自転車置き場で刺殺される……。となれば、若い
女性が男性からのアプローチにも、「本当に大丈夫か」と、いったん身構える
のは当然だろう。
　男性には、別の恋愛リスクもある。加害者と勘違いされる「冤罪リスク」だ。
痴漢だけでなく、セクハラやストーカーも同様だろう。自分にはその気がなく
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ても、ちょっとした発言やメールのやりとりで、相手女性に「セクハラ」と指
摘されるかもしれない。企業各社はコンプライアンスにうるさいから、単に街
で声をかけるのにも慎重になる。
　「そのうえ、昨今はSNSによって、男女の距離感が難しくなった」と指摘す
るのは、立命館大学産業社会学部准教授の斎藤真緒氏。彼女はワークショップ
形式で、恋愛の楽しい側面だけでなく「相手を束縛しそうになる」や、「デー
トを断るときのやりとり」についても指導する。
　LINEをはじめとするSNSで誰もが簡単につながる現代では、つい相手を拘
束しがちだ。男女がベッタリしたしんどい恋愛を築きやすく、やがてそれに依
存し、「自分のすべてをいつも相手に分かって欲しい」と考えやすい。欲求が
満たされないままだと、最終的にはデートDVやストーカーにまで発展するこ
ともあると斎藤氏は言う。
　確かに「恋愛が面倒」とする若者の多くが、取材中「いつもSNSで監視され
てるようでイヤだ」「しょっちゅうLINEに返すのがしんどい」などと口にした。
大学の授業でまで、恋愛の距離感を学ばねばならない若者たち。それだけ時代
が大きく変わったのだと言えよう。

５、バブル崩壊と長引く不況による、恋愛格差社会
　2014年、私が内閣府の規制改革会議の場で次の話をすると、会場にいた官僚
や大企業のトップクラスはどよめいた。
「非正規（雇用）で「恋人あり」の20代男性は、正規の半分にも達しませ
ん！」
　いわゆる、格差社会。既述のとおり、結婚どころか「交際相手のあり・な
し」までが、雇用形態や年収に大きく左右されるのが現代である。
　具体的に見ていこう。まず男性にとっては、「年収200、300万円の壁」が、
未婚・既婚を大きく分ける。現在、20～34歳男性（独身）で年収200万円未満
は、３割弱もいるが、別の調査で同200万円未満男性（20～30代）の既婚率は、
３％のみ。多くが「結婚難民（予備軍）」となる状況が分かる（2010年／国立
社会保障・人口問題研究所ほか）。
　雇用形態別に見ても、既婚・未婚の差は一目瞭然だ。総務省の調査（2013
年）で、男性（20～34歳）の既婚率を正規・非正規別に見ると、正規35％：非
正規14％と、倍以上違う。さらに「恋愛」についても、20代男性の「恋人あ
り」は、正規で34％いるが、非正規では16％と半分以下。30代はそこまで差が
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ないが、それでも正規21％、非正規14％と、非正規の「あり」は１割近く少な
い（2011年／内閣府ⅸ）。
　極めつけは、「交際経験」の違いである。先の調査で、20代・正規男性の
「交際経験なし」は14％だが、非正規では41％、なんと３倍にものぼるのだ。
　なぜ恋愛でも、明らかに差がついてしまうのか。そもそも恋人なし、交際経
験もなしの「未恋男子」は、異性とのコミュニケーション自体に自信がない。
先の内閣府の調査で、「気になる異性がいても、どのように声をかけたらよい
か分からない」や「恋愛交際の進め方が分からない」が５割前後。「異性との
交際がなんとなく怖い」も４人に１人いるほどだ。
　既述のとおり、いまだに女性の多くが「恋愛するなら、自分より年収が上の
男性を」と望む。そのうえ「自分から声もかけにくい」となれば、未恋男子は
今後も恋愛に向かいにくい。正規で高年収の男性との間に、自然と恋愛格差や
「モテ格差」が開いてしまうのは想像に難くない。
　さらに、中央大学教授の山田氏が指摘するのは、恋愛や経済の「希望格差社
会」だ。元とされるのはアメリカの進化心理学者・ネッセの論文で、「努力が
報われると思えば希望が生じる」「でも努力しても無駄だと思えば、絶望が生
じる」との記述である。
　山田氏は言う。「正社員なら、努力すれば昇進や昇給が期待できる。その努
力が上司や同僚に評価されて、やる気も生まれる。でも非正規のままでは、い
くら努力しても昇進はなく、昇給もたかがしれている。逆に、明日にも解雇さ
れて努力が無駄になるかもしれない」。だから非正規は、仕事にも恋愛にも人
生にも、「自分なんて」と希望が持てなくなる、との説だ。
　その通り、私の取材で非正規男性の多くは、「自分は合コンに行ける身分
じゃない」「彼女ナシが『身の丈』ッスよ」などと肩を落とした。デート費用
もままならず、告白しても失敗のリスクが高い。それどころか、不審者扱いさ
れる可能性さえある。そもそも気持ちのうえで、今日を生きることに精一杯で、
「明日の恋愛」にまで夢をみる余裕がないのだろう。

今後の婚活支援はどうあるべきか
　さて、こうした若者の現状を踏まえ、今後の婚活支援はどうあるべきか。
　まず間違いなく言えるのは、大人達が「君達を応援するよ」「なにかあれば
助けるよ」と、常に温かく見守る態度を示すことだろう。
　身近なところでは、婚活パーティや「街コン」などの場で、かつての「お
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せっかいオバサン」に代わる人物が縁結び役を果たすこと。これまで取材した
限りでも、こうした仲介役の大人がいるケースでは、明らかに婚活の成約率は
高い。現代の若者は自分の審美眼に自信がなく、恋愛リスクは「自己責任」
だと思い込んでいる。だからこそ、周りの大人が「君の目に間違いはないよ」
「なにかあっても大丈夫」だと、背中を押してあげる必要があるのだ。
　2016年には「寺コン」もブームになった。文字どおり寺の僧侶が仲を取り持
つ婚活で、始まりは2010年。臨済宗の若手僧侶の有志でつくる「吉縁会」の事
務局長・龍雲寺（静岡県浜松市）の副住職が、他の寺院と協力して友人の婚活
相談に乗ったのがきっかけとされている。
　特徴は２つだ。１つは、座禅や写経などの仏教体験を通じ、じっくり相手の
人柄を吟味できること。もう１つは寺コンの多くに、事前に参加者を「面接」
あるいは書類で審査（検討）する儀式が介在すること。とくに後者は、多くの
恋愛リスクにさらされ「見知らぬ人との交際は不安」と考える若者に好評であ
る。2016年11月初頭に開催された天龍院（東京都台東区）の寺コンには、定員
約60人に対して男性で３倍、女性では５倍の申込者が殺到した。
　また、見知らぬ異性を「怖い」とする若者の間では、古くからの顔見知りで
ある同級生との「同級生婚」も人気が高い。最近では、サッカー日本代表の
内田篤人選手や元フィギュアスケート選手の織田信成さんが、それぞれ小学校、
中学校時代の同級生と結婚を発表。タレントの鈴木奈々さんや上地雄輔さんの
同級生婚も、20代男女に大いに支持された。私が取材協力したある女性ファッ
ション誌上のアンケートでは、なんと82％の女性が「同級生婚はあり」と回答
したほどだ（幻冬舎「GINGER」2016年11月号）。
　昨今、山形県の遊佐町や岡山県の奈義町はじめ複数の自治体では、同窓会の
会費を一部補助する動きが広がっている。故郷を離れた男女が同窓会を機に地
元で再会し、そこから恋愛、結婚へと発展すれば、Ｕターンの可能性が高まる
からだ。現30代半ば以降の若者は「地元好き」が多いことからも、こうした試
みは一定の効果をあげるだろう。
　さらに、コスパ世代の彼らには「結婚がコスパでおトクだ」と明確に示す
方策も有効だと思う。よく例にあがるのは、シンガポール。同国ではプロ
ポーズの際に「Shall we apply for a flat together？（一緒に公団を申し込まな
い？）」と告げるのが一般的だが、これは配偶者か婚約者がいれば、独身者よ
り公団住宅（HDBフラット）の入居で大いに優遇されるからである。日本に
もこうした制度があれば、「せっかくだから婚約しよう」と考えるコスパカッ
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プルも増えるはずだ。
　一方で、現状の「結婚するか、しないか」という二択の婚姻制度が、若者の
感覚とズレていることも否めない。ご存じの通り、フランスやスウェーデン
では、入籍せず同棲から事実婚へと向かうカップルを支援する制度（「パック
ス」「サムボ」）があり、籍を入れず誕生する子（いわゆる婚外子）も５割に
及ぶ。日本は低所得の移民が極めて少ないので一概には言えないが、複数の調
査（2013年「アットホーム」ほか）で「同棲経験あり」とする男女が３割前後
いることからも、一定期間同棲したカップルに婚姻夫婦とほぼ同等の保障や金
銭的メリットを感じさせる方策も、検討の余地があるはずだ。
　そして何より重要なのは、漠然とした将来不安が大きい若者達に、雇用形態
の非正規、正規に関わらず、一定の「社会保障」を与えること。恋愛も結婚
も出産も、多少のリスクを孕んでいても、最終的には国や社会がそれを吸収し、
金銭的にも一定程度シェアするから大丈夫だという姿勢を見せることだ。
　現20代の男女がどれほど金銭面に慎重か、最後に驚きのデータをご紹介し
よう。2012年、私が日本経済新聞と20代男女に行なった、「貯蓄」に関する調
査結果。ここで、20代未婚男女の貯蓄理由は「自分の老後のため」と「（将来
の）子どもの教育資金」がそれぞれ３割前後を占め、１位、２位だった。多く
がまだ伴侶どころか恋人さえいないのに、20代のうちから「老後のため」「未
来の子どものため」と貯金しているのである。そんな彼らに「何があっても何
とかなるよ」という口だけの気休めは、もう通用しない。
　私達一人ひとりにもできることがある。それは、わが子や若者の前で「結婚
してよかった」と声を大にして言うこと。そして「素晴らしい伴侶に出会え
て幸せだ」という笑顔を、折に触れて見せてあげることだ。私自身、今の夫に
出会っていなければ、間違いなくこんな充実した毎日は送れていなかった。多
少の気恥ずかしさはあるが、ぜひ誰かと共に人生を歩むことの価値や喜びを、
堂々と若い世代に伝えていきたい、強くそう感じている。

出典・参考
ⅰ　 2014年　リクルートマーケティングパートナーズ、「恋愛観調査2014」
　http://bridal-souken.net/research_news/2014/12/2014-058e.html
ⅱ　 2015年　楽天オーネット、「2015年１月５日【Vol.64】第20回新成人意識調
査 2015年新成人（全国600人）の生活・恋愛・結婚・社会参加意識」

　https://onet.rakuten.co.jp/company/release/2015/20150105.html
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５．「これから」の婚活支援 ～若者の恋愛観からみる～

ⅲ　2015年　内閣府、「少子化社会対策白書」
　http://www5.cao.go.jp/keizai3/whitepaper.html#keizai
ⅳ　 2016年　リクルートマーケティングパートナーズ、「婚活実態調査2016『婚
活サービス※』は、今や結婚に向けた有効な手段に！」

　http://www.recruit-mp.co.jp/news/release/2016/0623_2969.html
ⅴ　 2015年　国立社会保障・人口問題研究所、「第Ⅰ部　独身者調査の結果概
要：２．異性との交際」

　 http://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou15/gaiyou15html/NFS15G_
html03.html

ⅵ　 2015年４月15日発行　日本性教育協会、「現代性教育研究ジャーナル
No.49」

　 http://www.jase.faje.or.jp/jigyo/journal/seikyoiku_journal_201504.pdf#sear
ch=%27%E6%80%A7%E6%95%99%E8%82%B2%E3%81%AE%E6%96%B0%
E3%81%97%E3%81%84%E8%AA%B2%E9%A1%8C%E3%81%AB%E3%81%
A4%E3%81%84%E3%81%A6%E8%80%83%E3%81%88%E3%82%8B%E3%83
%92%E3%83%B3%E3%83%88%E3%82%92%E5%BE%97%E3%82%8B%27

ⅶ　 2015年　マイナビウーマン、「自分より低収入の男性でも恋愛対象になる？
⇒「NO」約６割も！」

　https://woman.mynavi.jp/article/150517-14/
ⅷ　2015年　警視庁、「警視庁の統計（平成27年）」
　 http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/about_mpd/jokyo_tokei/tokei/k_
tokei27.html

ⅸ　2011年　内閣府
　 http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/research/cyousa22/marriage_
family/pdf/zentai/s2_1_2.pdf#page=7
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６．「これから」の都市部と地方のライフスタイル ～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

１．地方創生という経験――「選択と集中」から「多様性の共生」へ
　止まらない「人口減少」を我が国の大きな課題として明示したのが、2014年
５月に発表された日本創成会議の報告「ストップ少子化・地方元気戦略」であ
る（増田編2014）。この報告を受け、政府が立ち上げた、まち・ひと・しごと
創生本部による地方創生事業は、日本創成会議と同じく、人口減少の原因を東
京一極集中においている。日本の人口減少、とくに止まらなくなっている少子
化への警告。そしてこの事態を打破するために、東京一極集中を是正しなけれ
ばならない――地方創生はこのことを目標にした国家事業としてスタートした。
　東京一極集中を阻止し、日本の人口減少の歯止めをかける――一般にそうい
われた場合、東京に人が集まりすぎていることに問題があるということだから、
中央＝首都圏と地方との間の人口のアンバランスを解消することがその本質的
な課題となるはずである。中央と地方の人口アンバランスはまた、各地では大
都市圏への一極集中として立ち現れているから、この問題は都市と農村、市部
と町村部とのアンバランスでもあり、こうした地域間関係の再調整こそが、地
方創生で真に取り組むべきことであるはずだった。実際、国の全国総合開発計
画から国土のグランドデザイン、そして国土形成計画に至るまで、そうした国
土利用の調整こそが、これまでも大きな課題とされてきたはずである。
　ところが地方創生事業は、そうした調整に入るよりはむしろ、各地域に競争

「これから」の都市部と地方のライフスタイル
～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

首都大学東京　都市教養学部・人文社会系　准教授　

山　下　祐　介

やました　ゆうすけ
　1969年生まれ。九州大学助手、弘前大学准教授を経て現職。過疎高齢化、災害、
環境問題などに取り組む。2011年より現職。
著書に、『限界集落の真実　過疎の村は消えるか』、『東北発の震災論　周辺から広
域システムを考える』、『地方消滅の罠「増田レポート」と人口減少社会の正体』、
編著・共編著に『白神学』第１巻～第３巻、『人間なき復興　原発避難と国民の
「不理解」をめぐって』『地方創生の正体』などがある。『津軽学』の活動にも参加。
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をあおる形で作動している。とくに今回の政策が各地域での人口集めや経済的
自立を促す志向性をもったことから、中央と地方、都市と農村の再調整ではな
く、各地域での新たな開発を求める方向に展開した。それ故、各地域の今後に
ついては――政府の意向はともあれ――、この開発から振り落とされれば国か
ら見放され、場合によってはその淘汰（地方消滅）もやむなしといったような
論調さえ生じてしまったのである。これはそもそも、この地方創生を導いた日
本創成会議の提言が、「選択と集中」型の論理を内在していたことにも由来す
ると考えられる。
　筆者はこうした議論の展開を憂えて、拙著『地方消滅の罠』で、「選択と集
中」型の開発政策から、「多様性の共生」を目指す調整的な政策へと転換する
ことを主張した。が、そうした主張自身が大都市的な思考法の前では、「全て
の地域は救えない」「事態を甘く見ている」と批判されてきた。しかし、企業
に淘汰はあっても、地域や自治体に淘汰があってはならない。自治体は国の基
礎であり、そのアンバランスは調整されなければならない。事態を甘く考えて
いるというよりも、多様な地域がバランスよく共存しなくては、国というもの
は保てない――そうしたことを筆者は警告してきたのである。
　この国にある各地域は相互に補完的であり、その全てがバランスよく成り
立っていることによって国家も成立する。事実、そのように1990年代までは政
策も実施されてきた。ところが近年――とくにこの10年ほど――国の目指すも
のが地域の意向と大きくズレはじめている。おそらくこのことが、我が国が今
直面している最も大きな課題なのであろう。そしてそれは、各地方では都市部
と農山村部のズレとしても顕現している。大阪府もまた、この国全体から見れ
ば一地方であり、そして大阪の中にも都市部と農山村の間のズレが目立ってい
るのではないか。しかもそれは単なるズレではなく、どうもこうした一方的な
もののようなのである。
　地方は何をやっているんだ。農山村はきちんと稼げ。俺たちのカネを税とし
て無理やり徴収して、どうして稼ぎのない奴らに分配してやらなくてはならな
いのだ。自分に必要な分は自分で確保しろ。いつまでも俺たちに頼ってばかり
いるな。自立しろ――と。こうした偏った考えが出てくる背景には、バブル崩
壊後、約10年で明るみになったこの国の財政危機があり、それを踏まえて一部
の人々に次のような意識が渦巻いているのを反映したもののようである。「稼
いでいるのは俺たちだ。稼ぎのない奴らの面倒を見ていては、自分たちまで落
ちてしまう。この国を守るためには全ての面倒を見るわけにはいかない」
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６．「これから」の都市部と地方のライフスタイル ～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

　「すべての町は救えない」。これは日本創成会議の提言を紹介する月刊誌の
表紙にも踊っていた文言である。国家を守るため、この国の経済を守るため、
健全な財政を維持するため、切り捨てなければならないものがある。切り捨て
られたくなければ自分たちのことは自分たちで解決する意気込みを見せてみよ
――こうして、中央（首都圏）と地方の、大都市と農山村との関係が、「お互
い様」からそうでないものへと徐々に切り替わりつつある。
　いったい何故こんな偏った思考法に陥ってしまったのか。

２．近代という時代の中で生まれた都市と国家
　このことは、国家は何故生まれたのか、そしてその中で都市とは何なのかを
考えてみれば、実は当然生じるべきものでもある。きわめて教科書的なことで
はあるが、このことをここで今一度振り返っておきたい。
　日本の国が生まれたのは、明治維新によってである。江戸時代の幕藩体制は
近代的な意味での国家ではない。欧米列強が海を越えて我が国に迫り来る中で、
すなわちグローバル化の波が急激に押し寄せる状況を前にして、この国は生ま
れた。19世紀中頃、それまでの安定した状況から一転し、国対国はお互いに侵
略し合う（し合える）関係として立ち現れた。他の国々に競争で勝たなければ
侵略され、淘汰される――西欧が始めた対外戦略は、そうした危機感をアジア
に広げ、日本は近代国家の樹立によってこれに対抗した。
　そして、こうした近代国家の目的を達成するために、この時から徐々に整備
されていったのが、日本の近代都市である。その多くは江戸時代の城下町を基
礎にしてはいるが、そうした伝統的な都市とは別に国家の目的を達成するため、
直接的にあるいは間接的に新たに多くの都市も加わっていった。江戸もまた首
都東京として新しく生まれ変わった。では、これらの近代国家・都市の目的と
は何だったのか。
　それは、この国を守るための軍事化、産業化を推進することである。「富国
強兵」を進めるため、国家・都市は懸命に努力を続けた。その中心となったの
が東京だが、むろん東京だけで国家は成り立たない。大阪をはじめ、農村を含
めて各地域が国家のためにしっかりと協力し、奉仕していくことで富国強兵は
実現した。先の大戦では数百万人の同胞を失うほどの手痛い失敗を被るが、戦
後は強兵を保留し、富国に専念することで、稀に見る高度経済成長を果たし、
一時は世界で一番の経済大国といわれるほどにまでなる。
　だが2000年代に入って、この挙国一致体制には大きな欠陥が潜んでいたこと
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が明るみになってきた。首都東京への一極集中はたしかに海外との戦いにおい
ては有効な手段だった。しかし、その一極集中が過剰に進んだために、それが
極端な人口減少へと結びつくほどの病理となっている。結果としてこれまで首
都東京に人やモノ、文化を供給してきた地方が、人口減少、経済力の低下、文
化力の劣化に陥ってしまい、国家全体としての持続可能性さえ疑われるような
事態になってしまったのである。これでは強い国家を作るどころではない。東
京と地方の、都市と農村の関係を今一度見直し、調整して、一極集中を解消し、
バランスを取り戻さなくては、この先の成長や、まして防衛力の増強など実現
すべくもない。まずはあらためてこの国の問題がどこにあるのかを見直そう―
―地方創生は本来、そのように提起されるべきもののはずであった。
　現実には、地方創生は地域間の人口・財（公共事業）の獲得競争となり、何
より仕事づくり競争へと特化してしまった。その中では官民問わず新たな都市
型の提案も多数現れるようになっており、例えば地方では過疎が進み、止まら
ないのであれば、移民を入れて逆植民地にして問題解決すればよい（橋爪大三
郎2016）などというものまで示されている。都市型思考の中ではもはや国家と
地域は相容れず、国家や都市を守るために地域はどうなっても構わない、どう
せ人口維持できないのなら、うまく国策に利用すればいいじゃないか、そうい
うふうに発想されるようにもなってきている（これは東日本大震災の被災地に
すでに顕在化しつつあるものでもある）。本来、この国は、国民や各地域を守
るために打ち立てられたもののはずである。その国家が、国家のために地域や
地方を犠牲にしても、国が成り立つならむしろその方がよいと言い始めている。
だがそれでは、何のための国家なのか。しかも近代化の罠は、もはや国に権力
集中してそれで解決できるような単純なものではないのである。

３．国家と地域のズレ――世代の問題から
　要するに起きていることはこう言うことだ。
　国家を中心に国づくりを進め、それを進めすぎたことによって、次第に各地
域の暮らしと国家の目標にズレが生じていった。そもそもそうした過剰な国家
目標の追求による失敗が先の太平洋戦争における敗戦である。その大義はどう
あれ、結果として数百万人の同胞の命が奪われたことを、今一度私たちは思い
出さなくてはならない。
　そして近年、再び国家目標と地域目標との間にズレが目立ち始めている。例
えば沖縄において、あるいは原発事故の被災地において。それどころか、阪
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６．「これから」の都市部と地方のライフスタイル ～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

神・淡路大震災の被災地をはじめ、1990年代中頃以降から現在にかけて様々な
公共事業が行われるところでは――それもハードのみならず、ソフトな事業に
おいてすら――国家と国民、国家と地域の思いや目的に大きなズレが現れてき
ている。
　戦後、私たちは国家が強くなりすぎないよう、慎重に物事を進めてきたはず
だった。だがそうした注意が、2000年代に入って疎かになってきたようだ。い
や国家の集権化を問題視せず、それどころか望みさえするような思考法、国家
目標のみを正しいものと感じる心性が国民の間に顕著に現れるようになってき
たというべきかもしれない。
　とはいえ、1945年の敗戦から65年以上も経って、何故いまこうしたことが生
じてきているのだろうか。このことは実は世代の関係を読み解くとよく分かる。
2010年代は日本の世代交代において極めて重要な時期なのである。今、大きな
変化が生じているのは決して偶然ではない。
　戦前生まれは、それ以前からすれば驚くほどの長寿化を果たし、昭和一桁生
まれが2010年代でようやく平均寿命に達していくこととなった。この戦前生
まれは昔ながらのライフスタイルで、農山漁村を、あるいは伝統的都市の中心
市街地を守ってきた。それがなくなっていくときに、初めて戦前社会から戦後
社会への完全移行に到達するのである。ここに限界集落のようなものが成立し、
かつそれが20年以上も消滅しなかったメカニズムもあり（『限界集落の真実　
過疎の村は消えるか？』参照）、また都市の中心市街地の全国的な衰耗のプロ
セスも見えてくる。そして現在私たちが迎えている問題の本質も、この世代の
観点から見ていけばよく分かる。すなわち戦前世代から戦後世代への暮らしや
生業、そして家族や地域が、次世代へとスムーズに継承されていかないこと、
何よりその考え方、価値観、社会を調整していく作法についての世代間の継承
が失敗しつつあるということなのである。
　逆に言えば、今後も日本の社会がしっかりと生命力を維持していくためには、
あと数年に迫っている戦前生まれ世代の全退出を前に、戦前のライフスタイ
ルの戦後社会への適切な継承が必要だということになる。そしてそれが実現で
きるかどうかは、今まさに家族を作り、子育てを始めつつある昭和末生まれか
ら平成生まれ世代のこの数年の動向に関わっているのである。『限界集落の真
実』や『地方消滅の罠』で筆者が説いてきたのはこのことである。そして例え
ば、田園回帰論に見られるように、地方や農山漁村へのUIターン現象が地方
消滅問題への解決の切り口として注目されるのも（小田切徳美2014）、そうし
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た視点から見て必須の論理なのである。
　とはいえ、この世代間継承の問題は、若い世代ほど都市、それも大都市郊外
に生まれ、また第一次産業からほど遠いところにいることから、決して容易な
ことではないのも明らかである。それどころか、すでにこの国の政治・行政を
司る中心世代が大都市生まれに移行しており、選挙もそうした世代の意向に
よって決定されるようになってきた。そのため本来、こうした中央－地方、都
市－農村、低次産業－高次産業のバランスを調整することが必要不可欠である
にも関わらず、むしろこの崩れたバランスをさらに破壊するような政策がまか
り通るようになってしまっている。すなわち、この国の経済が低迷しているの
は（つまりは国際競争に我が国が勝てなくなってきているのは）地方のせいだ、
農山村のせいだ、低次産業の（とくに昔ながらの農林漁業の）やり方が悪いせ
いだという話に、政治や行政の側ですら、なり始めている。そもそも、こうし
た国民の潜在意識に火を着けようと一部の人々が狙ったものが、「地方消滅・
自治体消滅」を謳う日本創成会議のレポートであったのかもしれない。

４．豊かな暮らしを持続するには
　だが、このままではこの国は危うい。しかも人口減少はもはや必須の流れに
なってしまっている。この時代を切り抜けていくために、何をどう考えていけ
ばよいのだろうか。
　豊かな日本の暮らしを今後も維持し続けるために、考えるべきは次のことで
ある。
　まずは「豊かさ」について今一度考え直すことである。豊かさは決して経済
的なもの、カネやモノの豊かさだけではない。むしろ日本の本来の豊かさは社
会関係にあった。知らない人同士でも互いに信頼し合える関係、そうした社会
関係が豊かであれば、カネは乏しくとも安心して暮らせる。商売も、取引も、
それが前提になっていた。
　今、日本社会が不安定なのは、そうした信頼関係が失われつつあるからであ
る。この社会関係こそ取り戻さなくてはならない。そして人口を生み出すのも、
まずは男女の信頼からだということに注意しよう。逆に言えば、この国に今欠
けているのはそうした社会関係、人々の交流、それを実現するための時間のゆ
とりである。人口減少社会の到来が教えているのはこのことであり、効率性や
カネ稼ぎとは全く関係がない。そもそも人は、お金や経済で増えるものではな
い。むしろ効率性やカネの追究は、人口の維持にとっては逆効果になるはずだ。
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６．「これから」の都市部と地方のライフスタイル ～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

　そして、この国の暮らしは都市だけでできているのではない。まして国家だ
けで作られているのでもない。このことも考え直していく必要がある。農村、
山村、漁村があって初めて都市はある。そして小さな町、中小都市、大きな都
市の都心があって初めて都市部の暮らしは成り立つのであり、郊外の大規模団
地やショッピングモールだけでは、この国を支える基礎が蝕まれてしまい、早
晩、この国の産業全体が足場を失って倒れることになるだろう。
　こうしたことを人々に今一度気づかせるための、豊かな人間交流のチャンス
を各地に作る必要がある。逆に言えば、こうした地域間・世代間・産業間の交
流経験が薄れているところに――よく見れば何もこの国に貢献していないくせ
に――他者に対して「無用だ」とか、「非効率だ」とか、「頼るな」だとか、そ
ういうことを平気で言う慢心した都市人・首都圏人が生まれてくる契機がある
ともいえる。
　国家はたしかに海外との戦いの中で必要なものであり、その戦いに負ければ
社会は維持できないのだから、国家は、場合によっては命をかけてでも守らな
くてはならない尊いものである。しかし、また国家は地域や家族など、社会が
基礎となってはじめて成り立つものであって、何もない真空に国家が成立して
いるなどということもない。国家と社会の関係はバランスよく保たれていなけ
ればならない。だが、このバランスが我が国では今大きく崩れはじめている。
このことを国民全体で自覚することが必要なのである。

５ ．小さな国としての自治体を国から守ること、あるいは自治体が国を守ること
　国家と社会のバランス、あるいは国家と地域のバランス――結局はこの関係
が戦後の大きな変動を経て、世代間での暮らしや生業・文化の継承に失敗しつ
つあることから、大きく崩れてしまったこと、これが問題の核心にはある。だ
とすれば、これを取り戻すことでしか、この問題は解決できないはずである。
ではそのために何が必要なのだろうか。逆に言えば、私たちには今何が欠けて
いるのだろうか。
　第一に、国家と地域は地続きだが、しばしばズレるものだということ、この
ことをあらためて認識するとともに、その極端なズレを適切な形で解消させて
いく努力が必要である。
　地域の「域」の字は、そもそも「國」を指す言葉である。地域とは國の中に
ある各地の小さな國々のことである。そしてこの小さな國は、国家を中央政府
が代表するのだとすれば、当然、地方自治体が体現するものであり、都道府県、



110 　おおさか市町村職員研修研究センター

第20号研究紀要

市町村が、地方自治法の精神をしっかりと遵守して、国と対等の関係になって
いくこと、このことが今最も必要なことだと言わねばならない。明治維新以降
進めてきた国家への集権化を、人口減少社会を前に大きく反転し、地方分権
へと戻していくこと。このことが、この問題を解決する最良の切り口になる。
地方自治体は住民のため、そしてひいてはこの国の国民全体のために、国と渡
り合う覚悟をしなくてはならない。でなければ、過剰に強大化した国家の都合
に振り回されて、果てはこの国そのものの大きな失敗につながることになるだ
ろう。
　第二に、そのためにも各自治体は互いにしっかりと連携していかなくてはな
らない。その際、平成に行ったような市町村合併や広域連携のやり方について
は十分に反省する必要がある。大阪については近年の都構想にも何が足りな
かったのか、十分な分析が必要だろう。筆者のフィールドは東北だが、東京の
向こう側から見ていて、大阪が上げたのろしは、東京都民以外にはほとんど届
かなかった。政治的対立とは別の、各地方における地域間、都市間、都市農村
間の、現実的で具体的な連携のあり方を模索することが必要なのではないか。
そこにはとくに都道府県の権限強化を検討する必要があると筆者は考える。
　第三に、先述した世代の問題に最も注意が必要である。戦前生まれが退出し
ていく中で、その空いた穴を新しい世代が埋めていかねばならない。農林業を
始め、必要な仕事は誰かが担わなくては社会は成り立たない。国民は皆で必要
な仕事を分担し合わねばならず、各自がただやりたいことをやっていればよい
というわけにはいかないのである。いや、正確には、国民がそれぞれにやりた
いことをやっていくと、ちょうどみんながバランスよく分業している――そう
いう状態を作り出す必要があり、それが今求められている政治の仕事、行政の
仕事なのだと言うべきだろう。若い人々に公務員や大企業の常勤職員を目指さ
ないと将来が危ないと思わせるような状況を作り出したこと、ここに2000年代
の改革の失敗はあり、それが実は止まらない人口減少につながっているのだと
いう現状認識を持つべきである。
　こうして、世代間・地域間のバランスが、国家至上主義・経済至上主義にあ
まりに行き過ぎたために崩れてしまい、肝心のこの国の人的再生産さえうまく
いかなくなってしまったこと――これが東京一極集中＝人口減少社会の正体で
ある。そしてその背景には、家族の崩壊、地域の崩壊があり、形だけの金銭
的・物質的豊かさを目標にして、本当の人間の豊かさ、文化の豊かさ、生活の
豊かさを犠牲にして、それで良しとするような2000年代初頭の重要な価値転換
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６．「これから」の都市部と地方のライフスタイル ～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

がある。こうした転換が肝心の社会そのものを破壊してきたという、この十数
年に起きたことへの反省がなされねばならない。「効率が悪い」「稼がない」
などと蔑まれているものの中に、経済や国家が求めるものとは違う、人間の豊
かさを生み出す地域社会の仕掛けがしばしば隠されている。そうしたものを頭
から否定してしまうような発想が蔓延してしまったところに、この国の暗転が
始まったのだと見た方がよい。
　事実この国に広がる矛盾が、本来のこの国の都・京や、本来の経済の中心で
ある大阪さえ否定し、さらには海外への窓口であった九州や北海道、工業の中
心である中部や北陸、北関東、大切な原料供給地帯であった東北、そして国防
の要である沖縄までも否定してきた。しかもこの東京以外は「非効率で稼がな
い」が故に存在する意義がないという論理を、国民自身が人口移動によって実
践さえしている。こうして「止まらない東京一極集中」の悪循環が生じている
のだが、そこで実際に東京が「効率的」で「稼いで」いるのならばまだよい。
ところが東京の経済力も、ただ首都に権力が集中し、ヒト・カネ・モノが過剰
集中しているからそう見えるにすぎないのであって、それどころかその過剰集
中によって首都圏では（とくに暮らしにとって）極めて非効率で非経済的な社
会が生まれているのであった。その象徴が、最も人が生まれない社会を示す、
東京都の異様なまでに低い合計特殊出生率（全国1.42に対し1.15：2014年）で
ある。この矛盾を解くためにも、各地域の自治体の中から、中央に向かって、
あるいは都市に向かって「それは違うよ」「勘違いしないでくれ」「こちらで
はこうさせてもらう」と、冷静な判断を求める動きを展開しなくてはならない。
　豊かな暮らしは、競争することによってもたらされるものではない。そもそ
も競争そのものが、相手を蹴落として自分だけが勝ち残ればそれでよいという
ものではない。競争は切磋琢磨であって、まずは競い合う前に（そして競った
後も）互いの存在を認め合うものである。村があって都市がある。農業があっ
てハイテク産業があり、そうしてはじめてアキバ（秋葉原）の浮かれた産業も
成り立っているのである。多様な地域、多様な産業、多様な業態・主体がある
ことが豊かさなのであり、それがまた来たるべきリスクを回避する手段になる
のであった。私たちはこの国の本当の豊かさについて、ここでしっかりと認識
し直さなくてはならない。そしてそれは例えば、楠木正成が大坂の山中で天皇
親政を目指して立ち上がったように、小さな地域の小さな抵抗から全国に波及
する、そういうものなのかもしれないのである。
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追記
　筆者は神戸の中学・高校を出たので、横目でずっと大阪を眺めてきたのだが、
その後東国（東北および東京）で20年以上を過ごし、かつての「西の東京」然
としていた大阪の印象しかもっていない。そのためせっかく機会を与えられな
がらも、いま十分な大阪論が展開できない。だが、意外に今も大半の大阪の人
は同じような大阪中心主義のうちにあるのではないかと感じたりもする。しか
もそれは、もしかすると非常に悪い意味で、である。また具体的に考察する機
会があればと考えている。

［参考文献］
小田切徳美（2014）『農山村は消滅しない』岩波新書
橋爪大三郎（2016）『日本逆植民地計画』小学館
増田寛也編（2014）『地方消滅　東京一極集中が招く人口急減』中公新書
山下祐介（2012）『限界集落の真実　過疎の村は消えるか？』ちくま新書
山下祐介（2014）『地方消滅の罠「増田レポート」と人口減少社会の正体』ち
くま新書
山下祐介（2015）「人口減少時代における地域再生―都市と農村、中央と地方
の健全な関係を再建することから」『RESEARCH BUREAU　論究』第12号、
39－48頁、衆議院調査局
山下祐介（2016）「首都圏から見た地方創生」『とうきょうの自治』102号、２
－11頁、東京自治研究センター
山下祐介・金井利之（2015）『地方創生の正体　なぜ地域政策は失敗するの
か』ちくま新書
山下祐介・市村高志・佐藤彰彦（2016）『人間なき復興　原発避難と国民の
「不理解」をめぐって』ちくま文庫
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７．人口減少社会での地域医療のあり方 ～医療・介護のシームレスな体制の構築に向けて～

１．はじめに
　医療を取り巻く環境は大変厳しい。医学部の定員は年々増員されているが、
１医師不足は続いている。また、看護師不足も顕在化し、看護師確保に苦慮す
るなど、医療スタッフが充足する医療機関は多くない。一方、消費増税に加え、
診療報酬については医療機関にとって不十分な改定が続くなど、経営状況に余
裕のある医療機関も多くないと思われる。
　そのような状況下に、本稿では「人口減少社会を豊かに生きる」にあたり、
「これからの地域医療」のあり方がテーマとして与えられている。
　医療は「豊かに生きる」ために欠かせない重要なことで、地域医療について
「人口減少社会」という時代背景を切り口に考察することは意義がある。一方、

人口減少社会での地域医療のあり方
～医療・介護のシームレスな体制の構築に向けて～

八尾市立病院事務局企画運営課　課長　

朴　井　　　晃

ぼくい　あきら
　1968年門真市生まれ。関西大学経済学部卒。1992年八尾市役所入庁。企画課・
職員課に配属後、2001～2002年度におおさか市町村職員研修研究センターに出向。
帰任後、文化振興課（財団法人八尾市文化振興事業団兼任）を経て、2007年から
八尾市立病院事務局勤務。
主 な著書：『市町村のための実践！公益法人制度改革―民間が担う公益の活性化に
向けて』（ぎょうせい，2009年）、『指定管理者制度―文化的公共性を支えるのは
誰か』（時事通信出版局，2006年，共著）、『自治体行政の領域－「官」と「民」
の境界線を考える』（ぎょうせい，2013年，共著）など
論 文：マッセOSAKA公募論文「公益法人制度改革と市町村－市町村出資財団法
人と市町村の今後の関係を構築するための課題整理」（マッセOSAKA研究紀要
第10号，2007年，最優秀論文）など

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

１　 佐藤（2015）に詳しい分析がされている。同書の分析で、OECD Health Data2012による2011年人
口1,000人当たりの臨床医は比較対象21か国平均3.22人に対し日本が2.23人（20位）で、看護師は
同平均10.56人に対し10.11人（10位）となっている。また、平均には医師で12万人以上、看護師で
５万人以上の増員が必要との分析がされており、医師・看護師は不足している。
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政策として医療を考察するには焦点を絞る必要がある。２財政経済研究会報告
書（2012）で「医療政策は、医療サービス供給者・保険者・被保険者の三者に
対する政策から構成されている」と定義されているが、それぞれ重要な政策研
究主体となりうるものである。
　本稿では、筆者が医療機関に身をおく立場から、医療サービス供給者に主眼
を置き、まずは医療政策・地域医療について概観する。その上で、地域医療を
取り巻く環境を分析し、今後重視すべき点を確認することで、人口減少社会で
の地域医療のあり方を考察するものとする。なお、本稿の記載内容は、筆者の
所属組織の見解ではなく、あくまで筆者の私見であることを申し添える。

２．医療計画を核とした地域医療の推進
⑴　医療政策と地域医療
　医療政策について、３印南ら（2011）は「狭い意味での医療政策は、主とし
て医療提供体制に関する政策と医療費保障制度に関する政策からなり、前者は
医療施設に対する政策、医療従事者の養成に対する政策、その他の政策に分か
れ、また後者は医療保険に対する政策、公費負担医療に対する政策、その他の
政策に分岐する。また、広い意味での医療政策は、保健・予防に関する政策や
介護に関する政策も含むもので、広範囲な政策の集合体であるといえる」とし
ている。医療を政策としてとらえた場合、治療のみならず予防から保健・介護
を含む範囲でとらえて考察する必要があろう。
　一方、地域医療について４佐田（2015）は「80年代には予防と治療の一体化
が課題とされ、それが概ね実現された90年代には医療と福祉の一体化が課題と
なりました。そして現在では、住民を巻き込んだ予防医療、患者にやさしい医
療、医療と継ぎ目なく提供される福祉、これらを一体的に提供することが目標
になりました。キーワードは『継ぎ目ない』という言葉で、予防医療から高度
急性期医療、緩和医療、福祉、介護まで含めた継ぎ目ない医療・ケアが現在の
『地域医療』です。その21世紀型『地域医療』では、大学病院をはじめとした
高度急性期医療を担う基幹病院も、この継ぎ目ない『地域医療』の一翼を担っ
ています」と語っている。地域医療は治療に重点を置く医療から、地域住民が
豊かな生活を送るために必要な健康を守るという医療への転換を図ってきた歴

２　 財政経済研究会報告書（2012）７ページ
３　 印南ら（2011）ⅶページ
４　 佐田（2015）29ページ
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史があり、この流れを医療政策に取り入れるため、1985年の医療法改正で医療
計画の策定が５制度化された。

⑵　地域医療の羅針盤となる医療計画
　医療は地域ごとに勝手な計画を策定して実施すると、結果として地域に必要
な医療が充分提供されない恐れがある。医療法では第30条の３で厚生労働大臣
は、「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図るための基本的
な方針を定めるものとする」と規定されている。医療提供体制については、ま
ず国が基本方針を定めることになっている。そして、医療法第30条の４で「都
道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県に
おける医療提供体制の確保を図るための計画を定めるものとする」と規定され、
国の方針を受けて都道府県は地域の実情にあわせ、医療計画を策定することに
なる。
　具体的には、日常生活圏で必要とされる医療を確保するため、二次医療圏を
単位とし、地域医療の効率化、体系化を図ることとされており、地域保健医療
計画として、都道府県における医療を提供する体制の確保に関する計画として
法定の位置づけを兼ねながら策定されることが多く、５年ごとに見直すものと
なっている。見直す項目は基準病床数、二次医療圏・三次医療圏の設定、地域
医療支援病院の整備、病院・診療所・薬局等の機能および連携の推進、僻

へき

地
ち

医
療・救急医療の確保、医療従事者の確保、その他医療供給体制の確保について
であり、現在の第６次医療計画は2013年度から2017年度までの５年間で計画さ
れている。
　まさに、医療計画は地域の医療政策の核となるもので、地域医療の推進にな
くてはならない羅針盤の役割を果たすものである。なお、次章以降で詳細にみ
ていくが、地域医療を取り巻く環境の変化から今後の医療計画は人口減少社会
を前提として策定されることになろう。

３．今後の地域医療のあり方
⑴　今後の人口構成と求められる地域医療
　では、人口減少社会を前提とした医療計画が策定される方向にある背景はど
のようなものであろう。６塩見ら（2011）は「人口に関してはその水準だけで

５　 これらの流れについては朴井（2013）に詳しい記載があるので参照されたい
６　 塩見ら（2011）６ページ
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はなく人口構成が重要になってくる。つまり、同じ１億人という人口であって
も、高齢者層が多い場合と、若年者層が多い場合では経済に与える影響は異な
る」と指摘している。
　表１は、厚生労働省が開催した第１回都道府県介護予防担当者・アドバイ
ザー合同会議2015の資料からの抜粋である。2025年は団塊の世代が75歳以上の
後期高齢者になる年で、75歳以上の人口が全人口の18.1％に達している。いわ
ゆる、2025年問題として医療を取り巻く環境がターニングポイントを迎える。
また、その後2035年には団塊ジュニアが65歳を迎え、2042年にはさらに75歳以
上人口は増え続け、４人に１人が75歳以上という超高齢社会の到来が想定され
ている。
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3,878 2042  

　表１　人口推計

出所　厚生労働省HPより抜粋

　７高橋（2013）は「2025年までは、『若い世代激減』による医療費減少効果
よりも、『後期高齢者激増』による医療費増加効果の方が、やや大きいようで
す。しかし、2025年以降は、『後期高齢者激増』要因がなくなり、『若い世代激
減』要因のみが残りますので、医療の需要は減少が始まると思われます。若い

７　 高橋（2013）TKC全国会 医業・会計システム研究会HP
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世代は主に急性期医療を利用し、後期高齢者が主に亜急性期医療を利用するな
らば、今後数十年に渡り、急性期病床の需要は減り続けることになります。一
方、亜急性期病床のニーズは、2025年まで急増し、その後横ばいになるという
ことです。（中略）急性期医療のニーズが急速に縮小するので、０～64歳が主
に使う急性期は減らしていくほうが望ましく、ダウンサイジングしないといけ
ません。（中略）一方、75歳以上の医療需要は増加するので、それに対応する
体制を整える必要があります。おそらく亜急性期病床で、高度急性期病院から
在宅復帰を目指す急性期後の患者と、高度医療は必要としない急性期の患者を
引き受けることが求められる方向に制度改革が進んでいくでしょう」と予測し
ている。
　これらの人口推計と想定される医療需要への対応が地域医療に求められる。

⑵　地域包括ケアシステムによる地域医療の推進
　人口推計と想定される医療需要への対応について、国において検討が進んで
いる。それが地域包括ケアシステムの構築をめざした取り組みである。
　介護保険法第５条第３項で、「国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な
限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが
できるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策、
要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止の
ための施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、医療
及び居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努め
なければならない」と規定され、2012年に地域包括ケアシステムが制度化さ
れた。
　厚生労働省からは、表２のとおりの地域包括ケアシステムのイメージが示さ
れているが、2025年を目途に重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介
護・予防・生活支援が一体的に提供されるシステムの構築をめざしている。
　地域包括ケアシステムの最大のポイントは、高齢者が「住み慣れた地域」で
介護や医療、生活支援サポート及びサービスを受けられるよう市区町村が中心
となり、「住まい」「医療」「介護」「生活支援・介護予防」を包括的に体制を
整備していくという点にある。
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　表２　

　出所　厚生労働省HP

　また、「施設から在宅へ」ケアの場を移行していこうとしている。その地域
で人生の最期を迎えることができる環境を整備していくことは課題とされてお
り、表３のような医療・介護連携のイメージを厚生労働省が示している。
　しかし、医療関係者の間で「医療と介護は別物」という認識はまだまだ根強
いのが現状で、地域包括ケアシステムの構築には、医療スタッフと介護スタッ
フの連携に向けた意識改革が不可欠である。
　これらの動きを後押しし、利用者の視点に立って切れ目のない医療及び介護
の提供体制を構築することをめざし、「地域における医療及び介護の総合的な
確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（以下、「医療・介護一
括法」）」が2014年に制定されている。
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　表３　医療・介護連携のイメージ

　出所　厚生労働省HPより抜粋

⑶　地域医療構想による地域医療の機能分化と連携
　医療・介護一括法において、病床機能の分化・連携を進めるとともに、在宅
医療を推進することをめざし、医療法が表４のとおり改正された。このことに
より、病床機能報告制度と地域医療構想の策定が求められるようになった。
　まず、病床機能の分化と連携を進めるため、病床の機能ごとの把握が必要で
あるとし、病床機能の報告が病床を有する医療機関に義務付けられた。都道府
県に対し、「当該年度の７月１日時点の病床機能（表５の中から病棟ごとに選
択）」「６年後の病床機能（表５の中から病棟ごとに選択）」「構造設備・人員
配置等に関する項目」「具体的な医療の内容に関する項目」の４項目を報告す
ることとされた。
　この病床機能の報告情報は地域医療構想の策定に活用されることになる。こ
れまでは、医療計画の策定は都道府県の役割であったが、従来の医療計画では
二次医療圏における基準病床数に対して一般病床・療養病床の現状を把握し、
その過不足のみが示されていた。しかし、地域医療構想では一歩踏み込み、地
域の医療需要の将来推計や二次医療圏等ごとに、ふさわしい機能別の必要病床
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数等を含む地域の医療提供体制について将来のめざすべき姿を構想（ビジョ
ン）として示すものとし、都道府県が医療計画の一部として策定することとさ
れた。
　各都道府県が策定する地域医療構想については、2015年３月に厚生労働省
から発出された「地域医療構想策定ガイドライン」に示された手順に沿って、
病床機能報告制度に基づく情報などをもとに策定されることになった。なお、
2015年度中に地域医療構想を策定した都道府県が12団体（26％）で、2016年度
半ばの策定予定が27団体（57％）、2016年度中の策定予定が８団体（17％）で
ある。
　大阪府においては、2016年３月に大阪府地域医療構想を策定している。その
中で、大阪府内では表６のとおり、回復期病床が大きく不足することが現時点
では想定されている。ただし、地域医療構想は2025年に地域の医療需要と機能
別の必要病床数等がマッチするよう検証を繰り返し見直していくことが想定さ
れるもので、この数値も確定したものではない。今後、行政と医療機関・医師
会等の関係機関等の協力により、地域に必要な医療需要に対応する機能別の病
床数が検討される。
　地域医療構想でめざす姿としては、表３で示した医療・介護連携のイメージ
図の医療のうち、病院の医療機能の分化を強化し、役割分担を推し進め、効率
的で効果の高い医療を提供していく体制作りにある。また、病院と診療所（以
下、その役割に着目し「かかりつけ医」）の機能分化による役割分担を進める
とともに、機能の異なる病院間や病院とかかりつけ医の連携により、それぞれ
の医療機能で足らずの部分を補うことで、結果として地域医療を医療圏内で完
結させることをめざしている。さらに、これらの医療体制が確立することで、
医療に下支えられた介護施設や在宅での介護が円滑に進み、2025年問題とそれ
以降の超高齢社会への対応を進めていくことが想定されている。
　まさに、人口減少社会での地域医療のあり方が描かれているのである。
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表４　改正後の医療法の規定

病
床
機
能
報
告

第30条の13　病院又は診療所であつて一般病床又は療養病床を有するもの
（以下「病床機能報告対象病院等」という。）の管理者は、地域における病
床の機能の分化及び連携の推進のため、厚生労働省令で定めるところにより、
当該病床機能報告対象病院等の病床の機能に応じ厚生労働省令で定める区分
に従い、次に掲げる事項を当該病床機能報告対象病院等の所在地の都道府県
知事に報告しなければならない。
　１ 　厚生労働省令で定める日（次号において「基準日」という。）における
病床の機能

　２ 　基準日から厚生労働省令で定める期間が経過した日における病床の機
能の予定

　３ 　当該病床機能報告対象病院等に入院する患者に提供する医療の内容
　４ 　その他厚生労働省令で定める事項

地
域
医
療
構
想

第30条の４
２　医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　７ 　地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として
厚生労働省令で定める基準に従い定める区域（以下「構想区域」とい
う。）における次に掲げる事項を含む将来の医療提供体制に関する構想
（以下「地域医療構想」という。）に関する事項

　　イ 　構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第
30条の13第１項に規定する病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要
量（以下単に「将来の病床数の必要量」という。）

　　ロ 　イに掲げるもののほか、構想区域における病床の機能の分化及び連
携の推進のために必要なものとして厚生労働省令で定める事項

　８ 　地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関す
る事項

　９　病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項

出所：筆者抜粋
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表５　病床の機能別分類の境界線の考え方

出所　厚生労働省HP（地域医療構想策定ガイドライン）より抜粋

　表６　大阪府の必要病床数と病床機能報告の比較

医療機能 平成37年（2025年)
必要病床数（床)

平成26年７月
病床機能報告（床) 差　引（床)

高度急性期 11,789 11,587 △ 202
急　性　期 35,047 43,635 ＋8,588
回　復　期 31,364 7,262 △ 24,102
慢　性　期 23,274 22,987 △ 287
計

101,474
85,471 ※△ 16,003

(未報告含む) （91,378) （△ 10,096)
※病床機能報告では約6,000床が未報告又は無回答

出所：大阪府HP（大阪府地域医療構想）より抜粋

⑷　これからの地域医療推進における課題
　しかし、実際に地域医療が推進されるのは非常に難しく、多くの課題がある。
　まず、機能分化による役割分担と連携を進めていくにあたっては、社会保障
費をいかに抑制するかの視点も重要で、過剰な医療資源の投入は避けなければ
ならず、効率的な医療提供に資する機能分化による役割分担と連携でなければ
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ならない。また、病床の機能転換はそれぞれの医療機関の利害が複雑に絡み、
簡単に結論がでるものではないため、政策による誘導の考慮が求められる。
　さらに、受益者である患者の大病院志向を地域完結型医療に意識改革を図っ
ていかなければならないが、このことも容易ではない。患者の思いとしては、
診察を受けるなら大きな病院で診てもらった方が安心という意識は根強い。ま
た、最初に治療を受けた医師や病院で最後まで対応されたいと思うであろう。
しかし、人口減少社会・超高齢社会において持続可能な地域医療のためにも、
また限りある医療資源の有効活用のためにも、機能に応じた診療ルールの徹底
は不可欠である。そのため次章でみていくが、ICTの活用や地域で共有する治
療計画の作成などの連携に必要なツールの開発が必要になる。
　なお、これらの課題は行政の一部署が解決できるものでなければ、国が一律
に方針を押し付けて進めるものではない。その地域の地域医療を支える全ての
関係者・関係機関が協力していくことが不可欠である。ここでいう地域とは、
医療計画と密接に関係することから、二次医療圏に相当する範囲が適当であり、
関係者・関係機関とは医療機関だけではなく介護・生活支援などが含まれるこ
とはいうまでもない。
　まさに、地域包括ケアシステムの構築が重要になる。これらを地域医療の面
から進めるための視点を次章に示すこととする。

４．地域医療推進のための今後の取り組み
⑴　かかりつけ医への期待の増大
　かかりつけ医に対する期待は大きい。８財政経済研究会報告書（2012）で
「医療制度の効率化には、医療サービス供給サイドの制度整備も必須である。
その要となるのが、プライマリーケア（一次医療）医制度の整備を通じた医療
サービスの分業体制の確立であろう。プライマリーケア医とは、体調の悪い時、
病気の時に健康の相談をし、診療を受けることができる、最初の医療サービス
を担当する医師を意味する。プライマリーケア医は、基本的に全ての診療科の
診断を行う。（中略）二次医療に紹介する役割、予後を診る役割、介護との連
携の橋渡しの役割等も担う。高齢化の進展している今日、プライマリーケア医
は、往診等の在宅医療においても活躍が期待される」と指摘している。
　一方、かかりつけ医を取り巻く環境が厳しさを増すとの認識から、かかりつ

８　 財政経済研究会報告書（2012）15ページ～17ページ
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け医にもプライマリーケア医に求められる役割を果たす必要があるとの指摘が
されている。９岡田（2015）は「開業医の生き残りのためには、①徹底した専
門性の追求か、もしくは②かかりつけ医機能の追求が必要と考えている」「か
かりつけ医の機能をしっかり果たすためには中核病院との連携はもとより、地
域の在宅スタッフや福祉スタッフとの連携も必要となってくる」「かかりつけ
医機能を果たすため連携を負担なく行うためには、①地域連携パスの活用、②
在宅・福祉スタッフとの連携、③ICTの利用が今後重要になってくると考えて
いる」としている。
　以上のとおり、かかりつけ医に求められるプライマリーケアは人口減少社
会・超高齢化に対応した１次医療の役割を果たす上で重要性が増してくる。厚
生労働省は事例を通じて、地域包括ケアシステムを考えるきっかけにすること
を目的に「地域包括ケアシステム事例集成～できること探しの素材集～」を取
りまとめて公表している。まずは成功体験の共有から始めようということであ
ろう。かかりつけ医は民間の立場とはいえ、これまでから地域医療に大いに貢
献してきた。2025年に向け、１次医療のあるべき姿を見据えた上で、かかりつ
け医の活躍に期待したい。

⑵　病院の機能分化の徹底
　地域医療構想の推進のため、2015年３月末に地域医療構想策定ガイドライン
が示されたが、その中で表５のとおり病床の機能別分類の境界点が明らかにさ
れている。病院の機能を医療の投入量で評価するため、診療報酬の点数で基準
を設けたものである。まずは医療機関自らがこの基準に照らし、自院のあるべ
き病床機能を検証することで、病床機能を転換するかどうかを判断することが
求められている。
　一方、高機能な病床をそれ以外の機能に転換することに、医療機関としては
抵抗感がある。そのため、病床機能の適正化をめざした地域医療構想の実現に
向け、３つの政策誘導が進められている。
　１つ目は、診療報酬改定による誘導である。診療報酬改定で在宅・介護連携
の強化を含め退院支援機能に対する評価が導入される一方、７対１看護基準等
の重症度、医療・看護必要度の要件が厳しくなった。このことで急性期から病
床機能変更をせざるを得ない病床が一定数見込まれ、結果的に地域医療構想に

９　 岡田（2015）２ページ 
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よる病床機能の転換は進んでいくと考えられているが、その動向に注視が必要
である。
　２つ目は、地域医療介護総合確保基金による病床転換への補助金の創設であ
る。地域医療介護総合確保基金は、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の
推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等の課題に対し、消費税増収
分を活用した新たな財政支援制度で、都道府県は計画を作成し当該計画に基づ
き事業を実施することとされた。この基金を活用し、病床転換を促進しようと
している。
　３つ目は、公立病院に限ったことであるが、2015年３月末に総務省は新公立
病院改革ガイドラインを公表した。その基本的な考え方では、「地域において
必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下で役
割を継続的に担っていく」ということに加え、「一方、医療法に基づき、今後、
都道府県が、地域医療構想を策定することとなる。これは、公立病院・民間病
院を含めた各地域の医療提供体制の将来の目指すべき姿を示すものであり、こ
れを実現するための各種措置が法律に定められている。公立病院改革と地域医
療構想は、地域において必要な医療提供体制の確保を図るとの目的は共通して
おり、その検討も重なり合うこととなる。したがって、今後の公立病院改革は、
医療法に基づく地域医療構想の検討及びこれに基づく取組と整合的に行われる
必要がある」とされ、随所に地域医療構想への貢献が求められている。
　以上の３つの誘導策で病床の適正化を進めようとしているが、一気に病床機
能の転換を進めることは望ましくない。地域医療は日々臨床現場で実践されて
おり、一瞬たりとも空白が生まれることは許されないため、劇的な変化に馴染
まない。2025年をめざし、少しずつ着実な進展が求められる。

⑶　ICTの活用による連携
　ここまで見てきたとおり、各機関・機能の連携が今後のキーになることを
繰り返し説明してきた。その有効なツールとして、ICTの活用が進みつつある。
10三原（2015）は「地域医療に求められているのは、限られた医療資源を有効
に活用した、病院から診療所、さらには在宅介護への切れ目のない協働体制の
再構築である。その目的のためには、医療機関、訪問看護ステーション、介護
施設、薬局など、施設・職種の垣根を越えた連携が不可欠であり、連携を支え

10　 三原（2015）241ページ 
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るツールとしてICTが期待されている」としている。
　総務省においては、「医療分野のICT利活用の推進」を掲げ、「高齢化の進展、
国民医療費の増加といった課題を、ICTを活用して解決するため、地域が保有
する医療情報等を安全かつ円滑に流通させる仕組みの確立・普及、遠隔医療の
推進、情報通信ネットワークやクラウド技術を活用した医療の安全性向上や業
務効率化等を推進しています」としている。現状ではICTによる医療連携は一
部で始まったばかりであり、介護連携等を含めた地域連携型のICTの導入は充
分な普及には至っていない。
　医療機関におけるICTの活用は電子カルテやオーダリング、レセプトコン
ピュータ（レセコン）などを導入して情報を電子化することから始まっている。
このことで院内での情報共有が容易になるとともに、事務処理が効率化される
というメリットが発揮されている。次の段階は、遠隔医療等による不足する医
師の診断機能の補完などへの活用促進が必要であるのと同時に、院内で共有し
ている診療情報等について医療機関間をネットワークによりつなぐことで地域
連携型に活用を広げることが必要であろう。
　一例として八尾市立病院においては「病診薬連携システム」を構築し、2012
年から稼働させている。このシステムは表７のとおりの仕組みとなっており、
八尾市立病院と使用を申し出た八尾市内を中心とする医療機関（診療所・歯科
医師・薬局）をネットワークで接続し、患者の同意を前提に、八尾市立病院で
受けた検査や画像などの診療情報を申し出た医療機関と共有するものである。
八尾市立病院におけるシステムの特徴は「薬局」との連携を取り入れている点
にある。活用については、少しずつ利用拡大を図っているが、現在は医療への
ICT活用に向けた土壌を培っている状況である。
　以上のとおり、医療におけるICTは、院内情報共有から地域連携型による診
療情報の医療機関間の活用へと少しずつ広がっている。さらに、今後めざすべ
きステージは医療・介護・福祉・保健の情報ネットワーク化といえよう。人口
減少社会・超高齢社会に向け、医療の地域連携だけではなく、医療・介護・福
祉・保健をシームレスにつなげた体制を構築するためにもICTの活用は不可欠
である。
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　表７　

　出所　八尾市立病院作成

⑷　地域連携クリティカルパスの活用による連携
　11クリティカルパスとは、良質な医療を効率的、かつ安全、適正に提供する
ための手段として開発された診療計画表である。この計画表により治療を進め
ることで、診療の標準化、根拠に基づく医療の実施（EBM）、インフォームド
コンセントの充実、業務の改善、チーム医療の向上などの効果が期待されてい
る。これを院内だけではなく、地域の医療機関間で共有し活用していくのが地
域連携クリティカルパスである。
　地域連携クリティカルパスでは、急性期病院から回復期病院を経て早期に自
宅に帰れるような診療計画を作成し、治療を受ける全ての医療機関で共有して
用いるものである。また、急性期病院とかかりつけ医の間でも活用されている。
これら診療にあたる複数の医療機関が、役割分担を含め、あらかじめ診療内容
を患者に提示・説明することにより、患者が安心して医療を受けることができ
るようにするもので、内容としては、施設ごとの治療経過に従って、診療ガイ

11　 厚生労働省資料を要約している。
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ドライン等に基づき診療内容や達成目標等を診療計画として明示する。回復期
病院やかかりつけ医では、患者がどのような状態で転院してくるかをあらかじ
め把握できるため、重複した検査をせずに済むなど転院早々から効果的な診察
やリハビリ、経過観察などを開始できる。これにより地域完結型医療を具現化
することができる。
　地域によって、導入状況には差があるものの、既にがんに関する地域連携ク
リティカルパスのほか、脳卒中・大腿骨頸部骨折・糖尿病・急性心筋梗塞等の
地域連携クリティカルパスが運用されているとの報告がある。12武藤（2015）
は「院内クリティカルパスは、例えば脳卒中のクリティカルパスの場合、脳卒
中治療にかかわる院内のすべての職種が作成にかかわり、治療ゴールを決めて
一定の時間枠（在院日数枠）のなかで診療を行う計画表のことだ。作成に当
たっては診療ガイドラインを参考にして、標準となる診療計画表を作成する。
これを地域に拡張したのが地域連携クリティカルパスで、脳卒中の場合、tPA
治療や脳血管内手術、動脈瘤クリッピングを行う急性期病院、リハビリを行う
回復期リハ病院、そして維持期リハを行う慢性期病院あるいは施設等の３者が
集まって一気通貫でクリティカルパスを作成する」と説明している。地域連携
クリティカルパスを通じた多職種連携が進み、病病・病診連携それぞれの役割
が明確化され、機能分化が促進されると期待されている。

５．おわりに
　以上のとおり、人口減少社会での地域医療のあり方について考察してきた。
その具体的な取り組みについては様々なことが進められているが、本稿ではそ
の一部の紹介にとどまっている。その動向を注視し、地域医療推進に寄与する
取り組みを各地で積極的に取り入れていく必要があることはいうまでもない。
　2025年というターニングポイントまで10年を切っている。13武藤（2015）は
「2025年まで、あと10年。そのなかでもホームストレッチは2018年から始まる
７年間である。というのも2018年は、第７次医療計画のスタートの年、同時に
市町村の介護保険事業計画のスタート年、そして診療報酬改定・介護報酬改定
の同時改定年でもある。この年はちょうど惑星直列のような年で、ここから
2025年のゴール前のラストスパートが始まる」としているが、検討には一刻の

12　 武藤（2015）108ページ～109ページ
13　 武藤（2015）ⅳページ
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猶予もない状況である。医療は医療、介護は介護という考え方ではなく、医
療・介護・福祉・保健をシームレスにつなげた体制の構築が求められる。

（参考文献等）
印南一路・堀真奈美・古城隆雄（2011）『生命と自由を守る医療政策』東洋経
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力」』光生館
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「民」の境界線を考える』ぎょうせい
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携・多職種連携』中山書店
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市営住宅における単身入居者の孤独死 ～残された家財道具等の処分について～

１　はじめに
　近年、少子高齢化や核家族化などの影響により、誰にも看取られることなく
息を引き取り、その後相当期間放置されるような孤独死の事例が数多く報道さ
れている。独立行政法人都市再生機構が管理運営する賃貸住宅約75万戸におい
て、単身の居住者で死亡から相当期間経過後（１週間を超えて）に発見された
件数（自殺や他殺などを除く）は、平成24年度に220件、その内65歳以上は157
件に上る。これは平成20年度と比較して全体で約４割、65歳以上では約８割の
増加となっているⅰ。
　大阪府営住宅（約12万6,000戸）においても、近年単身高齢者の孤独死が増
加し、単身入居者が死亡後、遺品が残されたまま明け渡されない状態の部屋が
少なくとも約190戸（平成27年12月末現在）に上り、中には15年間、未返還の
ままの部屋もあるというⅱ。身寄りがなく相続人から遺品処分の同意を取り付
けることが困難（民法896条及び898条の規定により、相続財産として相続人の
共有に属することから、その処分には全ての相続人の同意が必要となる）で
あったり、相続財産管理人の選任手続きに多額の費用と時間を要したりするた
めⅲであったと思われる。
　筆者が勤める自治体の市営住宅（1,891戸）においても、市営住宅内で身寄
りのない単身入居者（相続人がいない又は明らかでない入居者を言う。以下同
じ）が死亡し、家財道具等がそのままになっている部屋が２戸あった。このた
め平成27年７月に、大阪府が府内市町村の住宅部門の職員を対象に行った研
修「先進事例　単身入居者の死亡に係る明渡訴訟について（大阪府堺市）」１を
参考に、建物明渡等請求訴訟を提起し、裁判上の和解２を経てこの問題を解決
した。
　本稿では、市営住宅には多額の税金が投入されているにもかかわらず、こう
いった場合に新たな税金の支出を伴う訴えの提起等の法的手続きをしなけれ
ば、残されたままの家財道具等を撤去できないこと３や、市営住宅は住宅セー

市営住宅における単身入居者の孤独死
～残された家財道具等の処分について～

八尾市　建築部　　　

岩　本　慶　則
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フティーネットとしての機能を有するにもかかわらず、速やかに空き部屋を公
募できない現状に疑問を感じ、問題提起とともに一定の提案を行うものである。
すなわち、市営住宅であればいつでも起こり得る、身寄りのない者を含む単身
入居者が死亡した後に残された家財道具等を、自治体自らが自力執行（代執行
による撤去を言う。以下同じ）できるための立法政策について提案しつつ、現
状の制度の中で行い得る施策を検討することで現実的な解決策を探る。

２　市営住宅とは
　例えば、八尾市の市営住宅は、公営住宅及び改良住宅等から構成されている
（八尾市営住宅条例２条１号）。
　公営住宅は、低額所得者に対して低廉な家賃で供給されるものであり（公営
住宅法１条）、家賃の低廉性を実現するために、国と地方公共団体が近傍同種
金額との差を負担している住宅である。
　一方、改良住宅には住宅地区改良法18条に定める者を入居させることになっ
ているが、住宅に困窮すると認められるものを入居させる点では公営住宅と同
じである。４

　市営住宅の家賃制度は、入居者の収入と住宅から受ける便益によって決定さ

１　 大阪府堺市では、大審院昭和５年６月28日決定（民集９巻640頁）にかかる事例（民事訴訟法35条の
規定は、相続人不明の相続財産について相続財産管理人がいない場合に準用される。）を身寄りの
ない単身世帯が市営住宅内に死亡後に残した家財道具（亡何某相続財産）に当てはめ、特別代理人
との間で訴訟行為を行うことで、より早くより安価に家財道具を撤去した。従来、相続人のあるこ
とが明らかでないときに市営住宅内に残された家財道具を撤去しようとすれば、相続財産管理人を
選任して家財道具の撤去をするしか方法はないと多くの担当者は認識していた。しかし、予納金が
100万円程度と高額であることや相続財産管理人の選任申立てに膨大な時間と手間がかかることから、
ほとんどの自治体で利用されてこなかったのが現実である（大阪市では100万円以上の財産がある者
については相続財産管理人の選任を申し立てている。）。

２　 八尾市顧問弁護士の樹陽法律事務所（山田弁護士）による提案を通じて受訴裁判所の裁判長に上申
書（多額の税金が投入されている事実や低額所得者のための期限のない賃貸借契約であることから
人気が高く、倍率も高いので直ちに公募する必要性を説明したもの。）を提出したり、特別代理人に
市営住宅の状況を説明したりしたところ第１回目の口頭弁論期日において家財道具等の所有権を放
棄する等の和解が成立した。

３　 もっとも、一定期間の公告をしてから、「法的措置検討委員会」を開いたうえで、残された家財道具
等をすべて職権で廃棄するなどしている市もある。廃物として認定する仕組みを作ったうえで廃棄
処分する手法を取っていると思われるが、行政から委嘱された委員のみからなる委員会を立ち上げ
ている時点で自力救済の禁止の潜脱行為と見られやすい点があることから、職員が個人的責任を問
われることなく家財道具等を処分するためには、法的な処理が必要であるという前提である。

４　 公営住宅の場合は、さらに低額所得者であることが必要であるが、八尾市営住宅の管理戸数1,891戸
中の1,041戸（平成28年１月末現在）を占める改良住宅を含め、市営住宅全体の収入区分別入居世帯
数は、国が定める最低区分の構成が全体の８割を超えているのが現状である。
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れる応能応益家賃制度である。そしてこの応能応益家賃は、法令上低廉性が確
保されることとなっているⅳ。市営住宅には、国からの建設費補助金や家賃対
策補助金などが支出されており、低廉な家賃が維持されているためである。ま
た、市営住宅は住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃で賃貸することから、
人気が高く募集倍率も高いのが一般的である（表１）。そして、一度入居する
と亡くなるまで居住を続ける入居者が多く、新たに公募できる市営住宅も少な
くなっているのが特徴である（表２）。
表１　八尾市営住宅入居者募集状況

年度（平成) 募集戸数 申込件数 倍　　率
23 26 459 17.7
24 24 398 16.6
25 23 408 17.7
26 30 475 15.8
27 29 315 10.9

出典　毎年度の市議会常任委員協議会報告に基づき、筆者作成。

表２　八尾市営住宅居住年数（平成28年３月31日現在）

居　住　年　数 世　帯　数
10年未満 282
10年以上20年未満 201
20年以上30年未満 140
30年以上 938

計 1,561
備考　団地によっては、50年以上の入居世帯率が７割の地区もある。
出典　八尾市住宅管理課による実態調査に基づき、筆者作成。

３　求められる立法政策及び現状の制度でできること
　市営住宅は、前述したように公共的性質が極めて高い。そのような市営住宅
を営利上の計算に基づく民間の賃貸住宅と同一に取り扱う理由はない。以下、
市営住宅の公共的性質から求められる立法政策と実務上の課題を検討する。

⑴　求められる立法政策
　ここでは、市営住宅の単身入居者が死亡し、家財道具等が残されたままと
なっている空き部屋については、自治体が自力執行し直ちに公募できるように
公営住宅法及び住宅地区改良法を改正すべきであるという提案をすると共に、
その必要性を述べる。
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　そもそも市営住宅と民間の賃貸住宅との間の法律関係に違いがあるのかとい
う論点がある。この点については、市営住宅の利用関係の発生原因である使用
許可（行政処分）があっても、その後の利用関係は公法関係となるものではな
い５と解されていることから、市営住宅の利用関係は私法上の家屋賃貸借契約
と原則として変わらないといえる。すなわち、現状のままであれば多額の税金
と多くの時間を費やして裁判所を通じた民事的な手続きによらなければ、市営
住宅から当該家財道具等を撤去することはできない。
　民間賃貸住宅においては、家賃の滞納があったときは建物に立ち入ることが
できると定めた契約条項に基づいて賃借人に無断で建物に侵入し鍵を取り替え
た行為が違法であるとして、賃貸管理業者の損害賠償責任が認められた地裁判
決があるⅴ。この裁判例は、単身入居者が死亡し、家財道具等が残されたまま
となっている市営住宅の事例とは事情も全く異なる。しかし、市営住宅の法律
関係は民事上の家屋賃貸借契約と法的性質が同じである以上、自力執行は原則
として不可能であると考えることが相当である。
　一方、最高裁昭和59年12月13日判決ⅵ（以下「最高裁昭和59年判決」とい
う）によると、「公営住宅の使用関係については、公営住宅法及びこれに基づ
く条例が特別法として民法及び借家法に優先して適用されるが、法及び条例に
特別の定めがない限り、原則として一般法である民法及び借家法の適用があ
る」とされており、根拠規定が公営住宅法にあれば自力執行も許されると解釈
することが可能である６。市営住宅の公共的性質を考慮すれば、民間の賃貸住
宅と異なる立法政策を採ることは当然ではないだろうか。過去においては、放
置自転車の撤去・保管に関し、条例で廃棄処分をすることができるかどうか問
題となっていたが、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的
推進に関する法律の一部を改正する法律（平成５年法律第97号）により、明文

５　 公営住宅の利用関係の法律上の性質については、大阪地裁昭和34年９月８日判決（下級民集10巻９
号1916頁）、公営住宅の使用関係の法的性質については、最高裁昭和59年12月13日判決（民集第38巻
12号1411頁）など多数ある。これは、昭和26年10月24日付けで当時の法務府法制意見第一局長から
札幌市長宛てに出された「公営住宅の家賃の性質について」に沿った解釈と思われる。公営住宅管
理担当者の教科書でもある「公営住宅管理必携　平成27年度版」（日本住宅協会）でも「公営住宅の
家賃は地方自治法231条の３第３項の規定にいう『法律で定める使用料』に該当しないので、現在の
ところ強制徴収は行われない（同書822頁）」と明記している。こういった点からも、市営住宅の使
用及びその反対給付たる家賃に関する法律関係は、通常の私人間に行われる借家契約に関するそれ
となんら性質を異にする点はないと解釈できる。

６　 公営住宅法48条には「事業主体は、この法律で定めるもののほか、公営住宅及び共同施設の管理に
ついて必要な事項を条例で定めなければならない」と規定しているが、民法の基本原則でもある自力
救済の禁止を条例で規定すれば自力執行を可能にすることができるとまでは解釈できないと考える。
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の規定が設けられ（同法６条）、疑義はなくなったという例がある。
　したがって、自力救済を禁止する民法の一般原則を解除するためにも公営住
宅法及び住宅地区改良法を改正し、明文の根拠規定を置く必要がある。その上
で、家財道具等が放置されたままとならないように、財産権上の問題はあるも
のの、一定の要件のもと、条例に「当該家財道具等を撤去し、他の場所で保管
できる。その後、一定の期間経過後に当該家財道具等の所有権は自治体に帰属
する」等の規定を設ければ、自力執行も可能ではないかと考える。
　なお、大阪府や和歌山県も「高齢化で孤独死はさらに増える」として、一定
期間経過すれば処分できる規定の整備を国に求めているⅶ。

⑵　地方公共団体が行い得る現実的な法的対応の検討
　身寄りのない単身入居者が死亡し、家財道具等が残されたままのケースを自
治体が解決する現実的な法的手法には、次の二つの方法がある。しかし、いず
れの方法も一定の時間と多額の費用を払うために税金の支出を伴うことになる。

　ア　相続財産管理人を選任して処分するケース
　 　相続財産管理人選任の公告、債権者捜索のための公告、相続人捜索のため
の公告等に膨大な時間がかかるばかりか、顧問弁護士の報酬とは別に相続財
産管理人の報酬（弁護士等の実務家に確認したところ少なくとも30万円程度
と言われている）も含めた高額の予納金の納付が必要である。なお市営住宅
の場合には、民間の賃貸住宅とは異なり入居者が死亡し、同居承認を得た者が
いなければ賃貸借契約は当然に終了するⅷ。したがって、相続財産管理人が
管理行為として、市営住宅の賃貸借契約を解除するということはあり得ない。

　イ　特別代理人を選任して処分するケース
　 　堺市が先進事例となり、筆者が勤める自治体でも利用した制度である。堺
市においては、判決の確定を待って債務名義とし、執行官による催告・断
行といった手続きによっているが、相続財産管理人と比較して安い特別代理
人の報酬（裁判長の指揮により10万円であった）と債権者捜索の公告等がな
いため、比較的短期間で家財道具の撤去を完了している。なお、前述のよう
に八尾市では特別代理人との間で裁判上の和解が認められたため、より早く、
より安価（執行官が執行補助者としても利用する割高な執行業者を使う必要
がなくなった）に家財道具等を撤去できた。このことは必要な法令が整備さ
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れるまでの間の重要な先例になると思われる。

⑶　現状の制度でできることは何か
　⑵で検討したように裁判所を通じて法的に解決しなければならないとなれば、
市営住宅に再び税金を投入して裁判費用等を捻出し、家財道具等の撤去を行
うなどお金と一定の時間を要する。そのうえ、新たな入居者を直ちに募集でき
ないばかりか、家財道具等が撤去されるまでは、家賃等が未収のままになると
いった問題がある。
　こういった不都合を解消するためか、一部の自治体では家財道具等の遺品の
処分方法として、表３のとおり行っているⅸ。

表３　家財道具等の遺品の処分方法

自治体名 室内に残された家財道具等の処分方法

ア 東京都 ドアに張り紙をして数カ月たっても引き取り手がな
ければ、遺品を処分する。

イ 神戸市 庁内で「法的措置検討委員会」を開いた上で遺品を
すべて職権で廃棄する。

ウ 長崎県 そのまま現状保存しておく。
エ 神奈川県 県の倉庫に移して保管。

オ
兵庫県、島根県、福岡県、
佐賀県、新潟市、広島市
及び福岡市

法的な手続きを取らずに遺品を廃棄。

カ 大阪市

遺品に100万円以上の価値があれば、相続財産管理
人の選任を申し立て処理。100万円以上の価値がな
い場合は、住宅のドアに張り紙で告知し、職権で処
分。

キ 堺市 特別代理人を選任してもらい処分している。
出典　平成25年２月17日付け朝日新聞の記事に筆者が加筆。

　事実上の自力執行を行っている自治体もあるが、即時強制のための法的根拠
もない中で続けていく限り、第三者が現れたときに公務員として個人的責任の
追及問題が皆無とは言えず、また前述のように特別代理人との間で訴訟行為を
行うことで、比較的安価に早く家財道具の撤去ができることが周知されてから
は、ますます同様のことを行うことはできなくなったと考える。
　しかし、現行の法令の中で行っている法的対応では時間もお金もかかるため、
現状でできることを次項で検討していきたい。
　なお、大阪弁護士会では、「財産管理契約」として依頼者が死後も含め、そ
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の人の財産を弁護士が管理する類型の契約を提案している７。ただし、これは
有償の制度（月額３万円程度）なので、ある程度の財産のある者が対象となる。
また、これよりも前から社会福祉協議会が「日常生活自立支援事業」として
高齢者、知的障がい者、精神障がい者向けに日常的な金銭管理をするサービス
をしている。しかし、これは利用者の代理人になるのではなく、あくまで利用
者がメインで、社会福祉協議会はそれをサポートするという位置づけであり、
今般の事例では利用できない。したがって、この両制度を本稿では検討してい
ない。

４　 身寄りのない単身入居者が死亡し、家財道具等がそのまま残されている場
合等において現状でできる施策の検討

⑴　保証人に対する履行請求とその現状
　法に基づいた手続きを経るとすれば、入居者の保証人（自治体によっては、
連帯保証人としているところもあるが、催告・検索の両抗弁権は本稿では主な
論点としていないので検討していない。以下同じ。）に当該家財道具等の撤去
を求めることが考えられる。しかし、筆者が勤める自治体の市営住宅には50年
以上も入居している者もあることから、保証人の生死も含め状況を調べたとこ
ろ、表４のとおりであった。

表４　市営住宅の保証人の現状

入居世帯合計

保証人有効世帯 682世帯
保証人無効世帯 843世帯
調査中 25世帯
合計 1,550世帯

備考　 入居者世帯数は平成28年８月９日現在。なお、管理戸数1891戸との差は、建替え等除却対象棟
など政策的に空き家としている部屋の戸数があるためである。

出典　八尾市住宅管理課による実態調査に基づき、筆者作成。

７　 大阪弁護士会高齢者障害者総合支援センター「ひまわり」の成年後見・財産管理のパンフレット参
照。これは、あらかじめ弁護士会の研修を受けた弁護士を一定数ストックしておき、弁護士会に相
談があったときにその弁護士の中から派遣する仕組みである。成年後見（任意後見）でも似たよう
なことはできるが、これは依頼者の判断能力が失われないと使えず、依頼者の死後は後見人の権限
もなくなってしまうのに対し、財産管理契約なら事前に決めておけば依頼者に判断能力がある間も
使え、死後のフォローもできるというのがメリットとされている。ただ、財産管理契約では、後見と
違って裁判所が監督しないので不祥事が起きかねない。そこで、弁護士会が裁判所に代わって、監
督するとともに任意後見と併用することを勧めているようである。
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⑵ 　保証人がいなくなった場合に明渡請求できるのか
　保証人がいなくなった場合、保証人に対し家財道具等の撤去を請求すること
はできなくなる。そこで、このような不都合を回避するため保証人がいなく
なった場合には、市営住宅を明け渡してもらうといった方法が考えられる。し
かしながら、以下に述べるように保証人がいないことを理由に明け渡しを求め
ることは困難であろう。
　一般的に市営住宅では、「公営住宅管理標準条例（案）について（平成８年
10月14日住総発第153号建設省住宅局長通知。以下「モデル条例」という）」に
準じた条例の規定により、入居時の資格要件として保証人を求めている。しか
し、居住継続の要件とはしていない。また民法450条及び各自治体の住宅条例
施行規則などで、入居者に対する義務として保証人が死亡したり、保証人の要
件を満たせなくなったりしたときには、新たな保証人を立てることを求めてい
ると思われる。しかし、住宅の明渡請求を規定するモデル条例41条にも明渡事
由としては規定されていない。一方で公営住宅法には、保証人を立てることが
義務付けられてはおらず、条例によって初めて定められている規定であるとい
うことになる。よって、保証人を新たに設定しなかったからといって、直ちに
明渡事由が生じるわけではない。ただし、市営住宅に関する賃貸借の関係を設
定した後は、基本的には私人間の賃貸借契約における信頼関係破壊の法理の適
用があるというのが最高裁昭和59年判決の判旨であるので、つまり、自治体と
賃借人との間の信頼関係が破壊されているか否かを具体的に判断することにな
る。もっとも市営住宅に50年以上も居住する高齢の入居者等に、保証人が死亡
等によりいなくなったことをもって新たな保証人を求め、立てられなければ信
頼関係が破壊されたと主張することは信義則上も相当ではない。

⑶　現状でできる施策の検討
　そこで次のような施策を行って、身寄りのない単身者が死亡しても家財道具
等が放置されないような工夫をしてはどうだろうか。もちろん、職務を怠る事
実ありとならない工夫も求められることになる。

　ア　入居者の保証人がすでに死亡している場合
　 　保証人が死亡しているような入居者は、高齢者が多いのが実状である。八
尾市住宅マスタープラン（平成28年３月改定）によれば、八尾市営住宅入居
者の年齢構成は60歳以上の高齢者が約45％を占めており、八尾市全体の60歳
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市営住宅における単身入居者の孤独死 ～残された家財道具等の処分について～

以上の比率約33％と比べ、12％も高くなっている。
　 　このような高齢者に新たな保証人を立てろと言っても、なってくれる保証
人がいるかどうか疑問である。このため、新たな保証人を立てる義務を免除
することはしないが、図１のように一時的な措置として保証人に代わる「連
絡先」を求め、当該連絡先には相続人や縁のある者になってもらうようにす
る。入居者が万が一亡くなっても、家財道具等が残されたままとならないよ
う、入居者と連絡先となった者との間で残された家財道具を死因贈与する旨
の契約８をし、当該贈与を受けた者が家財道具等の所有権を放棄する旨を約
束した文書を市長に提出してもらうことで、事実上自力執行が可能になると
思われるⅹ。なお、死因贈与契約の相手方である連絡先が入居者よりも先に
死亡した場合が問題になる。水戸地裁平成27年２月17日判決では、不動産に
関する事案であったが遺言者（入居者）の死亡以前に受遺者（連絡先）が死
亡したときは、遺贈はその効力を生じないとする民法994条１項の準用を否
定しているⅺ。しかし、不動産が死因贈与された場合に仮登記を認める登記
実務を前提としていたことや、学説においては民法994条１項の準用を肯定
するのが通説とされていることⅻから、市営住宅内に残された家財道具等に
対する死因贈与については、その効力を失うと解釈することが相当である。
このため新たに連絡先を求める必要が出てくる。

図１　一時的な措置としての連絡先

八尾市長 入居者

連絡先

賃貸借契約

家財道具等が放置された
時の所有権放棄誓約書

死因贈与契約

贈
与
者

受贈者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　筆者作成。

８　 死因贈与契約については、遺贈と違い、方式は自由であり（民法554条。死因贈与の方式については、
遺贈に関する規定の準用はない（最判昭32・5・21））、口約束でもできるため、入居者が死亡したと
きには、八尾市が市営住宅を公募することに支障をきたさないように残された家財道具の所有権を
第三者が取得するといった契約をしてもらい、当該第三者から家財道具等の所有権を放棄してもら
うことを想定している。
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　イ　保証人が生存中の場合
　 　保証人が生存中であれば、入居者が相続人なく死亡し家財道具等が残され
たままとなっていれば、自治体との保証契約に基づき当該保証人の負担に
よって家財道具等を撤去してもらうことになる。しかし、保証人に資力がな
い場合などは、結果として市営住宅を管理する市が費用を負担しなければな
らない。保証人の資力は、入居当初であれば確認しているが数年経てばわか
らないのが現状である。市営住宅を管理する担当課の権限には、強制徴収公
債権を所管する部署のような国税徴収法に基づく調査権限等はなく、財産調
査権はもっていないため保証人の資力調査は困難である。
　 　このため、あくまでも入居者の任意の協力の下ではあるが、保証人との間
で死因贈与契約も結んでもらい、入居者に万が一のことがあった場合には、
保証債務の履行とは別に当該保証人からも放置されている家財道具等の所有
権放棄が受けられるように備えることが必要である。市営住宅の公共的性質
を丁寧に説明し、入居者の協力を仰いでいく必要がある。

４　まとめ
　市営住宅で単身入居者が死亡した場合には、相続人や保証人に資力があれば
新たな税金の支出を伴うことなく法的に撤去し、当該市営住宅を公募するこ
とができる。しかし保証人も死亡し保証人の相続人が相続放棄を行っているよ
うなケースや、さらには入居者の相続人がそのまま放置しているようなケース
では、自治体が訴えを提起して当該市営住宅を取り戻す等、現状では新たな税
金の支出と一定の時間を伴う方法しかないことは、納税者からは納得できない
のではないか。そもそも市営住宅は、住宅セーフティーネットでもあり、家賃
も税金が投入され低廉であることから一度入居すれば、亡くなるまでの数十年
間居住することが一般的な住宅なのである。こういった性質の住宅であるにも
かかわらず、法に特段の定めがないからといって、自治体が民間の賃貸住宅と
同じ取扱いをしなければならないのは公益的な観点からも問題であると考える。
民間賃貸住宅のように更新期限の定めごとに保証人の保証能力を入居者に証明
させることもできないことや、強制徴収公債権の所管課のような国税徴収法上
の権限をもっていないことから市営住宅の管理には限界がある。また、先にも
分析したように現状の保証人についても保証の実態に追いついていない。
　現状の制度の中で放置された家財道具等の問題を解決しようと検討した結果、
入居者と保証人といった関係以外に、入居者の相続人も含め、縁のある者と
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の間で万が一の時は、残された家財道具等を死因贈与するといった契約により、
その所有権を取得した当該受贈者が市営住宅内に残された家財道具等の所有権
を放棄するといった、自治体が新たな税金を負担しなくてもいいような施策を
提案せざるを得なかった。入居者の相続人も含め、縁のある者との間での口頭
での契約も可能なため、年数の経過や相続人との関係についての問題も皆無と
は言えないところではあるが、この点については、当事者間の問題として処理
すれば貴重な税金の支出を抑えられ、かつ人気の高い市営住宅を直ちに公募で
きるメリットは大きい。
　また、公営住宅法及び住宅地区改良法を改正し、単身入居者が家財道具等を
残したまま死亡したようなケースに限り、自力執行できることを認める明文の
規定を設けることにより、自治体における綱渡り的な実務運営もなくなり、結
果として公益にかなうと信じるものである。
　以上、現行の制度で利用できるものを整理しつつ、立法政策にも触れたつも
りである。貴重な税金を立法政策の不備や地方公共団体の担当者の温度差に
よって、無駄にすることだけは避けたいと考えている。

参考文献等
ⅰ　 内閣府　平成28年版高齢社会白書　第１章、第２節、「６．高齢者の生活
環境」

　　 http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2016/zenbun/28pdf_index.
html

ⅱ　 平成28年８月30日付け読売新聞。
ⅲ　平成26年２月19日付け朝日新聞。
ⅳ　 公営住宅法16条及び住宅地区改良法29条３項並びに八尾市営住宅条例16条
及び17条。

ⅴ　札幌地方裁判所平成11年12月24日判決。判例時報1725号160頁。
ⅵ　民集第38巻12号1411頁、判例時報1141号58頁。
ⅶ　平成28年８月30日付け日本経済新聞。
ⅷ　最高裁平成２年10月18日判決。民集第44巻７号1021頁。
ⅸ　平成25年２月17日付け朝日新聞の記事参照。
ⅹ　 「八尾市営住宅の保証人に代わる緊急連絡先に関する要綱」（平成28年２

月18日実施）。
ⅺ　判例時報2269号84頁。
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ⅻ　 水野貴浩「死因贈与について民法994条１項は準用されないとされた事
例」判例タイムズ1284臨時増刊号158・159頁。
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これまでの研究紀要（創刊号から第19号までのテーマ一覧）

これまでの研究紀要（創刊号～第19号）

創刊号　特集：「地方分権の推進に向けて」(平成10年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

序　文 おおさか市町村職員研修研究所
 所長　　米原　淳七郎

新しい時代の分権型行政システムへの転換 横浜国立大学
 名誉教授　　成田　頼明

分権化における地方政府の基本戦略 立命館大学政策科学部
 教授　　伊藤　光利

留保財源によるシビル・ミニマムの確保 近畿大学商経学部
 教授　　中井　英雄

地方分権と地域福祉 奈良女子大学生活環境学部
 助教授　　木村　陽子

まだ、市民に遠い地方分権 朝　日　新　聞
 編集委員　　中村　征之

第２号　特集：「広域行政」(平成11年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
市町村合併　最近の新しい動き、抵抗、思惑
　　－全国各地域の実態からみる－

東洋大学法学部
 教授　　坂田　期雄

行政規模を規定する要因 大阪大学大学院経済学研究科
 教授　　齊藤　　愼

広域行政の新展開 関西学院大学経済学部
 教授　　林　　宜嗣

循環型社会と広域行政 京都大学大学院経済学研究科
 教授　　植田　和弘

地方自治と効率化のジレンマを乗り越える
市町村合併のあり方

関西学院大学産業研究所
 教授　　小西砂千夫

第３号　特集：「住民と行政の協働」(平成12年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

市民と行政のパートナーシップ 京都大学大学院経済学研究科
 教授　　田尾　雅夫

分権時代－住民と行政の協働 中央大学経済学部
 教授　　佐々木信夫

情報公開制度
　　－住民と行政の協働の視点から－

大阪大学大学院法学研究科
 教授　　松井　茂記

自治体とNPOの協働 特定非営利活動法人 NPO研修・情報センター
 代表理事　　世古　一穂

住民主体のまちづくりにおける「協働」の条件 神戸新聞情報科学研究所
 副所長　　松本　　誠
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第４号　特集：「21世紀の市町村行政」(平成13年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

21世紀の市町村財政 東京大学大学院経済学研究科・経済学部
 教授　　神野　直彦

市町村における行政評価の必要性と課題 関西学院大学産業研究所
 教授　　石原　俊彦

地域福祉における市町村行政を展望する
　　－問われるコーディネート力－

大阪大学大学院人間科学研究科
 助教授　　斉藤　弥生

市町村行政の実情と可能性－京都・滋賀の現場から－ 京都新聞社会報道部・自治担当
 記者　　高田　敏司

特別講演録：
変革の時代における自治体の基本戦略～分権 参加 経営 連携～

神戸大学大学院法学研究科
 教授　　伊藤　光利

第５号　特集：「ジェンダー平等社会の実現にむけて」(平成14年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

男女共同参画社会基本法と自治体条例 十文字学園女子大学
 教授　　橋本ヒロ子

ドメスティック・バイオレンス防止法と
女性に対する暴力防止への課題

お茶の水女子大学
 教授　　戒能　民江

「構造改革」と女性労働
　　－世帯主義を超えた多頭型社会へむけて－

朝日新聞社東京本社
 企画報道室　　竹信三恵子

公務職場のセクハラ対策－相次ぐ二次被害が問うもの－ 東京都中央労政事務所
 金子　雅臣

市町村公募論文：
わがまちの魅力創出の視点から見た国内交流のあり方

八尾市職員グループ
 いんさいどあうと

地方分権セミナー録：キーパーソンが語る
　－創造的な自治体マネジメントと住民主体のまちづくり－

近畿大学理工学部土木工学科
 助教授　　久　　隆浩

第６号　特集：「住民参画による合意形成にむけて」(平成15年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
地方分権時代の住民参画
　　－参加から参画へ、パートナーシップによる地域経営－

㈲ コミュニティ研究所
 代表取締役　　浦野　秀一

住民主体のまちづくりの取組みと実践
　－交流の場を核とした協働のまちづくりシステムの展開－

近畿大学理工学部土木工学科
 助教授　　久　　隆浩

住民投票制度の現況と制度設計の論点 ㈶地方自治総合研究所
理事・主任研究員　　辻山　幸宣

都市計画とパブリックインボルブメント：現状と課題

筑波大学社会工学系
 教授　　大村謙二郎
筑波大学博士課程社会工学研究科・
川崎市総合計画課題専門調査員
 小野　尋子

パブリック・コメントの現状と課題 横須賀市都市部都市計画課
 主幹　　出石　　稔

市町村公募論文：自治体の政策形成と政策系大学院
　　－経験と展望にもとづく一考察－

豊中市政策推進部企画調整室
 佐藤　　徹
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これまでの研究紀要（創刊号から第19号までのテーマ一覧）

第７号　特集：「安全・安心な社会の実現」(平成16年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
犯罪機会論と安全・安心まちづくり
　　－機会なければ犯罪なし－

立正大学文学部社会学科
 教授　　小宮　信夫

環境リスクをめぐる
 コミュニケーションの課題と最近の動向

早稲田大学理工学部複合領域
 教授　　村山　武彦

バリアフリーとその新展開 近畿大学理工学部社会環境工学科
 教授　　三星　昭宏

子育て、教育における自治体のあらたな役割
　　－子育て支援という視点から、
　　　　安心して暮らせる街作りという視点から－

東京大学大学院教育学研究科・教育学部 教授
同付属・学校臨床センター センター長
 汐見　稔幸

高齢者の安全・安心とは
　　－年金、医療、介護を考える－

岡本クリニック 院長
国際高齢者医療研究所 所長
 岡本　祐三

市町村公募論文：要綱行政の現状と課題
　　－自治立法権の拡充を目指して－

岸和田市総務部総務管財課
 藤島　光雄

第８号　特集：「これからの自治体改革のあり方」(平成17年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
自治体行政改革の新展開
　　－ローカル・ガバナンスの視点から－

同志社大学政策学部　
 学部長　　真山　達志

評価の政策形成と経営への活用と課題
　　－基本へ還れ－

筑波大学大学院システム情報工学研究科
 教授　　古川　俊一

自治体職員の人材育成 千葉大学法経学部 教授
東京大学 名誉教授 　　　大森　　彌

公務員制度改革と自治体職員イメージの転換 国際基督教大学社会科学科
 教授　　西尾　　隆

地方財政の改革　－地方行政は「黒字」なのか－ 総務省地方財政審議会
 会長　　伊東　弘文

市町村公募論文：財政危機と成功する行政評価システム 八尾市都市整備部交通対策課
 南　　昌則

第９号　特集：「分権時代におけるマッセOSAKAの役割とは」(平成18年３月発行)

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

マッセOSAKAへの期待
大阪大学大学院経済学研究科 教授
おおさか市町村職員研修研究センター 所長
 齊藤　　愼

分権時代、自治体職員の
 習得すべき能力とマッセOSAKAの関わり

㈲ コミュニティ研究所
 代表取締役　　浦野　秀一

「地域公共人材」育成としての職員研修 龍谷大学法学部
 教授　　富野暉一郎

自治体女性職員をめぐる環境と能力開発に関する一考察 大阪市立大学大学院創造都市研究科
 助教授　　永田　潤子

地方分権セミナー録：自治体再生への道しるべ
大阪大学大学院経済学研究科 教授
おおさか市町村職員研修研究センター 所長
 齊藤　　愼　他
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第10号　特集：「人口減少時代における社会福祉の変革」(平成19年３月発行)

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

『障害者自立支援法』と自治体における障害者福祉施策 東洋大学ライフデザイン学部
 教授　　北野　誠一

新しい地域福祉とコミュニティ活性化 桃山学院大学社会学部福祉学科
 助教授　　松端　克文

次世代育成支援の推進と市町村の課題
　　～７つのポイント～

大阪市立大学大学院生活科学研究科
 教授　　山縣　文治

生活保護行政を考える 首都大学東京都市教養学部
 教授　　岡部　　卓

2005年介護保険法改正の立法政策的評価 大阪大学大学院人間科学研究科
 教授　　堤　　修三

福祉と自治体財政 奈良女子大学
 名誉教授　　澤井　　勝

自治体病院だからこそ、変われる 徳島県病院事業管理者・坂出市立病院
 名誉院長　　塩谷　泰一

市町村公募論文：公益法人制度改革と市町村
　　～市町村出資財団法人と市町村の今後の関係を構築
　　　するための課題整理～

八尾市人権文化部文化振興課
 朴井　　晃

第11号　特集：「くらしと交通～まちづくり～」(平成20年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
地域交通について考える
　　～新たな交通価値と低速交通システムについて～

大阪大学大学院工学研究科
 教授　　新田　保次

市民協働の交通まちづくり
 相互学習による協働型交通安全の取り組み

大阪市立大学大学院工学研究科
 教授　　日野　泰雄

地域から育てる交通まちづくり 大阪大学大学院工学研究科
 准教授　　松村　暢彦

まちづくりを支える総合交通政策 神戸国際大学経済学部都市環境・観光学科
 教授　　土井　　勉

地域公共交通と地域で
 「つくり」「守り」「育てる」ということ

名古屋大学大学院環境学研究科
 准教授　　加藤　博和

子どもと交通問題 筑波大学大学院システム情報工学研究科
 講師　　谷口　綾子

市町村公募論文：
放置自動車対策をめぐる二、三の問題
　　～法的アプローチを中心にして～

岸和田市法律問題研究会
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第12号　特集：「廃棄物処理とリサイクルの現状～循環型社会の実現に向けて～」
(平成21年３月発行)

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

廃棄物処理の現状と今後 京都大学地球環境大学院
 教授　　植田　和弘

ごみ有料化と「見える化」 東洋大学経済学部
 教授　　山谷　修作

貴金属・レアメタルの回収と行政の関与 神戸山手大学現代社会学部環境文化学科
 教授　　中野加都子

上勝町のゼロ・ウェイスト政策－その実践と展開－ NPO法人 ゼロ・ウェイストアカデミー
 理事　　松岡　夏子

循環型社会における資源物持ち去り業者の位置づけ 近畿大学経済学部綜合経済政策学科
 教授　　坂田　裕輔

不法投棄対策の現状と課題 岩手大学人文社会科学部
 准教授　　笹尾　俊明

循環型社会の地球温暖化対策 独立行政法人 国立環境研究所
 橋本　征二

第13号　特集：「危機管理を考える」(平成22年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
地域防災計画の課題と展望
　　～生ける計画をめざして～

板橋区総務部契約管財課
 課長　　鍵屋　　一

新型インフルエンザ対策 新潟大学大学院医歯学総合研究科
 教授　　鈴木　　宏

緊急対応時に必要な都市機能
関西大学理事・環境都市工学部教授
阪神・淡路大震災記念 人と防災未来 センター長
 河田　惠昭

学校における侵入暴力犯罪からの安全管理 明治大学理工学部
 准教授　　山本　俊哉

【平成21年度公募論文　最優秀賞受賞エッセイ】
ブックトーク：新しく自治体職員になったみなさんへ
 （福祉事務所編）

羽曳野市保健福祉部福祉総務課
 細井　正人
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第14号　特集：「地方議会のこれから～改革へのみちすじ～」
(平成23年３月発行)

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

自治法改正と議会の役割 東　京　大　学
 名誉教授　　大森　　彌

二元代表制　－その課題と展望－ 株式会社野村総合研究所
 顧問　　増田　寛也

住民参加と議会 同志社大学大学院総合政策研究科
 教授　　新川　達郎

議会事務局のあり方とその改革課題 立命館大学法学部
 教授　　駒林　良則

政策立案（議会立法）機関としての議会
拓殖大学地方政治センター長
四日市研究機構・地域政策研究所長
 竹下　　譲

自治を担う議会の権限強化
　　－住民自治を促進する議会に－

山梨学院大学法学部
 教授　　江藤　俊昭

議会の活性化 関西大学総合情報学部
 教授　　名取　良太

求められる議員職の姿
　　－受身の「られる」ではなく可能の「られる」－

東京大学大学院法学政治学研究科
 教授　　金井　利之

議会基本条例の主要項目と自治体改革への意義 法政大学法学部
 教授　　廣瀬　克哉

【平成22年度公募論文　最優秀賞受賞論文】
　　就学援助制度の意義と市町村の役割
　　　　－今求められる就学援助制度の在り方とは－

摂津市教育委員会教育総務部学務課
 大橋　徹之

第15号　特集：「自立へ向けた就労支援の取組み」(平成24年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

就労支援をどう実現するか 企業的包摂から社会的包摂へ 北海道大学法学研究科
 教授　　宮本　太郎

生活保護受給者への就労支援の現状と課題 明治学院大学社会学部社会福祉学科
 教授　　新保　美香

障がい者就労支援の現状と課題 埼玉県立大学保健医療福祉学部
 教授　　朝日　雅也

若年者への就労支援
　　－次世代への就労支援は社会投資である－

NPO法人「育て上げ」ネット
 理事長　工藤　　啓

高齢者への就労支援 桜 美 林 大 学
 名誉教授　　瀬沼　克彰

母子家庭の自立支援・NPOとしての取組み NPO法人Wink　
 理事長　　新川てるえ

就労支援と地方自治体―地域雇用政策の進化の視点から 東京大学経済学研究科
 教授　　佐口　和郎

【平成23年度公募論文　最優秀賞受賞論文】
　『ふるさと納税制度』の仕組みと現状
　　　　～自治体の魅力発信の切り口から～

八尾市経済環境部環境施設課
 小池　宜康
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第16号　特集：「児童虐待防止への対策と支援」(平成25年３月発行)

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

子ども虐待の現状と課題 関西大学人間健康学部
 教授　　山縣　文治

市町村の児童家庭相談体制の現状と課題、方向性 関西学院大学人間福祉学部
 教授　　才村　　純

要保護児童対策地域協議会
　～機能するための要件・ファミリーソーシャルワークの視点～

流通科学大学サービス産業学部
サービスマネジメント学科
 教授　　加藤　曜子

児童虐待の予防～保育所・幼稚園・学校が出来ること 種智院大学人文学部
 助教　　近棟　健二

虐待する親の回復支援の視点
　～MY TREEペアレンツ・プログラムの実践から～

エンパワメント・センター
 主宰　　森田　ゆり

自治体の事例
（大阪府・茨木市・枚方市・三重県いなべ市） 自 治 体 職 員

子ども虐待防止と支援の課題－実践を通して感じること 淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科
 教授　　柏女　霊峰

【平成24年度公募論文　最優秀賞受賞論文】
　　自治体における情報公開制度の現状と
　　　　　　　　　　　受益者負担の在り方
　　　　　－情報公開手数料についての一考察－

泉佐野市総務部総務課
 道井　　渉

【平成24年度公募論文　最優秀賞受賞エッセイ】
　「笑顔」が一番！
　　　キャリアデザインと今までの経験カら学んだコト

貝塚市健康福祉部
 兒玉　和憲

第17号　特集：「自治体経営の道しるべ～自治体政策の転換に向けて～」
(平成26年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
地方財政の健全化の中長期的展望と
　　　　　　　税制抜本改革、地方消費税

総務省　大臣官房審議官（税務担当）
 平嶋　彰英

自治体財政指標に係る諸論点
　　－発生主義・複式簿記会計の視点を交えた検討－

有限責任監査法人トーマツ公認会計士
 小室　将雄
有限責任監査法人トーマツ公認会計士
 大川　裕介

地方公営企業の財務規定の拡大とその意義、さらなる課題 関西学院大学大学院経済学研究科
　人間福祉学部　教授　　小西砂千夫

第三セクター再生のための公経営監査・診断 青山学院大学
 名誉教授　　鈴木　　豊

資産老朽化への対応 東洋大学PPP研究センター
 リサーチパートナー　　藤木　秀明

実務者からのメッセージ　－財政担当の仕事のやり方－ 川　　西　　市
 理事　　松木　茂弘

【平成25年度公募論文　最優秀賞受賞エッセイ】
　　政策形成時代×図書館＝未来をきりひらく！
　　　　　　　～情報収集力アップへの一提案～

吹田市地域教育部生涯学習推進室
中央図書館 栗生　育美
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第18号　特集：「都市再生～さらなる発展に向けて～」(平成27年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者

人口減少と自治体財政
マッセOSAKA所長 齊藤　　愼
（大阪学院大学大学院教授・
 大阪大学名誉教授）

自治体経営で人口流入を図る 一般財団法人地域開発研究所
 主任研究員　　牧瀬　　稔

自治体の資金調達において今やるべきことは何か
地方公共団体金融機構　地方支援部
ファイナンス支援課
 課長　　浅野　正義

「新地方公会計改革」の概要と展望
　　－自治体改革のための財務書類の活用方法－

関西学院大学専門職大学院
経営戦略研究科　教授　　稲沢　克祐

予算編成手法の見直し 専修大学経済学部
 教授　　町田　俊彦

県民経済計算から読み取る地域の経済指標 富山県経営管理部統計調査課
 副主幹　　南保　勇治

大都市圏の公共施設更新問題 日本大学経済学部
 教授　　中川　雅之

習志野市の公会計改革の実践例 千葉県習志野市
 会計管理者　　宮澤　正泰

【平成26年度公募論文　最優秀賞受賞論文】
地方分権時代における文書管理の在り方について
　　　　～いかに保存文書を適切に管理していくか～

摂津市総務部総務課
 菰原　知宏

第19号　特集：「防災行政を考える～来る南海トラフ巨大地震に備えて～」
(平成28年３月発行）

テ　　　　ー　　　　マ 執　　　筆　　　者
防災・減災マネジメント型地域防災計画の策定
　～近年の大震災に学ぶ～

跡見学園女子大学観光コミュニティ学部
 教授　　鍵屋　　一

自治体の情報インフラ整備 ～民間技術の利活用～ 国立研究開発法人 防災科学技術研究所
 理事長　　林　　春男

災害対策本部の運用と課題 明治大学政治経済学部
 教授　　牛山久仁彦

被災地支援 ～中長期間の支援方策～ 大阪大学大学院人間科学研究科
 教授　　渥美　公秀

外国人住民のための「やさしい日本語」
　～1.17、10.23、3.11の教訓を
 南海トラフ地震・首都直下型地震に活かす～

弘前大学大学院地域社会研究科
 教授　　佐藤　和之

次世代へのメッセージ① ～時代は変わったか～
朝日新聞
東北復興取材センター長・仙台総局長
 坪井ゆづる

次世代へのメッセージ② ～阪神・淡路大震災の記憶～ 神戸市消防局警防部
 警防課長　　濱田　宗徳

【平成27年度公募論文　最優秀賞受賞論文】
新たな公共図書館をめざす動向の考察と公共図書館政策
の課題

枚方市教育委員会社会教育部
 部長　中路　　清
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大阪府内で買うてほしいねん。  

大阪の宝くじイメージキャラクター
「たこ焼きクーちゃん」です。  

　「サマージャンボ宝くじ」及び「ハロウィンジャンボ宝くじ」の収益

金は、販売実績等に応じて、各都道府県市町村振興協会に配分されます。

　本協会では、配分された収益金を府内市町村に交付しており、各市町

村において公共事業等をはじめ、少子・高齢化対策、地域情報化対策な

どの事業に活用されています。大阪府内での宝くじの購入にご協力をお

願いいたします。
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再生紙を使用しています再生紙を使用しています

おおさか市町村職員研修研究センターおおさか市町村職員研修研究センター

人口減少時代に向う日本の針路 ～「一億総活躍社会」の実現に向けて～
株式会社ニッセイ基礎研究所　主任研究員　　土堤内　昭　雄

「これから」の家族政策 ―少子化対策からの転換―
増田社会保障研究所　代表（前 岡山県立大学 教授）　　増　田　雅　暢

「これから」の男性の育児参画 ～父親の役割を考える～
大阪教育大学　教育学部　准教授　　小　崎　恭　弘

「これから」の教育支援 ～未来への投資～
環太平洋大学　学長　　大　橋　節　子

「これから」の婚活支援 ～若者の恋愛観からみる～
マーケティングライター　　牛　窪　　　恵

「これから」の都市部と地方のライフスタイル
　　　～豊かな暮らしのあり方と、この国のゆくえ～

首都大学東京　都市教養学部・人文社会系　准教授　　山　下　祐　介

人口減少社会での地域医療のあり方
　　　～医療・介護のシームレスな体制の構築に向けて～

八尾市立病院事務局企画運営課　課長　　朴　井　　　晃

◆平成28年度公募論文
＜最優秀賞受賞論文＞
　市営住宅における単身入居者の孤独死
　　　～残された家財道具等の処分について～

八尾市　建築部　　岩　本　慶　則


